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この報告は、平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック

競技大会特別措置法（平成 27 年法律第 33 号）第 13 条の２の規定に基づき、

2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の円滑な準

備及び運営の推進に関する政府の取組の状況について行うものである。 
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平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別措置法

（平成 27 年法律第 33 号）第 13 条の２により、政府は、大会が終了するまでの間、

おおむね１年に１回、大会の円滑な準備及び運営の推進に関する政府の取組の状況に

ついての報告を国会に提出することとされている。本報告は、政府の取組の状況につ

いて、平成 28 年４月１日から平成 29 年３月 31 日までの間を中心に取りまとめたも

のである。 

 

 

第１部 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功及び大会を通じた新

しい日本の創造に向けて 

 

第１章 はじめに 

 

（大会に向けた政府の取組の概況） 

平成 28 年９月に 2016 年リオデジャネイロ・オリンピック・パラリンピック競技大

会（以下「リオデジャネイロ大会」という。）が閉幕し、いよいよ次期の夏季大会は

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「大会」という。）となっ

た。大会まで残り３年余となり、次期開催国として世界の注目が我が国に集まってく

ることとなる。 

政府としては、大会を成功に導くため、また、大会を通じた新しい日本を創造して

いくため、平成 27 年６月に施行された平成三十二年東京オリンピック競技大会・東

京パラリンピック競技大会特別措置法（以下「特措法」という。）に基づき、大会の円

滑な準備及び運営に関する施策の総合的かつ集中的な推進を図るための基本的な方

針として、平成 27 年 11 月に「2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピッ

ク競技大会の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本方針」（以下「オリ

パラ基本方針」という。）を閣議決定し、大会に向けた取組を加速させてきたところで

ある。 

その際、公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会（以

下「大会組織委員会」という。）、東京都、公益財団法人日本オリンピック委員会（以

下「ＪＯＣ」という。）、公益財団法人日本障がい者スポーツ協会日本パラリンピック

委員会（以下「ＪＰＣ」という。）そのほかの関係機関（以下「関係機関」という。）

と円滑な連携を図りつつ、大会に関連して政府が講ずるべき施策（以下「関連施策」

という。）の立案と実行に取り組んできた。 

オリパラ基本方針に基づく関連施策やその進捗状況については、オリパラ基本方針

において、「大会に向けた政府の取組」として定期的に公表することとされており、リ

オデジャネイロ大会閉幕後の平成 28 年 10 月に東京オリンピック競技大会・東京パラ

リンピック競技大会推進本部（以下「オリパラ推進本部」という。）を開催し、「大会

に向けた政府の取組」の報告及び公表を行ったところである。 
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さらに、平成 28 年６月に特措法が改正され、政府は、大会が終了するまでの間、

おおむね１年に１回、大会の円滑な準備及び運営の推進に関する政府の取組の状況に

ついての報告を国会に提出することとされたところであり、改正法に基づく大会の円

滑な準備及び運営に関するより高い説明責任を果たすため、改正法に基づく国会報告

を平成 29 年５月に行うこととなった。 

 

（今回の大会の意義） 

今回の大会は、より多くの国・地域から参加者を迎え、世界中の多くの人々が大会

の意義と経験を共有できる歴史に残る大会にするとともに、自信を失いかけてきた日

本を再興し、成熟社会における先進的な取組を世界に示す契機としなければならない。 

特に、パラリンピック競技大会の開催は、障害者の自立や社会参加を促す大きな力

となる。「パラリンピック」という語は 1964 年の東京大会の際に初めて使用されたも

のであり、夏季のパラリンピック競技大会が同一都市で２回開催されるのは、今回が

史上初となる。参加国・地域数についても、オリンピック競技大会との差が縮まるよ

う、過去最多となることを目指し、大会を世界中の障害者をはじめ全ての人々に夢を

与える大会としなければならない。 

このため、Sport for Tomorrow やホストタウン、事前キャンプ誘致などの取組によ

るスポーツを通じた国際貢献や、大会参加国・地域の方々との交流等を進めている。

また、「復興五輪」として、被災地での競技開催、聖火リレー等に向けた働きかけな

ど、被災地と連携した取組を実施している。さらに、パラリンピック競技大会を契機

として共生社会を実現していくべく、平成 29 年２月に策定された「ユニバーサルデ

ザイン 2020 行動計画」に基づく取組を推進しているところである。 

 

（運営の成功のための体制） 

国際テロやサイバー攻撃の脅威の高まりなど、セキュリティをめぐる情勢は時代と

ともに変化しており、大会に参加する全てのアスリートが最高のパフォーマンスを発

揮できるよう、セキュリティの万全と防災・減災等の安全安心の確保、アスリート、

観客の輸送等大会運営の成功のための体制を整えていくことが必要である。特に、パ

ラリンピック競技大会については、パラリンピックの認知度向上、ユニバーサルデザ

インに基づく競技会場整備をはじめとして、過去最高の環境整備を進める。 

このため、政府としては、オリパラ推進本部の下に関係閣僚会議や関係府省庁連絡

会議を設置し、政府一体での取組を推進している。また、大会組織委員会、東京都等

と緊密に連携・情報共有を図っている。特に、東京都との緊密な連携を図るため、関

係府省庁連絡会議の下に東京都との連絡協議会及び同幹事会を設置し、情報共有、意

見交換を実施している。また、大会に向けた環境整備に当たっては、国際パラリンピ

ック委員会の基準をもとにしたアクセシビリティ・ガイドラインに基づくユニバーサ

ルデザインの街づくりや、心のバリアフリーに向けた取組等を推進している。 
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（「復興五輪」・日本全体の祭典） 

同時に、大会の開催により、世界各国から大会関係者及び観客が日本に集まり、海

外メディアにより広く報道され、世界の注目が日本に集まることになる。この機会を

国全体で最大限いかし、「復興五輪」として、東日本大震災からの復興の後押しとなる

よう被災地と連携した取組を進めるとともに、被災地が復興を成し遂げつつある姿を

世界に発信する。また、スポーツ、文化・クールジャパンそのほかの様々なイベント

を通じてオールジャパンで日本の多様な魅力を対外発信し大会の開催に向けた機運

の醸成を図るとともに、外国人旅行者の地方への誘客拡大による観光振興、地方の企

業、団体及び個人等の大会に関連した事業やイベントへの参画拡大等を推進する。こ

うした取組を通じて、大会を国民総参加による日本全体の祭典とし、北海道から沖縄

まで、全国津々浦々にまで、大会の効果を行き渡らせ、地域活性化につなげる。 

このため、政府としては、被災地における競技開催、聖火リレー等について大会組

織委員会に働きかけを行ってきたところである。また、大会を契機に来訪する大会参

加国・地域の方々との交流を通じ、地域の活性化や特色ある地域づくりを目指す「ホ

ストタウン」の取組を推進するとともに、取組が全国各地に広がるよう、登録団体の

拡大や質の高い交流の実現に向けて取り組んでいる。さらに、平成 28 年３月に策定

された「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づく外国人旅行者の地方への誘客拡

大等による観光振興、地方の企業、団体及び個人等の大会に関連した事業やイベント

への参画拡大等を推進しているところである。2020 年（平成 32 年）以降を見据え、

日本の強みである地域性豊かで多様性に富んだ文化をいかし、成熟社会にふさわしい

次世代に誇れる遺産（レガシー）創出に資する文化プログラムを「beyond2020 プログ

ラム」として認証し全国に展開することとし、平成 29 年１月にロゴマークを制定し、

認証を開始した。 

 

（有益な遺産（レガシー）の創出） 

オリンピック憲章では、オリンピック競技大会の有益な遺産（レガシー）について、

開催都市のみならず、開催国としても引き継ぐことが期待されている。1964 年の東京

大会は、新幹線、首都高速道路、ごみのない美しい街並みなど、現在にも残る数々の

遺産（レガシー）が生み出された。今回の大会も、多くの先進国に共通する課題であ

る高齢化社会、環境・エネルギー問題への対応に当たり、日本の強みである技術、文

化をいかしながら、世界の先頭に立って解決する姿を世界に示し、大会を世界と日本

が新しく生まれ変わる大きな弾みとする。「強い経済」の実現、文化プログラム等を活

用した日本文化の魅力の発信、スポーツを通じた国際貢献、健康長寿、ユニバーサル

デザインによる共生社会、生涯現役社会の構築に向け、成熟社会にふさわしい次世代

に誇れる遺産（レガシー）を創りだす。 

このため、政府としては、大会に向けた技術開発の前倒しによるイノベーションの

創出、beyond2020 プログラム等の推進による日本文化の魅力の発信、Sport for 

Tomorrow 等スポーツを通じた国際貢献、誰もがスポーツを楽しめる環境の整備や受
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動喫煙防止対策等を通じた健康増進、「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」に基づ

くユニバーサルデザイン・心のバリアフリーによる共生社会の構築など、大会を通じ

た新しい日本の創造に向けた様々な取組を推進しているところである。 

 

 

第２章 基本的な考え方とこれに基づく政府の取組の進捗状況 

  

オリパラ基本方針においては、政府は、以下の基本的な考え方に基づき、関連施策

の立案と実行に取り組むこととしている。 

（１）国民総参加による「夢と希望を分かち合う」大会の実現 

（２）次世代に誇れる遺産（レガシー）の創出と世界への発信 

（３）政府一体となった取組と関係機関の密接な連携の推進 

（４）明確なガバナンスの確立と施策の効率的・効果的な実行 

このうち、（１）の取組状況については第１章において記載したところであり、（２）

については第４章において詳述することとし、本章においては（３）及び（４）の基

本的な考え方に基づく政府の取組の進捗状況について記載する。 

 

（政府一体となった取組と関係機関との密接な連携の推進） 

オリパラ基本方針においては、基本的な考え方として「大会の成功のためには、国、

大会組織委員会、東京都及び競技会場が所在する地方公共団体が一体となって取り組

むことが不可欠である」としており、前述のとおり、政府として、大会組織委員会、

東京都そのほかの関係機関と円滑な連携を図りつつ、関連施策の立案と実行に取り組

んできたところである。 

大会については、東京都が大会を招致し開催する責任を負っている。したがって、

その準備に当たっては、東京都が主導的な役割を果たす一方、国は東京都及び大会の

運営主体である大会組織委員会の取組をバックアップする立場となる。 

国は、大会の円滑な準備及び運営の実現に向けて、各府省に分掌されている関連施

策を一体として確実に実行するとともに、大会組織委員会、東京都及び競技会場が所

在する地方公共団体と密接な連携を図り、オールジャパンでの取組を推進するために

必要な措置を講ずるため、政府一体となって、オリパラ基本方針に基づき施策を総合

的に推進しているところである。 

また、ラグビーワールドカップ 2019 に関係する施策については、大会と共通する

施策が含まれることから、連携して準備を進めている。 

 

（明確なガバナンスの確立と施策の効率的・効果的な実行） 

オリパラ基本方針においては、基本的な考え方として「政府は、明確なガバナンス

の確立に向け、関係機関と円滑に連携し、オープンなプロセスにより意思決定を行う。

また、限られた予算と時間で最高の大会を実現するため、関連施策については、事業



5 
 

の進捗と効果を点検することを通じて効率的・効果的に実行し、施策に要するコスト

をできる限り抑制するとともに、大会の確実な成功に向けた取組を加速する」ことと

されている。 

 

（オープンなプロセスによる意思決定） 

この基本的な考え方に基づき、政府としては、オリパラ推進本部及び同本部の下に

設置された各種会議の議事概要及び資料を原則公開することにより、オープンなプロ

セスによる意思決定を行ってきたところである。 

また、オリパラ推進本部において、オリパラ基本方針に基づく関連施策やその進捗

状況の報告及び公表を行うとともに、平成 29 年からは改正後の特措法に基づきおお

むね１年ごとに国会報告を行うこととなった。 

 

（オリパラ関係予算） 

政府が大会の成功のために行う関連施策のうち、以下①及び②に該当するものにつ

いてはオリパラ関係予算として整理している。 

①大会運営又は同大会の開催機運の醸成や成功に資すること 

②大会招致を前提に、新たに、又は、追加的に講じる施策であること 

 

各府省庁がオリパラ基本方針に基づいて関連施策の実効性を担保しその進行管理

に資するよう、オリパラ基本方針の策定後に編成された平成 28 年度当初予算以降、

オリパラ関係予算の取りまとめを行い、その内容及び予算額を公表している。本報告

の対象期間に編成された平成 29 年度予算におけるオリパラ関係予算は約 201 億円と

なっており、平成 28 年度当初予算約 167 億円、同補正予算約 163 億円と合わせ、オ

リパラ関係予算の累計は約 531 億円となっている（オリパラ関係予算の詳細について

は参考資料参照）。 

 

 オリパラ関係予算として整理される政府の施策として、例えば、以下のような日本

選手の競技力向上に関するものが挙げられる。このような施策を通じ、大会での日本

選手の活躍を支え大会の成功に寄与する取組を行っている。 

 

・競技力向上事業 

 大会における日本代表選手のメダル獲得に向けて、各競技団体が行う日常的・継

続的な選手強化活動を支援するとともに、大会で活躍が期待される次世代アスリー

トの発掘・育成などの戦略的な選手強化を行う。 

 

・ナショナルトレーニングセンターの拡充整備 

 大会における日本代表選手のメダル獲得に向けて、我が国のトップレベル競技者

が、同一の活動拠点で集中的・継続的にトレーニング・強化活動を行うための拠点
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施設であるナショナルトレーニングセンター（以下「ＮＴＣ」という。）のオリンピ

ック競技とパラリンピック競技の共同利用化等による機能強化を図るため、ＮＴＣ

を拡充整備する計画を進める。 

 

（大会組織委員会による経費試算とその縮減に向けた取組） 

平成 28 年 12 月 21 日、大会組織委員会がその時点の試算として「大会経費は 1.6

兆円～1.8 兆円に上る」と公表した。その内訳は、会場整備関係（恒久施設、仮設等、

エネルギーインフラ）が 6,800 億円、大会運営関係（輸送、セキュリティ、テクノロ

ジー、オペレーション、管理・広報、マーケティング等）が 8,200 億円、予備費が 1,000

億円～3,000 億円とされている。なお、同試算における大会組織委員会の収入見込み

は 5,000 億円となっており、民間資金（テレビ放映権料等を基に国際オリンピック委

員会（以下「ＩＯＣ」という。）から配される負担金、スポンサー収入、チケット売上

げ、ライセンス商品の販売に係るロイヤルティ収入等）で構成されている。 

この大会経費の試算額 1.6 兆円～1.8 兆円は、今後、大会準備が進展し大会計画が

精緻化される中で見直しが行われ、大会組織委員会は大会の開始まで１年ごとに更新

し公表していくこととしている。 

選手が最高のパフォーマンスを発揮できる環境を整備し確保する一方、大会を国民

の理解を得て祝福される大会とするためにも、可能な限り経費縮減に取り組むことが

不可欠である。今後、大会経費を精査していく中で、大会組織委員会は更なる経費縮

減に向けた取組を約束しているほか、ＩＯＣも大会経費は一層の縮減が可能との見解

を示している。国としても、東京都と連携しつつ、経費の縮減に向けた取組に協力す

ることとしている。 

 

 

第３章 大会の円滑な準備及び運営に向けた取組の状況 

 

大会の確実な成功に向けて、大会に参加する全てのアスリートが最高のパフォーマ

ンスを発揮できるよう、セキュリティの万全と防災・減災等の安全安心の確保、アス

リート、観客そのほかの関係者の円滑な輸送のための措置、暑さ対策・環境問題への

配慮及び大会のメインスタジアムとなる新国立競技場の整備に取り組んでいる。また、

日本人アスリートの活躍を通じて国民を感動の渦に巻き込めるよう、オリンピック・

パラリンピックの一体的な競技力強化、オリンピック・パラリンピックムーブメント

の普及に取り組んでいるところである。 

また、大会の前年に開催されるラグビーワールドカップ 2019 は、大規模かつ国家

的に重要なスポーツの競技会であること、ラグビーワールドカップ 2019 の準備及び

運営が、翌年に開催される大会の準備及び運営と密接な関連を有するものであること

から、平成三十一年ラグビーワールドカップ大会特別措置法（平成27年法律第34号）

を踏まえ、政府として必要な支援に努めるとともに、セキュリティの万全と安全安心
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の確保、外国人受入れのための対策など、共通する施策について連携して準備を進め

ているところである。 

 

① セキュリティの万全と安全安心の確保に向けた取組の状況 

「世界一安全な日本」の創造に向けた政府を挙げての戦略的・総合的な取組を進め

るほか、時々刻々変化する各種脅威への対処とスポーツの祭典であることとの調和を

図り、全ての大会関係者、観客及び国民が安心して大会を楽しむことができるよう、

広く関係者の理解と協力を得ながら各種の対策を実施しているところである。大会の

セキュリティ全般については、「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

関係府省庁連絡会議」の下で開催されている「セキュリティ幹事会」において、平成

29 年３月、「2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会に向け

たセキュリティ基本戦略（Ver.1）」（以下「基本戦略」という。）を決定した。基本戦

略においては、その基本的な考え方として、大会の安全・円滑な準備及び運営、継続

性の確保とともに、テロ等の未然防止とサイバー攻撃によるものを含めた緊急事態へ

の的確な対処を掲げている。また、大会期間中における関係機関との 24 時間の連絡・

調整態勢を確保するために「セキュリティ調整センター（仮称）」を内閣官房に設置す

るほか、平成 29 年７月を目途に、大会の安全に関する情報を集約し、大会の安全に

対する脅威及びリスクの分析・評価等を行う「セキュリティ情報センター」を警察庁

に設置することとしている。 

テロ対策については、テロリストグループやそれに共鳴する個人等によって敢行さ

れる国内外でのテロの脅威が現実のものとなっており、また、大会が世界の注目を集

め多数の要人の観戦も予想されることからテロの発生が懸念されるところ、政府の各

種決定を確実に推進し、情報収集・分析、水際対策、周辺海上・上空を含む競技会場

等の警戒警備、テロ対処能力等を強化するとともに、官民一体となったテロ対策及び

国際協力を強力に推進してきたところである。具体的には、国際組織犯罪防止条約を

締結するために必要な法整備として「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関

する法律等の一部を改正する法律案」を国会に提出した。また、「国際テロ情報収集ユ

ニット」を新設、増強し、国際テロ情報の収集・集約体制・能力を強化したほか、事

前旅客情報（ＡＰＩ）に加え、ほぼ全ての航空会社から乗客予約記録（ＰＮＲ）を、

輸出入・港湾関連情報処理システム（ＮＡＣＣＳ）を通じて電子的に取得することを

開始し、水際対策のより効果的・効率的な推進を図っているところである。また、テ

ロや災害発生時における対処能力の向上を図るため、各種部隊の実戦的訓練を反復し

て実施しているほか、ＮＢＣ（核・生物・化学）テロ対策を強化するため、特殊災害

小隊等の緊急消防援助隊の増強・強化、大型除染システム搭載車両の配備等を進める

とともに、生物・化学テロ等に備えワクチンなど医薬品の備蓄を行っている。さらに、

事業者による食品テロ防止対策の検討を行っている。 

サイバーセキュリティ対策については、国全体としてのサイバーセキュリティ戦略

を着実に実施するほか、サイバーセキュリティ対処調整センター（オリンピック・パ
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ラリンピックＣＳＩＲＴ（Computer Security Incident Response Team）：関係府省

庁、大会組織委員会、東京都等との緊密な連携の下、サイバーセキュリティに係る脅

威・事案情報の共有等を担う中核的組織）の構築に向け、平成 28 年度は、情報共有・

対処体制に関する基本的な方針を関係府省庁、大会組織委員会、東京都等と協議の上、

決定した。また、重要サービス事業者等へリスク評価の取組を依頼し、同評価に基づ

く対策の実施を促進している。 

防災・減災対策については、国土強靱化を着実に進めるとともに、首都直下地震、

台風、豪雨をはじめとする各種災害発生時における大会関係者及び観客の避難誘導等

の対策を検討、推進することとしており、首都直下地震対策としては、既に、災害発

生時に、即座に各防災関係機関が円滑かつ迅速に災害応急対策活動に当たれるよう

「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」を策定しており、平成

28 年度には、実践的な防災訓練等を複数回実施し、計画内容の検証や実効性の向上に

向けた取組を進めている。一方、避難誘導対策としては、平成 28 年３月には、「災害

種別避難誘導標識システム」等としてＪＩＳを制定したところであり、関係府省庁等

連携し、外国人観光客等の避難誘導の強化に資するよう、国際標準化に努めるととも

に、周知・普及活動を進めているところである。 

感染症対策については、中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）等の海外の感染症発生動向

を踏まえつつ、水際対策に万全を期すために必要な体制を整備するとともに、サーベ

イランスの強化などの国内の感染症対策を推進してきたところであり、具体的には、

結核・風しん等の対策を進めている。あわせて、食中毒予防策としては、夏期の一斉

取り締まりや食品衛生月間の監視・指導等を継続的に実施するとともに、食品の製造・

加工工程のあらゆる段階の取組によって製品安全を確保するＨＡＣＣＰによる衛生

管理の普及・推進、制度化に向けた検討を実施してきたところである。 

 

② アスリート、観客等の円滑な輸送及び外国人受入れのための対策に向けた取組

の状況 

大会の成功のためには、大会関係者と観客の円滑な輸送を実現するとともに、経済

活動や市民生活への影響を最小化することが極めて重要である。このため、大会組織

委員会、東京都、関係自治体、国、輸送関係業界等で構成される「輸送連絡調整会議」

において、輸送ルート設定等についての調整を進めている。特に、関係者輸送につい

ては、道路網を使い専用車両により行われることから、経済活動や市民生活に配慮し

たルート設定や、交通総量を抑制するための諸対策を推進する等、大会の開催が経済

活動や市民生活に与える影響を最小限に抑えるよう検討している。 

さらに、大会期間中に首都圏の交通の状況を一体的に管理するため、東京都では、

大会組織委員会や交通管理者、道路管理者等で構成される輸送センターの設置に向け

た準備を進めている。事故発生時にも、迅速かつ臨機の対応を行うこと等により、経

済活動や市民生活への影響を最小限に抑えつつ、大会における円滑な輸送が実現する

ように、国としても、しっかり協力している。 
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道路輸送インフラの整備として、臨海部における既存の第二航路海底トンネルに並

行して、臨港道路南北線を建設しており、2020 年までの供用を目指して取り組んでい

るほか、首都高速道路湾岸線東京港トンネルに並行する国道 357 号線東京港トンネル

の西行き（海側）が平成 28 年３月に開通し、東行き（山側）についても平成 30 年度

までに完成させるべく整備を推進しているところである。 

また、外国からのアスリート、大会関係者、観客が来日することから、円滑な出入

国を実現することは、大会の成功のみならず、2030 年（平成 42 年）の訪日外国人 6,000

万人達成に向けたレガシーにもなる。 

円滑な出入国の実現に向けて、平成 28 年 12 月に設置された「出入国に関する関係

省庁等連絡会議」において、大会の一時的な需要の精査や処理能力の検証を行い、そ

の結果を踏まえた体制強化の必要性について検討を行っていくこととしている。さら

に、開会式や閉会式の前後には、ＶＩＰを含む特別対応が必要な多くの関係者やパラ

リンピック選手団等が短期間に出入国するなど、大会特有の事情を考慮しつつ、空港

における関係者の動線分離などの対応を行う必要があり、税関・入国管理・検疫（Ｃ

ＩＱ）関係省庁をはじめとした関係者と課題への対応やその進捗管理を行っていると

ころである。平成 28 年度、約 500 人のＣＩＱ職員を増員するなど体制強化に向けた

取組も進めている。 

また、首都圏空港の機能強化については、羽田空港の飛行経路の見直し、成田空港

の高速離脱誘導路の整備等により、2020 年までに首都圏空港の空港処理能力を年間

約８万回拡大するための取組を推進しているところである。 

さらに、外国人の受入れのための対策として、「2020 年オリンピック・パラリンピ

ック大会に向けた多言語対応協議会」等を通じた多言語対応の強化、利用開始手続き

の簡素化等の無料公衆無線ＬＡＮの利用促進に向けた環境整備の取組のほか、社会全

体のＩＣＴ化、宿泊施設の供給確保に向けた対策の一つとして「民泊」の活用（平成

29 年３月に住宅宿泊事業法案を国会に提出。）、美しい都市環境の創出や道路の防災

性向上等の観点から無電柱化、海外発行クレジットカード等の決済環境等の改善に向

けた実証実験、案内用図記号の国内規格（ＪＩＳ）の変更・追加のための議論等に取

り組んでいる。また、医療機関における外国人患者受入れ体制の整備として「外国人

患者受入れ医療機関認証制度（ＪＭＩＰ）」拡大や医療機関における医療通訳・外国人

向け医療コーディネーターの配置、院内案内表示の多言語化等の支援に取り組んだ。

外国人来訪者等への救急・防災対応として、救急車利用ガイドの多言語対応、電話通

訳センターを介した三者間同時通訳の導入による 119 番通報時等の多言語対応、多言

語音声翻訳アプリの開発・運用に取り組んだ。 

 

③ 暑さ対策・環境問題への配慮に向けた取組の状況 

大会が暑さの厳しい時期に開催されることから、アスリート、観客等が過ごしやす

い環境を整備することは極めて重要である。このため、平成 27 年９月に関係府省庁、

東京都及び大会組織委員会で構成される「東京 2020 に向けたアスリート・観客の暑
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さ対策に係る関係府省庁等連絡会議」において策定した「東京 2020 に向けたアスリ

ート、観客等の暑さ対策に係る中間とりまとめ」に基づき、ハード・ソフト両面から

の暑さ対策を推進しているところである。競技会場等の暑さ対策については、「アス

リート・観客にやさしい道の検討会」において、総合的な道路空間の暑熱対策の今後

の取組の方向性を取りまとめた。また、実際の暑熱環境の調査等に基づき、「夏季のイ

ベントにおける熱中症対策ガイドライン（暫定版）」（平成 28 年３月策定、平成 29 年

３月改訂）の更なる改定作業を行っているところである。外国人への熱中症等関連情

報の発信については平成 28 年度における「外国人等に向けた熱中症等関連情報の情

報発信の計画」を策定し、順次情報を発信した。また、大会期間中の暑さ対策の検討

材料とするとともに、より効果的な熱中症予防情報の発信を行うため、平成 29 年度

から、競技会場等において暑さ指数に関する調査を行うこととしている。救急医療体

制の整備については、スマートフォン等を活用した救急通報の多様化の検討、多言語

音声翻訳アプリを用いた救急活動の促進、医療機関における外国人患者受入れ体制の

整備を進めた。暑さ対策に係る技術開発については、積乱雲の発達、ゲリラ豪雨の早

期予測技術等の実証実験を行った。 

また、大会における持続可能性を実現するため、日本が保有する省エネルギー・環

境関連の技術の活用をはじめとする環境等への配慮を通じて、大会の二酸化炭素等の

排出量削減、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）促進をはじめとする環境負

荷低減に向けた取組を推進してきたところである。例えば、燃料電池自動車や燃料電

池バスの導入、水素ステーションの整備に対し支援を行った。また、海外から来訪さ

れる観客等による廃棄物の分別を推進していくため、外国人にとっても分かりやすい

試行用分別ラベルを作成し、効果検証を行った。これらの結果を踏まえ、「国際イベン

ト等におけるごみ分別ラベル作成ガイダンス（案）」としてまとめ、ガイダンスの改善

に向けて効果検証を実施予定である。 

  

④ メダル獲得へ向けた競技力の強化に向けた取組の状況 

ＪＯＣ及びＪＰＣが設定したメダル獲得目標を踏まえつつ、日本人アスリートが、

大会において最高のパフォーマンスを発揮し、過去最高の金メダル数を獲得するなど

優秀な成績を収めることができるよう、各競技団体が行う日常的・継続的な強化活動

及び次世代アスリートの発掘・育成などの戦略的な強化の支援、スポーツ医・科学、

情報分野の多方面からの専門的かつ高度な支援体制の構築に努めるとともに、オリン

ピック競技とパラリンピック競技の一体的な拠点構築に取り組んでいる。 

平成 28 年度には、「競技力強化のための今後の支援方針（鈴木プラン）‐2020 年

以降を見通した強力で持続可能な支援体制の構築‐」（平成 28 年 10 月スポーツ庁策

定）に基づき、独立行政法人日本スポーツ振興センターに配置されたハイパフォーマ

ンスセンターにＪＯＣ、ＪＰＣを含めた協働チームにより中央競技団体に対するコン

サルテーションを開始したほか、ハイパフォーマンスセンターの機能強化を図るため、

各種情報を一元管理し、トップアスリートが必要な情報を迅速に取得できるシステム
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の構築に着手した。また、ＮＴＣ等のオリンピック競技・パラリンピック競技の共同

利用を推進するほか、ＮＴＣ拡充棟の整備に係る実施設計及びパラリンピック４競技

について、ＮＴＣ競技別強化拠点施設として追加指定するなどの取組を進めた。 

 

⑤ アンチ・ドーピング対策の体制整備に向けた取組の状況 

競技の公平・公正性を確保するため、アンチ・ドーピング対策を強化する必要があ

る。大会時には、世界各国から多くの選手が来日することもあり、多くの検査が必要

となることに加え、組織的なドーピングが国際的に問題になったことを踏まえると、

世界ドーピング防止機構（ＷＡＤＡ）や公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構（Ｊ

ＡＤＡ）とも連携しつつ、競技者等に対する研修、ドーピング検査員の育成、検査体

制の強化等の万全の体制整備を行うとともに、スポーツの価値・インテグリティ（高

潔性）を更に高めようとする国際的な取組に貢献することが必要であり、国際的なア

ンチ・ドーピング推進体制の強化を支援することが必要である。平成 28 年度は、「ア

ンチ・ドーピング体制の構築・強化に向けたタスクフォース」において、ドーピング

検査の実効性の向上、教育活動の充実・強化、研究活動の充実・強化、組織的なドー

ピングに対する国際的な対応への関与等に関して論点の整理を行い、報告書をとりま

とめたところであり、今後に向けた具体的な取組を検討しているところである。 

 

⑥ 新国立競技場の整備に向けた取組の状況 

大会のメインスタジアムとなる新国立競技場については、世界の人々に感動を与え

る場となるよう、「新国立競技場の整備計画」（平成 27 年８月新国立競技場整備計画

再検討のための関係閣僚会議決定）に基づき、アスリート第一、世界最高のユニバー

サルデザイン、周辺環境等との調和・日本らしさを基本理念として、大会に確実に間

に合うよう着実に整備を進めることとしており、平成 28 年 12 月から本体工事を開始

した。平成 31 年 11 月の完成に向け、引き続き着実に取組を進めていく。 

 

⑦ 教育・国際貢献等によるオリンピック・パラリンピックムーブメントの普及、ボ

ランティア等の機運醸成に向けた取組の状況 

オリンピック・パラリンピックへの関心を高め、スポーツの価値や効果の再認識を

通じ、国際的な視野を持って世界の平和に向けて貢献できる人材を育成するため、全

国各地でオリンピック・パラリンピック教育に取り組んでいる。平成 28 年７月には、

オリンピック・パラリンピック教育に関する有識者会議において、「オリンピック・パ

ラリンピック教育の推進に向けて」をとりまとめたところであり、スポーツ及びオリ

ンピック・パラリンピック競技大会の意義、価値、歴史に対する国民の理解・関心の

向上、障害者を含めた多くの国民の生涯にわたるスポーツへの主体的な参画の定着・

拡大、若者に対するこれからの社会に求められる資質・能力の育成について推進を図

るため、「オリンピック・パラリンピックムーブメント全国展開事業」として、平成 28

年は全国 12 府県において、教員向け研修、オリンピアン・パラリンピアンとの交流
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事業、市民セミナーの開催、パラリンピック体験授業の開催などのオリンピック・パ

ラリンピック教育を推進した。あわせて、スポーツの記録と記憶を後世に残すため、

過去のオリンピック・パラリンピック競技大会をはじめとするスポーツに関する多様

な資料のアーカイブの在り方について検討を進めているところである。 

さらに、官民連携のもと、「Sport for Tomorrow」プログラムを通じて、開発途上

国をはじめとする 100 か国以上、1,000 万人以上に、スポーツの価値及びオリンピッ

ク・パラリンピックムーブメントを広めるため、スポーツ分野での国際貢献・交流事

業を行うこととしている。スポーツ庁では、例えば、カンボジアの中学校体育におけ

る新しい学習指導要領作成支援や運動会をはじめとしたスポーツ等の取組を進めて

きたほか、国際スポーツ人材育成拠点の構築、国際的なアンチ・ドーピング推進体制

の強化支援の取組を進めている。外務省においては、開発途上国への支援の一環とし

て、スポーツ関連施設の整備や器材供与、独立行政法人国際協力機構（以下「ＪＩＣ

Ａ」という。）によるボランティアの派遣、技術協力等を継続的に実施してきたほか、

平成 27 年度からはスポーツ外交推進の観点から、「スポーツ外交推進事業」によるス

ポーツ選手や指導者等の招へい・派遣、スポーツ器材輸送支援等の取組も実施してき

ている。 

大会に向けて、観光とも連動させつつ、スポーツ、文化、ビジネスによる国際貢献

や有形・無形のレガシー等について議論、情報発信し、国際的に機運を高めるための

キックオフイベントとしての国際会議である「スポーツ・文化・ワールド・フォーラ

ム」を平成 28 年 10 月に京都と東京で開催した。 

また、全国でより多くの方々が大会に関連した取組に関わっていくことができるよ

う、大会の運営や地方における海外からの来訪者の受入れなどの各種ボランティア活

動等への機運醸成を図ることとしており、外国人観光客への道案内や、障害者・高齢

者等への支援の意思を持つ人々によるサポートの輪を全国に広げていくため、その仕

組みの創設に向けた検討に着手したところである。 

 

 

第４章 大会を通じた新しい日本の創造に向けて 

 

1964 年の東京大会は、新幹線、首都高速道路、ごみのない美しい街並みなど、現在

にも残る数々の遺産（レガシー）が生み出された。 

今回の大会も、多くの先進国に共通する課題である高齢化社会、環境・エネルギー

問題への対応に当たり、日本の強みである技術、文化をいかしながら、世界の先頭に

立って解決する姿を世界に示し、大会を世界と日本が新しく生まれ変わる大きな弾み

とし、成熟社会にふさわしい次世代に誇れるレガシーを創出するため、様々な取組を

行っているところである。 
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（１）大会を通じた日本の再生 

 

①被災地の復興・地域活性化 

東日本大震災から丸６年を迎えた。大会開催により、世界各国からアスリート、観

客が日本に集まり、海外メディアにより広く報道され、世界の注目が日本に集まるこ

の機会を国全体で最大限にいかし、「復興五輪」として、東日本大震災からの復興の後

押しとなるよう被災地と連携した取組を進めるとともに、被災地が復興を成し遂げつ

つある姿を世界に発信する。これを通じて、被災地における生業の再生や観光の振興

等に寄与するとともに、世界中から差しのべられた支援に対する感謝の意を伝える。 

 平成27年９月末、ＩＯＣに提案する追加種目案を大会組織委員会が決定した際に、

被災地を含めた地方での追加種目の試合の開催を行うよう、政府から大会組織委員会

に対し要望を行った。その後も大会組織委員会と連携し、機会を捉えてＩＯＣ関係者

等への働きかけを継続した結果、平成 29 年３月、ＩＯＣ理事会において、野球・ソ

フトボールの競技会場の一つとして福島県営あづま球場（福島市）が正式に承認され

た。 

 また、被災地を駆け抜ける聖火リレーの実現に向けては、平成 29 年２月から大会

組織委員会が主催する聖火リレー検討委員会においては、国も参画し、全都道府県を

回るべきこと、被災地を丁寧に回るべきこと、これらの対応のためにＩＯＣにルール

の弾力化を求めていくべきこと等について議論を行った。これを踏まえ、平成 29 年

夏頃までにＩＯＣに対して提案するオリンピック聖火リレーのコンセプトを決定す

る見通しである。 

このほか、平成 29 年３月には、復興庁ホームページに「復興ポータルサイト」を

開設し、復興の情報とともに、被災地における大会に関連するイベントや事前キャン

プ等の情報発信を開始した。 

さらに、同月には、大会組織委員会において、持続可能性に配慮した調達コードが

策定され、調達の際の被災地の復興への配慮について明記された。 

スポーツの振興、教育文化の向上及び共生社会の実現の観点から、大会を契機に来

訪する大会参加国・地域の方々との交流を通じ、地域の活性化や特色ある地域づくり

を目指す地方公共団体を「ホストタウン」として登録することとし、平成 28 年１月

より登録を開始した。同年６月、12 月と合わせ３次に渡る登録を経て、平成 29 年３

月現在、138 件が登録されており、関係する自治体は 186、相手国・地域の数は 63 ま

で拡大しており、平成 29 年度以降も年に複数回の登録を予定している。 

 あわせて、事前キャンプ誘致については、大会組織委員会が、国を含む関係者と連

携して平成 27 年１月に事前キャンプ地の候補地ガイド（紹介リスト）掲載に係る応

募要領を公表した。同年４月から平成 30 年９月まで自治体からの登録申請登録を受

け付けており、既に登録要件を満たした候補地のリストについて、「TOKYO2020 事前キ

ャンプガイド」として、リオデジャネイロ大会の開会に合わせて平成 28 年８月から

大会組織委員会ホームページ上において日本語・英語・仏語で公開している。 
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また、東京都と中小企業支援機関で構成される「中小企業世界発信プロジェクト推

進協議会」に平成 27 年 12 月から国が参画し、大会開催に伴う経済効果を産業の持続

的な成長につなげていくための取組を開始した。同協議会が構築し、平成 28 年４月

に本格稼働した、全国の中小企業に広く発注情報を提供するポータルサイト「ビジネ

スチャンス・ナビ 2020」について、国の調達案件における活用方法や経済界への働き

かけ方等の具体的な連携内容を、東京都をはじめ、同協議会や経済団体等と検討して

いく。 

 

②日本の技術力の発信 

 大会開催により、日本が世界中の注目を集め、我が国の最新技術によって課題解決

した社会の姿を世界へ発信することが可能となる。これにより、我が国産業の世界展

開や海外企業の対日投資等を喚起し、我が国の経済成長を強力に推進して「強い経済」

の実現につなげていくことが重要である。このため、大会に向けて技術開発を前倒し

で進めるとともに、大会を通じて日本の強みである技術をショーケース化して世界に

発信しつつ、大会後のイノベーションにもつながるレガシーを形成していく。 

大会に向けた科学技術イノベーションの取組全般については、2020 年に日本から

世界に科学技術イノベーションの成果を発信する９つのプロジェクト（水素エネルギ

ーシステム、次世代都市交通システム、スマートホスピタリティ等）を設定して取り

まとめた「事業計画」（平成 28 年 10 月改定）に基づき、官民一体となって技術開発、

社会実装を進めているところである。 

このほか、水素社会の実現に向けては、平成 28 年度に日本で初めて営業用路線に

投入された２台の燃料電池バスの導入支援を実施するとともに、12 箇所の商用水素

ステーションの新設等のインフラ整備を支援した。また、燃料電池自動車及び水素ス

テーションの普及拡大を図るための低コスト化等に向けた技術開発や規制見直しを

行うとともに、業務・産業用燃料電池の技術実証を進めた。さらに、平成 28 年 9 月

に取りまとめた「福島新エネ社会構想」（福島新エネ社会構想実現会議）に基づき、福

島で再生可能エネルギーから水素を製造し、これを福島県内のみならず大会開催時に

東京での活用に向けた実証事業を開始した。 

革新的エネルギーマネジメントシステムの確立に向けては、太陽光発電や蓄電池な

ど、多数の電力需要家側のエネルギーリソースを IoT 技術により統合制御するエネル

ギー・リソース・アグリゲーションについて、エネルギーリソースを遠隔制御するた

めの通信規格の整備やサイバーセキュリティに関する議論を進めるとともに、蓄電池

等を統合制御する実証を実施した。また、電力システム改革の進捗に合わせ、ピーク

時間帯の電力需要抑制策として、ディマンドリスポンスの一つであるネガワット取引

の更なる普及に向け、ネガワット取引ガイドラインを改定するなど、平成 29 年４月

のネガワット取引市場創設に向けた取組を実施した。 

自動走行技術を公共バスに活用した次世代都市交通システム（ＡＲＴ）の実現に向

けては、平成 28 年４月に所要の技術開発と実証に向け、内閣府、東京都、関係企業
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の間で今後の協力に関する覚書を締結し、これら関係者間で連携しつつ、平成 29 年

秋から行う予定の実証実験についての具体的な計画を検討しているところである。   

先端ロボット技術によるユニバーサル未来社会の実現に向けては、平成 27 年度に

発足した「ユニバーサル未来社会推進協議会」の下、平成 28 年度は千葉市幕張や、

東京都渋谷においてワーキンググループを設置し、地方自治体の主体性を重視しつつ、

2020 年の体験フィールド構築に向けた取組を推進している。 

訪日外国人の属性情報等を事業者・地域間で共有・活用して質の高いサービス、決

済環境を提供するための共通基盤である「おもてなしプラットフォーム」を構築する

ため、平成 28 年 10 月から３地域（関東、関西、九州）でサービス実証を実施した。

今後、データプロファイルやプライバシーポリシー、データ連携の仕組み等について、

多様なユースケースに対応したものにすべく、全国様々な地域でサービス実証を行い、

社会実装に向けた取組を推進していく。 

さらに、「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト」を実施することと

している大会組織委員会に対し、これまでの使用済小型電子機器等の再資源化の促進

に関する法律（平成 24 年法律第 57 号）に基づく取組のノウハウを元に、適切な回収

方法を提案するなどの協力を実施した。オリンピック・パラリンピック競技大会史上

初のリサイクルメダルを実現することで、我が国のリサイクル技術や３Ｒ意識の高さ

を国内外に発信する。 

 

③外国人旅行者の訪日促進 

平成 28 年３月にとりまとめた「明日の日本を支える観光ビジョン」（明日の日本を

支える観光ビジョン構想会議）において、訪日外国人旅行者数を 2020 年に 4,000 万

人とする等の目標を設定しており、これまでの取組により、平成 28 年は 2,404 万人

に達したところである。 

リオデジャネイロ大会以降、2020 年までの次期開催国として注目される期間に、

「明日の日本を支える観光ビジョン」等に基づき、多言語対応等を含めた外国人受入

れのための対策及び在外公館等を活用した日本の多様な魅力の発信と連動しつつ、大

会後も見据えた訪日プロモーション等を推進することにより、大会レガシーとして、

2030 年の訪日外国人 6,000 万人に向けた基盤となる受入れ体制を整備する。 

具体的には、大会の成功に向けて、「多言語対応協議会」において策定された「多言

語対応の取組方針」（平成 26 年）に基づく取組を進めるとともに、「新宿ターミナル

協議会」（平成 27 年設置）における新宿駅の案内サインの改善を進めてきた。また、

「無料公衆無線ＬＡＮ整備促進協議会」を通じた無料 Wi-Fi の普及の推進をはじめと

するＩＣＴ環境の整備に取り組んできた。さらに、医療機関における外国人患者受入

れ体制の整備、外国人・障害者をはじめとする多くの方々が競技会場に集まる状況に

おける救急・防災対応等を進めてきている。今後、大型クルーズ船の宿泊施設として

の活用、民泊やイベント民泊等を活用することにより、大会期間中の宿泊施設不足が

起きないよう取組を進めるとともに、大会後の全国各地での大規模イベント誘致を可



16 
 

能とする。また、一連の魅力ある観光地をネットワーク化した広域観光周遊ルートの

形成（全国で 11 のルートの形成計画を認定済）、観光地域づくりの戦略策定や実施の

調整を行う法人であるＤＭＯの形成・育成（平成 29 年３月現在 134 の候補法人を登

録済）等により、大会後も含め、外国人旅行者を地方へ誘客するための施策により大

会の開催効果を東京のみならず広く地方に波及させるための取組を進めた。さらに、

多くの外国人観光客に日本全国を満喫してもらい、地域に活力を生む社会の実現に向

け、大会開催時に訪日する観光客等に外国語で道案内等を行うボランティア人材を育

成・支援する仕組みの検討を進めている。 

また、大会の円滑な開催、更にはその先を見据え、首都圏の国際競争力の強化、増

加する訪日外国人旅行者の受入れ等の観点から、羽田空港の飛行経路の見直し、成田

空港の高速離脱誘導路の整備等により、2020 年までに首都圏空港の空港処理能力を

年間約８万回拡大するための取組を推進している。ＣＩＱの体制強化としては、平成

28 年度に全国で約 500 人増員を図った。さらに、平成 28 年 12 月に設置された出入国

に関する関係府省等連絡会議において大会時の特別対応について検討を進める。 

さらに、東京都と連携した競技会場周辺等の快適でにぎわいのある水辺空間の創出

や舟運の活性化に関する取組を一体的に推進し、河川敷地占用許可準則の緩和等を活

用しつつ、テラス整備等の水辺の動線確保によるまちづくりと一体となった水辺環境

の改善等を支援している。 

 

 

（２）日本文化の魅力の発信 

 

①日本文化の魅力の発信 

大会開催は、日本が持つ文化の魅力を育み、発信し、継承していくための絶好の機

会である。この機会に、2020 年以降を見据え、成熟社会にふさわしい次世代に誇れる

文化レガシーを創出し、真の「文化芸術立国」実現を目指すこととし、取組を進めて

いる。 

大会に向けて関係府省庁、政府関係機関、自治体等において進められる文化を通じ

た機運醸成策に関する情報共有及び連携等を目的として、「2020 年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会に向けた文化を通じた機運醸成策に関する関係府省庁等連

絡・連携会議」（平成 27 年 11 月）（以下「連絡・連携会議」という。）を開催してお

り、平成 29 年３月に連絡・連携会議の下に、事業実施推進委員会を設置した。今後、

2020 年に向けた文化プログラムを構成する事業の実施について、関係機関相互の調

整を進めていくこととしている。 

具体的に平成 28 年度には、大会の機運醸成に向けて特別に実施される要素（多言

語対応・バリアフリー対応等）を含む文化イベントについて、その成果と課題を分析

し全国へ展開を図ることを目的とした試行プロジェクトを実施した。 

また、2020 年以降を見据え、日本の強みである地域性豊かで多様性に富んだ文化を
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いかし、成熟社会にふさわしい次世代に誇れるレガシーの創出に資する文化プログラ

ムを「beyond2020 プログラム」として認証することとし、平成 28 年 12 月に開催した

連絡・連携会議において、認証に係るガイドラインを決定した。beyond2020 プログラ

ムをオールジャパンで統一感を持って展開するため、全国芸術系大学コンソーシアム

に参加する大学・大学院の学生を対象とした公募により、平成 29 年１月、beyond2020

プログラムロゴマークを作成し、認証を開始した。 

平成 28 年 10 月に開催したスポーツ・文化・ワールド・フォーラムにおいては、オ

リンピック・パラリンピック・ムーブメントの醸成に向けたキックオフとして多彩な

文化プログラムを実施するとともに、関係府省庁（内閣官房、内閣府、文化庁）、大会

組織委員会、地方自治体（京都府・京都市）の連名により、2020 年に向け、文化振興

の機運を高め、文化による国づくりに一丸となっていく「2020 年を見据えた文化によ

る国づくりを目指して（通称：京都宣言）」を宣言した。クールジャパン戦略官民協働

イニシアティブ（平成 27 年６月）に基づき設立された「クールジャパン官民連携プ

ラットフォーム」の下、地方を含めた国内におけるクールジャパン推進の機運醸成や、

海外におけるクールジャパンの発信を実施した。 

障害者の芸術振興については、共生社会の実現を図る観点も含め、障害のある人た

ちがその個性・才能をいかして生み出す芸術作品を世界に発信するため、大会に向け

て障害者の文化芸術活動を推進している。 

今後、大会開催及びそれ以降も見据えつつ、在外公館等も活用しつつ、我が国の多

様な魅力をより広く世界に届けることにより、更なる知日層・親日層の育成の一層の

拡大に注力する。 

 

②日本の食文化等の発信 

大会時における日本食・食文化の発信等について、政府と関係機関が緊密に連携を

図って進める必要があることから、平成 28 年５月に「2020 年東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会における日本の食文化の発信に係る関係省庁等連絡会議」を設

置した。ユネスコ無形文化遺産に登録された和食文化をはじめとした日本の文化・魅

力を発信するとともに、我が国の優れた農林水産物の輸出促進を後押しするため、選

手村等での日本食の提供や提供される食事における国産食材の活用に向けた課題や

方策等について、平成 28 年６月、12 月に議論を進めた。平成 29 年３月には、大会組

織委員会において、関係省庁も検討委員として参画して持続可能性に配慮した農産物

の調達基準等が策定された。 

また、施設等への木材利用の促進を図るため、国、東京都、大会組織委員会で構成

する木材利用等に関するワーキングチームを平成 27 年 10 月、平成 28 年２月、７月

に開催した。 
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（３）スポーツ基本法が目指すスポーツ立国の実現 

 

スポーツ基本法（平成 23 年法律第 78 号）に基づき、大会開催期間前後を含む平成

33 年度までの５年計画である第２期スポーツ基本計画が平成 29 年３月に策定された。

同計画では、大会を好機として、スポーツで人々がつながる国民運動を展開し、オリ

ンピックムーブメントやパラリンピックムーブメントを推進することで、レガシーと

して「一億総スポーツ社会」を実現することとしている。 

 第２期スポーツ基本計画においては、本報告第３章で既に述べられている、メダル

獲得へ向けた競技力向上の強化、アンチ・ドーピング対策の体制整備、新国立競技場

の整備、教育・国際貢献等によるオリンピック・パラリンピックムーブメントの普及

等の内容のほかに、以下のような施策が今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべ

き施策として挙げられている。 

「スポーツを「する」「みる」「ささえる」スポーツ参画人口の拡大と、そのための

人材育成・場の充実」と「スポーツを通じた活力があり絆の強い社会の実現」のため、

ライフステージに応じたスポーツ活動への参画を推進し、スポーツ実施率（成人週１

回以上：42.5％）を向上させるとともに（目標：週１回以上 65％程度、週３回以上 30％

程度）、地域における多様なスポーツ資源を活用してスポーツを通じた健康増進や地

域活性化、大学スポーツの振興、スポーツの成長産業化を推進することとしている。 

特にスポーツの成長産業化については、スタジアム・アリーナ改革等を通じて、ス

ポーツ市場を拡大し、その収益をスポーツ環境の改善に還元し、スポーツ参画人口の

拡大につなげるという好循環を生み出すことにより、スポーツ市場規模 5.5 兆円を

2020 年までに 10 兆円、2025 年までに 15 兆円に拡大することを目指すことを施策目

標に掲げている。 

平成 28 年度においては、地域・学校等におけるスポーツ活動の推進やスポーツに

よる地域活性化、スポーツの成長産業化の推進に取り組むとともに、文化庁・観光庁

と連携した、スポーツと文化芸術を掛け合わせた観光資源の創出の推進に取り組んだ。 

今後も、スポーツ参画人口の拡大、スポーツ環境の基盤となる「人材」と「場」の

充実、スポーツを通じた共生社会等の実現、スポーツを通じた経済・地域の活性化に

取り組んでいく。 

また、障害者スポーツについては、第２期スポーツ基本計画第３章において、「スポ

ーツを通じた活力があり絆の強い社会の実現」に位置付けられており、障害者のスポ

ーツ実施率（成人週１回以上：19.2％）等障害者のスポーツ環境の実態を把握すると

ともに、地域における普及を円滑に行うため、スポーツ関係組織と障害福祉関係組織

の連携・協働体制の構築を促すなど、そのノウハウについて実践研究を実施している。

また、特別支援学校等を中心とした地域における障害者スポーツの拠点づくりを推進

するための実践研究を実施している。 

今後も、地方自治体・関係団体における連携体制の強化、普及ノウハウ作成支援等

を一体的に実施することで、障害者スポーツの振興に取り組むこととしている。 
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（４）健康長寿・ユニバーサルデザインによる共生社会の実現 

 

① 大会を弾みとした健康増進・受動喫煙防止 

大会開催は、個人のスポーツを通じた主体的な健康増進を促進する契機となる。健

康・医療戦略（平成 26 年７月閣議決定・平成 29 年２月一部変更）においては、平成

26 年度から大会開催直前の平成 31 年度を対象期間とし、大会開催決定を契機として、

日本全国でスポーツを通じた健康づくりの意識を醸成するため、産学官の連携により、

幼児から高齢者、女性、障害者の誰もがスポーツを楽しめる環境の整備、スポーツ医・

科学の研究成果の活用を推進することとしている。また、第２期スポーツ基本計画で

は、国民が生涯にわたり心身とも健康で文化的な生活を営む基盤として、国民の誰も

が各々の年代や関心、適性等に応じて日常的にスポーツに親しむ機会を充実すること

としている。平成 28 年度においては、第４章（３）で掲げた地域・学校等におけるス

ポーツ活動の推進によるスポーツ参画人口の拡大等の取組を進めている。 

 受動喫煙防止については、平成 22 年（2010 年）７月、世界保健機関（ＷＨＯ）と

ＩＯＣは、たばこのないオリンピックを共同で推進することについて合意しており、

日本を除き、近年のオリンピック開催地及び開催予定地の全てが罰則を伴う対策を講

じている。平成 27 年６月には、東京オリンピック・パラリンピック担当大臣（以下

「オリパラ担当大臣」という。）から厚生労働大臣に対して、厚生労働省と内閣官房が

協力して、2020 年に向けた受動喫煙防止対策に取り組むよう要請した。 

受動喫煙防止対策の強化については、平成 28 年１月に受動喫煙防止対策強化検討

チームを立ち上げて検討を開始し、関係団体からのヒアリングを実施した。平成 29 年

３月、厚生労働省は「基本的な考え方の案」を公表した。 

 

②ユニバーサルデザイン・心のバリアフリー 

障害のある選手たちが圧倒的なパフォーマンスを見せるパラリンピック競技大会

の開催は、障害者・高齢者にとどまらず、人々の心の在り方を変える絶好の機会であ

る。この機を逃さず、誰もが安全で快適に移動できるユニバーサルデザインの街づく

りを実現するとともに、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う「心のバリアフリ

ー」の取組について国民全体を巻き込んで展開する。全ての人々の社会参加を促進し、

活躍の機会を創出することを通じ、大会レガシーとして、世界に誇れる共生社会を実

現する。 

これまで、平成 28 年４月に施行された障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律（平成 25 年法律第 65 号）に基づき、差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供

に向けた取組を進めたほか、ユニバーサルデザインの街づくりに向けては 2020 年末

を目途とする整備目標を設定してバリアフリー化を進めてきた。さらに、平成 28 年

に策定された「一億総活躍プラン」（平成 28 年６月閣議決定）等に、大会を契機とし
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てユニバーサルデザイン化や「心のバリアフリー」を促進することが位置付けられた

ところである。 

平成 29 年２月に関係府省等連絡会議から格上げした「ユニバーサルデザイン 2020

関係閣僚会議」において、「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」を決定した。本行

動計画に基づき、特に、①今後、障害のある人に関する施策の検討及び評価に当たっ

ては、障害のある人が委員等に参画し、障害のある人の視点を施策に反映させること、

②次期学習指導要領を踏まえ、全ての子供たちへの「心のバリアフリー」教育を充実

すること、③街づくりのユニバーサルデザインに関する法律を含む諸制度の見直しに

着手することとしている。行動計画の推進に当たっては、施策のＰＤＣＡサイクルを

実現し、実効性を担保する。 

行動計画に基づく具体的な取組状況としては、平成 29 年３月、「高齢者、障害者等

の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」について、ホテル等の一般客室のバリアフ

リー化、既存のホテル客室の効果的なバリアフリー改修方法の提案、個別機能トイレ

の分散配置の促進等を内容とした改正を実施したところである。また、平成 28 年度

において、交通バリアフリー基準・ガイドラインの見直しに着手した。具体的には、

車椅子使用者等が移動しやすい環境の整備を図るため、エレベーターの大きさや、経

路の複数化等についての検討を行うこととしている。 

また、ユニバーサル社会の構築に向け、民間事業者等が多様なサービスを提供でき

る環境づくりのため、屋内空間の統一的な電子地図等の空間情報インフラの整備推進

及び施設や経路のバリアフリー情報等のオープンデータ化の推進を行うこととして

おり、平成 27 年度、平成 28 年度にわたって実証実験を行ったところである。 

心のバリアフリー実現に向けては、平成 29 年３月に学習指導要領を改訂し、道徳

をはじめ各教科や特別活動等において、「心のバリアフリー」に関する理解を深める

ための指導や教科書等の充実を図るとともに、様々な教科等において障害のある人と

の共同学習等の機会を設けるよう配慮すること等を盛り込んだ。こうした趣旨を実現

するための教員の資質向上に向けて、「校長及び教員としての資質の向上に関する指

標の策定に関する指針」を策定し、周知した。また、平成 28 年度に汎用の接遇マニ

ュアルを策定し、平成 29 年度は、これに基づき、これまで事業者ごとにばらつきの

あったサポート方法についての共通化を図るなど、接遇を行う業界（交通、観光、流

通、外食等）における全国共通の接遇マニュアルの策定・普及に取り組むこととして

いる。また、障害に対する理解を持ち、困っている障害者等に自然に声をかけること

ができる国民文化の醸成に向けた仕組の創設に向けた検討を進めた。 
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第２部 個別施策に係る政府の取組の進捗状況 

 

１．大会の円滑な準備及び運営に向けた取組の状況 

①セキュリティの万全と安全安心の確保に向けた取組の状況 

○セキュリティ対策検討・推進体制の整備【内閣官房、警察庁等】 

［大会に向けた課題］ 

・セキュリティ対策に係る検討・推進体制の整備 

 

［必要な対応］ 

・セキュリティ対策に係る検討・推進体制の構築及び運用 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・関係府省庁による「セキュリティ幹事会」の設置並びに同幹事会の下に「テロ

対策ワーキングチーム」及び「サイバーセキュリティワーキングチーム」の設

置 

・関係機関による大会警備に係る諸対策の着実な推進のために計画・運営段階

において関係機関を主導する「シニア・セキュリティ・コマンダー」として警

察庁次長をＩＯＣに登録 

（平成 27 年度） 

・平成 29 年７月を目途に、情報集約、脅威及びリスクの分析・評価等を行う「セ

キュリティ情報センター」を警察庁に設置することを決定 

・サイバーセキュリティワーキングチームの下に、「2020 年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会におけるサイバーセキュリティ体制に関する検討会」

を設置 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・「2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会に向けた

セキュリティ基本戦略（Ver.1）」の策定 

・大会期間中における関係機関との 24 時間の連絡・調整態勢を確保するために

「セキュリティ調整センター（仮称）」を内閣官房に設置することを決定 

・災害対策も含めた警備対策の円滑な準備に資するため「テロ対策ワーキング

チーム」を「テロ等警備対策ワーキングチーム」に改組 

 

［今後の主な取組］ 

・セキュリティ情報センターの設置・運用 

・大会期間中におけるセキュリティ調整センター（仮称）の内閣官房への設置

に向けた検討 

・関係機関の緊密な連携に基づく情報共有、対策の検討・実施、訓練等の推進 

・個別の対策ごとの関係府省庁等による継続的な検討 

・ラグビーワールドカップ 2019 におけるサイバーセキュリティ対処調整センタ

ー（以下「オリンピック・パラリンピックＣＳＩＲＴ」という。）の試験的運

用 
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○未然防止のための水際対策及び情報収集・分析機能の強化【内閣官房、法務省、外

務省、財務省、警察庁、海上保安庁】 

［大会に向けた課題］ 

・テロの未然防止のための水際対策の一層の強化 

・大会の脅威や障害となり得る不穏・危険動向等の未然防止に向けた情報収集・

分析機能の強化 

・国際テロ情報収集・集約に係る体制・能力の更なる強化 

 

［必要な対応］ 

・個人識別情報（指紋・顔写真）を活用した水際対策の実施 

・脅威となる国内外団体等洗い出しのための情報網の構築等を通じた情報収

集・分析能力の強化及び国内外の関係機関との連携強化 

・ＣＩＱの人的・物的体制の整備 

・水際取締りを一層効果的に行うための事前情報の活用 

・国際テロ情報収集ユニット関係要員の増員、省庁横断的な情報集約体制の強

化等による国際テロ情報収集・集約体制の更なる強化及び国際テロ情報収集

ユニット関係要員の情報収集能力の向上や必要となる資機材の整備等による

国際テロ情報収集能力の強化 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 25 年度） 

・2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連特別調査本部（以下

「特別調査本部」）の設置 

（平成 26 年度） 

・大会開催上脅威となり得る団体・個人の洗い出しなど基礎的情報の収集・蓄

積 

・海上コンテナー貨物に係る積荷情報の出港前報告を義務化 

・事前情報を活用した携帯品を含む輸入貨物に対する通関検査や入国審査の強

化 

（平成 27 年度） 

・出入国管理インテリジェンス・センターを設置 

・ＣＩＱの人的・物的体制の充実・強化 

・国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部に「国際テロ情報収集・集約幹事会」、

内閣官房に「国際テロ情報集約室」、外務省に「国際テロ情報収集ユニット」

を設置 

・事前情報（ＡＰＩ）に加え、入国旅客に係る乗客予約記録（ＰＮＲ）による電

子的報告を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・入国審査時に外国人から提供を受けた顔写真とテロリスト等の顔画像との照

合を開始 

・リオデジャネイロ大会への調査官の派遣 

・特別調査本部の開催 

・ＣＩＱの人的・物的体制の充実・強化 
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・サイバー関連調査推進本部の設置 

・国際テロ情報収集ユニットの関係要員の約倍増を決定 

・国際組織犯罪防止条約を締結するために必要な法整備として「組織的な犯罪

の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律等の一部を改正する法律案」を国

会に提出 

 

［今後の主な取組］ 

・国内外の関係機関との更なる連携強化及び情報活用の推進 

・特に脅威度の高い団体・個人の特定による重点的な動向監視・集中調査の実

施 

・2018 年平昌冬季大会への調査官の派遣 

・調査活動を支える人的・物的基盤の整備 

・ＣＩＱ体制の強化について人的・物的体制の整備を推進 

・国際テロに関する情報の収集・集約やその強化策の検討 

・通関検査の強化のため、出国旅客に係るＰＮＲの報告を求める（平成 29 年６

月より実施） 

・航空貨物について積荷情報項目を追加（平成 30 年度中に実施） 

・入出国ＡＰＩ・入出国ＰＮＲ及び航空貨物の積荷情報のＮＡＣＣＳによる電

子的報告の原則化（平成 30 年度中に実施） 

 

○大会運営に係るセキュリティの確保【警察庁、海上保安庁】 

［大会に向けた課題］ 

・サイバー攻撃への対処を含めたセキュリティ対策の強化 

・海上及び臨海部で開催される競技におけるセキュリティの万全と安全安心の

確保 

 

［必要な対応］ 

・テロ関連情報収集・分析機能及び警戒警備の強化 

・テロや災害等発生時に被害を最小限に食い止めるための対処能力の向上 

・大会主催者、関係機関等との更なる連携 

・海上警備及び災害対応体制並びに海上交通の安全対策の強化 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 25 年度） 

・東京湾における一元的な海上交通管制の構築 

（平成 26 年度） 

・海外治安情報機関との情報交換及び国内のテロ等重大事案の兆候把握を通じ

た情報収集・分析の推進 

・各種部隊の実践的訓練及びサイバー攻撃の発生を想定した事業者等との共同

対処訓練の実施 

・警備計画等の策定に向けた競技会場等予定地の実地踏査、施設管理者との協

議等の実施 

・東京湾における一元的な海上交通管制の構築 

（平成 27 年度） 
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・海外治安情報機関との情報交換及び国内のテロ等重大事案の兆候把握を通じ

た情報収集・分析の推進 

・英国とのセキュリティ協力強化のための意図表明文書への署名 

・各種部隊の実践的訓練及びサイバー攻撃の発生を想定した事業者等との共同

対処訓練の実施 

・大会開催までに推進していくべき施策を「警察庁国際テロ対策強化要綱」と

して決定・公表 

・警備計画等の策定に向けた競技会場等予定地の実地踏査、施設管理者との協

議等の実施 

・警備資機材等の整備 

・東京港における海上工事及び舟運の活性化を踏まえた安全対策の推進 

・東京湾における一元的な海上交通管制の構築及び大規模地震災害対策訓練の

実施 

・通航船舶の実態調査の実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・海外治安情報機関との情報交換及び国内のテロ等重大事案の兆候把握を通じ

た情報収集・分析の推進 

・リオデジャネイロ大会の警備状況等の現地調査の実施 

・各種部隊の実践的訓練及びサイバー攻撃の発生を想定した事業者等との共同

対処訓練の実施 

・警備計画等の策定に向けた競技会場等予定地の実地踏査、施設管理者との協

議等の実施 

・警備資機材等の整備及び大会対応のための施設の確保 

・スタディグループの開催 

・東京港における海上工事及び舟運の活性化を踏まえた安全対策の推進 

・東京湾における一元的な海上交通管制の構築及び大規模地震災害対策訓練の

実施 

・通航船舶の実態調査の実施並びに海域の詳細データ収集・整理及び警備用参

考図の作成 

 

［今後の主な取組］ 

・海外治安情報機関との情報交換及び国内のテロ等重大事案の兆候把握を通じ

た情報収集・分析の推進 

・各種部隊の実践的訓練及びサイバー攻撃の発生を想定した事業者等との共同

対処訓練の実施 

・セキュリティ情報センターの設置及び運用 

・警備計画等の策定に向けた競技会場等予定地の実地踏査、施設管理者との協

議等の実施 

・警備資機材等の整備、大会対応のための施設の確保及び官民一体となったテ

ロ対策の推進 

・東京港における海上工事及び舟運の活性化を踏まえた安全対策の推進 

・東京湾における一元的な海上交通管制の運用開始並びに大規模地震災害対策

訓練の実施及び災害対応資機材等の整備 
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・小型測量船の就役 

・海域の詳細データの収集、整理、警備用参考図の作成・更新 

・マリーナや通航船舶等の実態調査 

 

○警戒監視、被害拡大防止対策等【防衛省】 

［大会に向けた課題］ 

・競技会場周辺や我が国上空の警戒監視、災害・テロ等の発生時における被災

者救援・被害拡大防止に係る関係機関との連携体制の構築 

 

［必要な対応］ 

・セキュリティの万全と安全安心の確保に係る取組における関係機関との連携

要領の調整 

 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・セキュリティ幹事会及びテロ対策ワーキングチームの関係府省庁間における

テロ対策の取組状況に係る情報共有等の実施 

（平成 27 年度） 

・セキュリティ幹事会及びテロ対策ワーキングチームの関係府省庁間における

テロ対策の取組状況に係る情報共有等の実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・セキュリティ幹事会及びテロ等警備対策ワーキングチームの関係府省庁間に

おけるテロ対策の取組状況に係る情報共有等の実施 

 

［今後の主な取組］ 

・セキュリティ幹事会及びテロ等警備対策ワーキングチームの関係府省庁間に

おけるテロ対策の取組状況に係る情報共有等の実施 

・関係機関と連携した警戒監視や被害拡大防止対策に係る実施計画等の検討・

作成及びテストイベントを通じた実施計画等の検証 

 

○ＮＢＣ（核・生物・化学物質）テロ対策の強化【厚労省、総務省、警察庁、海上保

安庁、農林水産省、外務省】 

［大会に向けた課題］ 

・化学テロ・生物テロ対策用医薬品等の備蓄 

・ＮＢＣ災害対応力強化 

・不特定多数の者の往来及び多種多様な飲食提供事業者の参画が見込まれる等

大会特有の条件下で有効な食品テロ防止対策の整理・検討 

 

［必要な対応］ 

・化学テロ対策用医薬品等の備蓄 

・天然痘ワクチンの備蓄 
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・「緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画」

に基づく緊急消防援助隊の増隊・強化の推進 

・消防機関におけるＮＢＣテロ対応能力の強化 

・大会開催自治体における共同訓練の実施 

・食品テロ防止対策の先進事例や過去大会の取組を踏まえた対策の構築及び運

用 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・化学テロ対策用医薬品等の備蓄 

・天然痘ワクチンの備蓄 

・特殊災害小隊 272 隊、特殊装備小隊 376 隊を登録 

・大型除染システム搭載車 12 台、大型除染システム１式、化学剤検知器 145 式、

生物剤検知器 131 式を配備 

（平成 27 年度） 

・化学テロ対策用医薬品等の備蓄 

・天然痘ワクチンの備蓄 

・特殊災害小隊 278 隊、特殊装備小隊 396 隊を登録 

・大型除染システム搭載車１台、化学剤検知器 30 式を配備 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・化学テロ対策用医薬品等の備蓄 

・天然痘ワクチンの備蓄 

・特殊災害小隊 284 隊、特殊装備小隊 412 隊を登録 

・大型除染システム搭載車１台を配備 

・大会開催会場を想定した図上訓練の実施 

・国際原子力機関（ＩＡＥＡ）との間で、核テロ対策において協力することで一

致 

・伊勢志摩サミット等の開催会場における食品テロ防止対策の助言・指導及び

当該取組を踏まえた大会に向けた食品テロ防止対策の検討 

・食品テロ防止対策の構築に向けた事業者等の実態把握調査、先進事例調査の

実施 

 

［今後の主な取組］ 

・化学テロ対策用医薬品等の備蓄 

・天然痘ワクチンの備蓄 

・継続的な特殊災害小隊等の緊急消防援助隊の増隊・強化 

・競技会場や警備計画等の状況を踏まえたＮＢＣ対応の検討 

・大会開催会場を使用した訓練の実施 

・ＩＡＥＡとの核テロ対策での協力につき、具体的内容を調整 

・食品テロ防止対策に向けた事業者等の実態把握調査、先進事例調査の継続実

施 

・食品テロ防止対策に関する事業者向けガイドラインの作成 

・大会における飲食提供事業者に対する研修会等の開催 
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○サイバーセキュリティ確保のための取組の推進【内閣官房等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会開催に関係する重要サービス事業者等のサイバーセキュリティの強化 

・関係機関との対処体制の構築及び大会期間中の事案発生時の迅速かつ適切な

情報共有・対処の実施 

 

［必要な対応］ 

・重要サービス事業者等に対するリスク評価の反復実施及び評価結果に基づく

対策の促進 

・オリンピック・パラリンピックＣＳＩＲＴの要件や体制等の検討・構築 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・セキュリティ幹事会の下に、サイバーセキュリティワーキングチームを設置

し、課題の検討を開始 

（平成 27 年度） 

・サイバーセキュリティワーキングチームの下に、2020 年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会におけるサイバーセキュリティ体制に関する検討会

を設置し、情報共有・対処体制の検討を開始 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・重要サービス事業者等によるリスク評価（内閣サイバーセキュリティセンタ

ー（ＮＩＳＣ）において約 70 の事業者から実施結果を受領）及び評価に基づ

く対応の促進 

・オリンピック・パラリンピックＣＳＩＲＴの構築に向け、情報共有・対処体制

に関する基本的な方針を関係府省庁、大会組織委員会、東京都等と協議の上、

決定 

・リスク評価手法について、2012 年ロンドン大会のサイバーセキュリティ責任

者らの助言を聴取 

・海外専門家による関係府省庁のオリパラ担当幹部への研修を実施 

・オリンピック・パラリンピックＣＳＩＲＴの体制等について検討 

・Ｇ７伊勢志摩サミット及びリオデジャネイロ大会に連携要員を派遣し、情報

共有の試験運用を実施 

 

［今後の主な取組］ 

・2012 年ロンドン大会のサイバーセキュリティ責任者らの助言を踏まえ、リス

ク評価手順書を改訂 

・対象エリアや対象分野を拡大し、重要サービス事業者等に対する継続的なリ

スク評価を実施し、各事業者によるリスク対応を促進 

・大会全般にわたる横断的な戦略的リスク評価の実施に向け、必要な情報の特

定や評価手法の検討を実施 

・オリンピック・パラリンピックＣＳＩＲＴ及び情報共有システムの構築・運

用並びにこれらを活用した演習・訓練等の実施 
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・大規模な国際スポーツ大会（2018 年平昌冬季大会、ラグビーワールドカップ

2019）を活用した情報収集の実施並びに体制及びオペレーションの改善 

 

○首都直下地震対策の強化【内閣府等】 

［大会に向けた課題］ 

・「巨大過密都市を襲う膨大な被害」への対策 

 

［必要な対応］ 

・「首都直下地震緊急対策推進基本計画」に基づく減災対策の推進 

・「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」に基づく防災訓

練等を通じた実効性の向上及び国と地方公共団体等が一体的な災害応急対策

を実施できる体制の構築 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 25 年度） 

・首都直下地震対策特別措置法（平成 25 年法律第 88 号）の成立及び同法に基

づき、あらゆる対策の大前提としての耐震化と火災対策、深刻な道路交通麻痺

対策等、膨大な数の避難者・帰宅困難者等の対策の基本的な方針である「首都

直下地震緊急対策推進基本計画」を閣議決定 

（平成 26 年度） 

・期限を定めた定量的な減災目標の設定及び当該目標達成に向けた施策毎の目

標の設定 

・国と東京都が一体的に首都直下地震対策を推進するための「首都直下地震対

策に関する合同検討チーム」を設置するとともに、同検討チームの下に個別課

題検討のための分科会を設置 

・分科会において、政府災害対策本部と東京都災害対策本部の連携について検

討を行い、円滑かつ効率的なオペレーション遂行のための体制構築を確認 

（平成 27 年度） 

・首都直下地震緊急対策推進基本計画に基づき、首都直下地震が発生した場合

に、各防災関係機関が直ちに活動を開始し、災害応急対策活動を円滑かつ迅速

に実施するため、各防災関係機関の実施すべき災害応急対策活動に当たる部

隊の活動規模、緊急輸送ルート、防災拠点及びタイムライン等を具体的に定め

た計画（「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」）を策定 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・首都直下地震を想定した訓練として、政府における初動対処訓練、政府の緊

急災害対策本部と東京都に設置された現地対策本部が連携した図上訓練を実

施 

・９都県市をはじめとする地方公共団体における国等の応援の受入れを想定し

た各種訓練の実施による国と地方公共団体の連携体制の整備 

 

［今後の主な取組］ 

・関係機関との連携による地震防災対策の推進及び各種災害から得られた教訓

や防災訓練等の検証を踏まえた防災対策の不断の見直しの実施 
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○避難誘導対策の強化【内閣府等】 

［大会に向けた課題］ 

・災害種別図記号（ピクトグラム）の周知・普及 

・ピクトグラムの国際標準化 

 

［必要な対応］ 

・地方公共団体におけるピクトグラムなどに基づく案内板等の整備及び国と地

方公共団体による周知・普及活動の実施 

・大会中の避難誘導を見据えたピクトグラムの早期の国際規格化 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・関係府省庁と東京都による「避難場所等のピクトグラムに関する関係府省庁

連絡会議」の設置及び避難場所等のピクトグラムの標準化に向けた方針に係

る中間とりまとめの実施 

（平成 27 年度） 

・ピクトグラムのＪＩＳ制定に向けた検討及び制定整備方針のとりまとめ、『－

ＪＩＳ Ｚ9098「災害種別避難誘導標識システム」』、『－ＪＩＳ Ｚ8210 の追補

「災害種別一般図記号」』を制定 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・多言語対応ＩＣＴ化推進フォーラム等様々な機会におけるピクトグラム普

及・啓発のための概要説明の実施 

 

［今後の主な取組］ 

・様々な機会を捉えたピクトグラムの普及・啓発の実施 

 

○感染症対策の推進【厚生労働省】 

［大会に向けた課題］ 

・訪日外国人旅行者及び国際的に脅威となる感染症の侵入リスクの増加に対応

するための検疫体制の確保 

・結核や風しんといった感染症への国内における対策の徹底 

 

［必要な対応］ 

・航空機の到着便の増加やクルーズ船の寄港の増加等に対応した検疫官の増員

及び感染拡大防止のために必要な設備の整備 

・予防、早期発見、確実な治療のための総合的な感染症対策の実施 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・検疫所職員 50 人（うち緊急増員 30 人）の増員 

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第

114 号）の改正による、結核患者に対する服薬支援体制の充実 
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・都道府県等に対する風しん抗体検査補助事業を開始 

（平成 27 年度） 

・検疫所職員 52 人（うち緊急増員 28 人）の増員 

・予防接種、結核に係る服薬指導、風しん抗体検査の実施、麻しん・風しん対策

推進会議の開催等による対策の推進 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・検疫所職員 62 人（うち緊急増員 21 人）の増員 

・検疫所から医療機関への搬送開始までの間の感染拡大防止等に向けた物的体

制の整備 

・予防接種、結核に係る服薬指導、風しん抗体検査の実施等による対策の推進 

・結核に関する特定感染症予防指針を改正し、直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）を

推進 

 

［今後の主な取組］ 

・検疫所職員の充実・強化を実施 

・感染拡大防止のための設備整備等の実施 

・予防接種、結核に係る服薬指導、風しん抗体検査の実施、麻しん・風しん対策

推進会議の開催等による対策の推進 

 

○食中毒予防策の推進【厚生労働省】 

［大会に向けた課題］ 

・大会が開催される夏期における食中毒予防策の推進 

 

［必要な対応］ 

・夏期の一斉取締り、食品衛生月間の監視・指導項目の検討 

・ＨＡＣＣＰによる衛生管理の普及・推進、制度化 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・夏期の一斉取締り、食品衛生月間における監視・指導の実施 

・ＨＡＣＣＰの更なる普及方策に関する提言のとりまとめ 

（平成 27 年度） 

・夏期の一斉取締り、食品衛生月間における監視・指導の実施 

・中小規模の事業者へのＨＡＣＣＰの普及のための取組の実施及びＨＡＣＣＰ

による衛生管理制度の在り方の検討開始 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・夏期の一斉取締り、食品衛生月間における監視・指導の実施及びその結果に

基づく監視・指導項目の検討の実施 

・平成 27 年度に開始した衛生管理制度の在り方についての最終とりまとめを行

うとともに、ＨＡＣＣＰの普及のための取組を実施 

 

［今後の主な取組］ 
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・夏期の一斉取締り、食品衛生月間における監視・指導の実施及びその結果に

基づく監視・指導項目の検討の実施 

・訪日外国人向けの食中毒予防に関する情報提供方法の検討 

・各業界団体における、ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の手引書の作成支援 

・食品衛生法改正法案の提出 

 

②アスリート、観客等の円滑な輸送及び外国人受入れのための対策に向けた取組の状

況 

○出入国審査の円滑化【法務省等】 

［大会に向けた課題］ 

・厳格な水際対策の徹底と円滑な入国審査の両立 

 

［必要な対応］ 

・入国審査待ち時間を活用して指紋等の個人識別情報を前倒しで取得するバイ

オカートの導入 

・出入国管理上のリスクが低く、頻繁に我が国に入国する「信頼できる渡航者」

と認められた外国人について、自動化ゲートの利用対象とするトラスティド・

トラベラー・プログラム（ＴＴＰ）の導入 

・自動化ゲートの利用促進及び自動化ゲートの増設 

・航空機で訪日する旅客をその出発地点の空港で事前にチェックするプレクリ

アランス（事前確認）の早期実現 

・日本人出帰国手続における顔認証技術を活用した自動化ゲートの導入 

・個人識別情報を活用し、外国人の出国時の自動化ゲート利用対象者を拡大 

・法務大臣が指定するクルーズ船の外国人乗客を対象とした、簡易な手続で上

陸を認める「船舶観光上陸許可制度」等の運用開始 

 

［これまでの主な取組］ 

・自動化ゲートの利用促進に向け、空港会社・航空会社等と連携した広報及び

都道府県旅券事務所等における出張登録を実施したほか、平成 26 年度には自

動化ゲートを 40 台から 70 台へ増設 

・事前確認の実現に向け、具体的な対象や実施方法・効果等の検討及び相手国・

地域との調整協議を実施 

・平成 27 年１月から船舶観光上陸許可制度等の運用を開始 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・平成 28 年 10 月に関西空港等３空港においてバイオカートの運用を開始 

・平成 28 年 11 月にＴＴＰの運用を開始 

・日本人出帰国手続における顔認証技術を活用した自動化ゲートの設置に係る

調査研究を行い、平成 30 年度以降早期の本格的導入に向けて必要な準備を実

施 

・個人識別情報を活用し、外国人の出国時の自動化ゲート利用対象者を拡大す

べく、調査研究を実施 

 

［今後の主な取組］ 
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・平成 29 年度に成田空港等 12 空港においてバイオカートの運用を開始 

・ＴＴＰにおいて、ビジネス客のみならず、外国人観光客等への自動化ゲート

の利用拡大に向け、実施状況等の検証を実施 

・事前確認の実現に向け、引き続き具体的な対象や実施方法・効果等の検討及

び相手国・地域との調整協議を実施 

・日本人出帰国手続における顔認証技術を活用した自動化ゲートの導入に向け

て必要な準備を進め、平成 29 年度中に一部の空港で先行導入を行い、平成 30

年度以降早期に本格的に導入 

・個人識別情報を活用し、外国人の出国時の自動化ゲート利用対象者を拡大す

べく、具体的な利用対象者の範囲や実施方法等を検討 

 

○ＣＩＱ体制の強化等【法務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、外務省等】 

［大会に向けた課題］ 

・今後さらなる増加が見込まれる訪日外国人旅行者数への迅速かつ適正な対応 

・馬術競技出場馬の円滑な輸出入検疫の実施 

・来日する政府要人等の円滑な受入れ 

 

［必要な対応］ 

・出入国審査、税関、検疫、動植物検疫に係る人的体制の充実・強化 

・取締り・検査機器の適正配備及び有効活用等による物的体制の充実・強化 

・馬術競技出場馬に係る輸出入検疫条件の整備及び輸出入検疫体制の構築及び

馬術競技出場馬の受入れに当たり必要となる会場の衛生状態の確保 

・来日する政府要人等の受入れに係る各国政府（在京大使館を含む）等との各

種連絡調整、来日予定の要人の把握等 

 

［これまでの主な取組］ 

・入国審査官・税関職員・検疫所職員・動植物検疫官の増員 

・不正薬物・爆発物探知装置、Ｘ線検査装置等の取締り・検査機器等の整備 

・馬術競技出場馬に係る的確かつ円滑な輸出入検疫に向け東京都等関係者との

協力体制を構築したほか、馬術競技出場馬に係る輸出入検疫条件内容の検討

等を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・入国審査官 217 名、税関職員 184 名、検疫所職員 62 名、動植物検疫官 30 名

（計 493 名）増員 

・不正薬物・爆発物探知装置、Ｘ線検査装置等の取締り・検査機器等の物的体制

の整備を実施 

・馬術競技出場馬に係る輸出入検疫条件について馬術競技馬所属国との検疫協

議、馬術競技会場の衛生調査等を実施 

 

［今後の主な取組］ 

・引き続き、出入国審査、税関、検疫、動植物検疫に係る人的体制の充実・強化

を実施 
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・引き続き、取締り・検査機器の適正配備及び有効活用等による物的体制の充

実・強化を実施 

・引き続き、馬術競技出場馬に係る輸出入検疫条件の検討・整備を実施 

・各国政府（在京大使館を含む）、大会組織委員会、我が国政府機関等との各種

連絡調整、来日予定の要人の把握等 

 

○首都圏空港の機能強化【国土交通省】 

［大会に向けた課題］ 

・増加する訪日外国人旅行者の受入れ、大会の円滑な開催等の観点から、首都

圏空港の処理能力の拡大が必要 

 

［必要な対応］ 

・2020 年までに羽田空港の処理能力を約４万回拡大するため、飛行経路の見直

し等を推進 

・2020 年までに成田空港の処理能力を約４万回拡大するため、事業実施主体で

ある成田国際空港株式会社と連携し、高速離脱誘導路の整備等を推進 

 

［これまでの主な取組］ 

・関係自治体や航空会社等が参画した首都圏空港機能強化の具体化に向けた協

議会において、羽田空港の飛行経路の見直しを含む機能強化方策の具体化に

ついて協議を進めるとともに、羽田空港の飛行経路の見直しについて住民説

明会を開催 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会において、羽田空港の機能強化

に必要となる施設整備に係る工事費、環境対策費を国が予算措置することに

ついて理解を得た。その後、飛行経路の見直しに必要な施設整備に着手すると

ともに、平成 29 年１月より住民説明会を順次開催 

 

［今後の主な取組］ 

・羽田空港については、飛行経路の見直しに必要となる航空保安施設や誘導路

等の施設整備、環境対策を着実に推進するとともに、引き続き説明会を開催す

るなど丁寧な情報提供を実施。拡大される約４万回の発着容量は、観光ビジョ

ンで掲げた訪日外国人旅行者数の目標達成を戦略的に進めるために重要な路

線や、我が国の国際競争力の強化に資する日本発の直行需要の高い路線に活

用することを主眼とし、就航を希望する相手国政府との協議に向けた準備を

推進 

・成田空港については、事業実施主体である成田国際空港株式会社と連携し、

高速離脱誘導路の整備等を推進 

 

○空港アクセス等の改善【国土交通省】 

［大会に向けた課題］ 

・訪日外国人の受入れ等の観点から、羽田空港のさらなる活用に向けて、深夜

早朝時間帯の空港アクセスの充実化が必要 
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・バスアクセスの充実化、タクシーの利便性の向上、東京圏都市鉄道ネットワ

ーク機能の高度化の推進 

 

［必要な対応］ 

・バスアクセスの充実化に向けた手続きの弾力化や深夜早朝時間帯のアクセス

バスの運行等の推進 

・タクシー利便性向上に向け、外国人旅行者の宿泊・訪問が多いエリアにおい

て、定額で割安な運賃を実現 

・東京圏の都市鉄道ネットワークの機能の高度化に向け、空港の最寄り駅や空

港アクセス乗換駅における、更なるバリアフリー化や多言語対応等の推進 

 

［これまでの主な取組］ 

・国家戦略特区内の空港（羽田・成田）を発着するアクセスバスについて、運賃

設定を上限認可制から事前届出制とし、運賃の柔軟な設定を可能とするとと

もに、運行計画（ダイヤ）の提出期間の短縮等による手続きの弾力化を実施 

・羽田空港の深夜早朝時間帯の利用促進に向け、平成 26 年度より深夜早朝時間

帯の羽田空港と都心方面を結ぶアクセスバスの運行を開始し、路線数の拡大

や深夜便の運行本数の増便など運行拡充を実施 

・首都高速中央環状品川線開通を機に、新しい定額運賃の適用を開始（平成 27

年３月）し、外国人旅行者の宿泊・訪問が多いエリアについて割安な運賃を実

現 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・羽田空港の深夜早朝アクセスバスの運行を引き続き継続するとともに、多言

語のパンフレットによる周知など、広報・ＰＲの強化を実施 

・タクシーの定額運賃について継続実施 

・鉄道事業者の行う鉄道駅のバリアフリー化を推進するとともに、更なる多言

語対応が図られるよう必要に応じて働きかけを実施 

 

［今後の主な取組］ 

・引き続き、羽田空港の深夜早朝アクセスバスの停留所新設や運行ルート見直

し等により、空港アクセスの更なる利便性向上を図る 

・引き続き、タクシーの定額運賃について継続実施 

・引き続き、鉄道事業者の行う鉄道駅のバリアフリー化を推進するとともに、

更なる多言語対応が図られるよう必要に応じて働きかけを実施 

 

○道路輸送インフラの整備【国土交通省等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会開催時における円滑な通行の確保 

 

［必要な対応］ 

・渋滞解消等に資する道路輸送インフラの整備を推進 

・選手村のアクセス道路としても活用予定の環状第２号線等について東京都に

よる整備を支援 
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［これまでの主な取組］ 

・平成 26 年３月 18 日 国道 357 号（新木場立体） 開通 

・平成 26 年３月 29 日 環状第２号線（新橋～虎ノ門間） 開通 

・平成 27 年３月 ７日 首都高速中央環状品川線 開通 

・平成 28 年１月 21 日 補助第 314 号線 完了 

・平成 28 年 3 月 26 日 国道 357 号（東京港トンネル）海側 開通 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・東京都の施行する環状第２号線（汐留～豊洲）のうち、現在の築地市場を通る

区間については、大会開催時は、地上部道路で対応する方針を関係者で共有

（本線（トンネル）は大会後に完成） 

 

［今後の主な取組］ 

・平成 29 年度 首都高速晴海線 開通予定 

・平成 30 年度 国道 357 号（東京港トンネル）山側 開通予定 

・平成 31 年度 補助第 315 号線 完了予定 

・平成 32 年度 国道 14 号（両国拡幅）一部区間 開通予定 

・平成 32 年度 環状第２号線（汐留～豊洲間） 開通予定 

 

○大会開催時の輸送【警察庁、国土交通省】 

［大会に向けた課題］ 

・大会関係者、観客等の安全かつ円滑な輸送のため、関係者輸送ルート、観客輸

送ルートを設定し、一般交通及び市民生活に与える影響を考慮して、場所ごと

に最適な運用方法を検討する必要 

・大会の競技会場とその周辺が、東京の人流・物流の中枢に位置し、その機能の

維持が重要であることに十分留意し、大会の開催が一般交通及び市民生活に

与える影響を最小限に抑えるよう、各種の交通総量抑制対策を検討する必要 

 

［必要な対応］ 

・輸送ルートにおける場所ごとの運用方法やその周辺を含めた交通対策につい

て、東京都や大会組織委員会、関係機関・団体と連携・調整し、準備を推進 

・一般交通及び市民生活に与える影響を最小限に抑えるためには、各種の交通

総量抑制対策を組み合わせて実施することが必要であり、関係機関・団体によ

る検討に参画 

 

［これまでの主な取組］ 

・平成 25 年 12 月から、東京都等との「輸送調整会議」において、大会関係者、

観客等の輸送について検討 

・平成 27 年７月から、大会組織委員会も共同主催者となり、「輸送連絡調整会

議」と改名 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 
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・平成 29 年１月、「輸送連絡調整会議」において輸送ルート設定における基本

的な考え方等について検討 

 

［今後の主な取組］ 

・大会組織委員会等の関係機関・団体とともに、引き続き、大会の実施に向けた

詳細な運営を検討していく予定 

 

○多言語対応の強化【内閣官房、観光庁等】 

［大会に向けた課題］ 

・日本に来訪される訪日外国人旅行者等の円滑な移動や快適な滞在に向け、国、

東京都、民間団体、企業等が連携して多言語対応を進めていく必要 

・それぞれの主体が行う表示・識別等における多言語対応については、基本的

方向性等を相互に確認・共有して取組を進める必要 

 

［必要な対応］ 

・国や東京都、民間事業者等が参画する「多言語対応協議会」において、各主体

の取組の進捗の共有や先進的事例を紹介し、案内表示・標識等の多言語対応を

推進 

 

［これまでの主な取組］ 

・多言語対応協議会において、「交通」、「道路」、「飲食・サービス」の３分科会

を設置し、それぞれにおいて、取組方針を策定 

・一般向けに多言語対応の取組を発信するため、展示会を開催し、優良事例の

紹介を行うとともに、多言語対応に有効なＩＣＴ関連技術の紹介も実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・多言語対応協議会の開催及び展示会の開催を通じ、多言語対応を推進 

 

［今後の主な取組］ 

・引き続き、多言語対応協議会の開催及び展示会の開催を通じ、更なる多言語

対応を推進 

 

○無料公衆無線ＬＡＮ【総務省、観光庁等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会に向け日本に来訪される訪日外国人旅行者等の円滑な移動や快適な滞在

に向け、無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備 

 

［必要な対応］ 

・訪日外国人が利用可能な無料公衆無線ＬＡＮエリアの整備の促進 

・無料公衆無線ＬＡＮの利用場所等の情報収集と海外への情報発信 

・事業者の垣根を越えてシームレスに Wi-Fi 接続できる認証連携の仕組みの構

築による利便性の向上 

 

［これまでの主な取組］ 
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・総務省と観光庁で連携し、自治体、関係事業者等も参画する「無料公衆無線Ｌ

ＡＮ整備促進協議会」を平成 26 年８月に設置 

・観光や防災の拠点における無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う地方公共団

体等や、訪日外国人旅行者の利便性向上を目的とした無料公衆無線ＬＡＮ環

境整備を行う宿泊施設に対し、その費用の一部補助を実施 

・平成 27 年２月に共通シンボルマーク「Japan.Free Wi-Fi」を導入。あわせて、

無料公衆無線ＬＡＮ紹介ウェブサイトを開設し、周知・広報の取組を推進 

・無料公衆無線ＬＡＮの利用開始手続の簡素化に向け、実証実験を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・観光や防災の拠点における無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う地方公共団

体等や訪日外国人旅行者の利便性向上を目的とした無料公衆無線ＬＡＮ環境

整備を行う宿泊施設、外国人観光案内所や鉄道・バス等の公共交通機関に対

し、その費用の一部補助を実施 

・無料公衆無線ＬＡＮ紹介ウェブサイトを改修し、ユーザビリティの向上を図

るとともに、共通シンボルマークのさらなる普及促進を実施するなど、周知・

広報の取組を推進 

 

［今後の主な取組］ 

・引き続き、地方公共団体等や宿泊施設、外国人観光案内所、公共交通機関への

整備支援、利用手続の簡素化の取組、海外への周知・広報等を推進 

 

○宿泊施設の供給確保に向けた対策【観光庁、厚生労働省、内閣府】 

［大会に向けた課題］ 

・現在、東京のシティホテル・ビジネスホテルの稼働率は、80％超と年々高い水

準で推移し、また、旅館の稼働率については、まだ余裕があるものの、近年増

加傾向が見受けられることから、宿泊施設不足への対応が必要 

 

［必要な対応］ 

・旅館の活用に向けた情報発信の推進 

・健全な民泊サービスの普及促進 

 

［これまでの主な取組］ 

・国家戦略特区における民泊事業の開始 

・平成 27 年 10 月に東京都大田区における特区民泊の実施を盛り込んだ区域計

画を認定 

・ＪＮＴＯ（日本政府観光局）ホームページに、外国人旅行者向けの宿泊施設の

窓口サイトを開設し、旅館の情報発信を強化 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・特区民泊について、近隣住民との調整や宿泊者名簿の設置などの措置を法令

上明記するとともに、「最低利用日数」を「７日以上」から「３日以上」に引

下げ 

・平成 29 年３月に住宅宿泊事業法案を国会に提出 
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［今後の主な取組］ 

・受入れ能力に余裕のある地方の旅館等の利用の促進に関する取組の推進 

・イベント民泊及び健全な民泊サービスの普及に向けた取組の推進 

 

○医療機関における外国人患者受入れ環境整備【厚生労働省、観光庁】 

［大会に向けた課題］ 

・日本に来訪される訪日外国人旅行者等が安心・安全に日本の医療サービスを

受けられるよう受入れ体制の整備が必要 

 

［必要な対応］ 

・外国語診療が可能な「訪日外国人旅行者受入れ医療機関」の選定 

・外国人患者受入れ体制等について審査・認証を行う制度（「外国人患者受入れ

医 療 機 関 認 証 制 度 （ Japan Medical Service Accreditation for 

International Patients：ＪＭＩＰ）」）の推進 

・医療機関における外国人患者受入れ環境整備の推進 

 

［これまでの主な取組］ 

・都道府県と連携して外国語診療が可能な「訪日外国人旅行者受入れ医療機関」

を選定  

・日本医療教育財団の実施する「外国人患者受入れ医療機関認証制度（ＪＭＩ

Ｐ）」の推進のため、説明会の開催等を支援 

・医療機関における医療通訳・外国人向け医療コーディネーターの配置を支援 

・院内案内表示の多言語化等の院内体制整備を支援 

・医療通訳育成カリキュラム・テキストや外国人向け多言語説明資料（問診票

等）の作成・改訂 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・「訪日外国人旅行者受入れ医療機関」を約 900 か所選定 

・「外国人患者受入れ医療機関認証制度（ＪＭＩＰ）」の推進を通じ、平成 29 年

３月末現在、23 医療機関が認証を取得 

・27 か所の病院において、医療通訳・外国人向け医療コーディネーターを配置 

・69 か所の病院において、院内案内表示の多言語化等の院内体制の整備を実施 

・平成 25 年度に作成した医療通訳育成カリキュラム・テキストや外国人向け多

言語説明資料を改訂 

 

［今後の主な取組］ 

・訪日・在留外国人患者が安心・安全に日本の医療機関を受診できるよう、医療

通訳等の配置支援等を通じて、受付対応等も含めた「外国人患者受入れ体制が

整備された医療機関」を 2020 年までに 100 か所で整備する目標を前倒し、平

成 29 年度中の達成を目指す 

・2020 年までに外国語診療が可能な「訪日外国人旅行者受入れ医療機関」の更

なる充実を推進 
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○外国人来訪者等への救急・防災対応【総務省】 

［大会に向けた課題］ 

・訪日外国人の円滑な救急要請と、多言語での救急活動 

・スマホ等を利用した緊急通報・防災施策の充実強化 

 

［必要な対応］ 

・訪日外国人とのコミュニケーションツールの普及 

・スマホ等を利用した緊急通報・防災施策の充実強化のための検討等の実施 

 

［これまでの主な取組］ 

・救急車利用マニュアルを基に、熱中症に関する予防対策、応急手当等を記載

した訪日外国人のための救急車利用ガイド（英語版）を作成し、消防庁ホーム

ページに掲載 

・消防研究センターとＮＩＣＴの共同研究、多言語音声翻訳アプリ（VoiceTra）

を開発。一部の消防本部で実証研究を実施し、訓練等を通じて検証 

・119 番緊急通報多様化に向け、スマホ等を利用した音声以外の 119 番緊急通

報手段を検討し、実証実験を実施 

・多言語対応の全国版防災アプリの整備に向けた検討し、実証実験を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・訪日外国人のための救急車利用ガイドの追加言語を検討し、新たに６か国語

（中国語（繁・簡）、韓国語、タイ語、フランス語、イタリア語）のガイドを

作成し、消防庁ホームページに掲載するとともに、消防本部にガイドの活用を

依頼 

・全国の消防本部に、電話通訳センターを介した三者間同時通訳による 119 番

通報時等の多言語対応の推進について通知 

・多言語音声翻訳アプリ（VoiceTra）についての実証研究を推進し、課題を抽

出、改善 

・スマホ等を利用した音声以外の 119 番緊急通報手段について、引き続き検討

し、実証実験を実施 

・多言語対応の全国版防災アプリの整備に向けた検討 

 

［今後の主な取組］ 

・訪日外国人のための救急車利用ガイドの言語追加や、関係府省庁と連携した

ガイドの周知方法等について検討 

・全消防本部において、電話通訳センターを介した三者間同時通訳による 119

番通報時等の多言語対応の取組促進 

・多言語音声翻訳アプリ（VoiceTra）を、平成 29 年４月下旬から消防本部に提

供開始。今後、導入状況や使用実績を調査 

・スマホ等を利用した音声以外の 119 番緊急通報手段の導入・普及 

・多言語対応の全国版防災アプリの普及促進 

 

○国際都市にふさわしい景観創出等のための無電柱化の推進【国土交通省等】 

［大会に向けた課題］ 
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・美しい都市景観の創出や道路の防災性向上等の観点から無電柱化を推進 

 

［必要な対応］ 

・平成 31 年度までにセンター・コア・エリア内の無電柱化の完了 

・緊急輸送道路における無電柱化に関する取組 

・低コスト手法の導入に向けた取組 

 

［これまでの主な取組］ 

・センター・コア・エリア内の国が管理する道路及び都市計画道路として完成

した都道については、東京都と連携し無電柱化を推進 

・平成 27 年 12 月に低コスト手法の導入に向けた技術検討に関するとりまとめ 

・低コスト手法の導入に向けたモデル施工の実施の推進 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・引き続き、センター・コア・エリア内の国が管理する道路及び都市計画道路と

して完成した都道については、東京都と連携し無電柱化を推進 

・平成 28 年４月に無電柱化の更なる整備促進を図るため、直轄国道の緊急輸送

道路における電柱の新設を禁止するとともに、平成 28 年度から電線管理者の

コスト負担を軽減するため固定資産税の特例措置を実施 

・国土交通省において平成 28 年４月に電線等の埋設物に関する設置基準の見直

しをするとともに、総務省において平成 28 年６月に有線電気通信設備令施行

規則を、経済産業省において平成 28 年９月に電気設備の技術基準の解釈の見

直しを実施 

・引き続き、低コスト手法の導入に向けたモデル施工の実施の推進 

・平成 28 年 12 月に無電柱化の推進に関する法律（平成 28 年法律第 112 号）が

成立・施行 

 

［今後の主な取組］ 

・引き続き、センター・コア・エリア内の国が管理する道路及び都市計画道路と

して完成した都道については、東京都と連携し無電柱化を推進 

・引き続き、平成 28 年４月に無電柱化の更なる整備促進を図るため、緊急輸送

道路における電柱の新設禁止を普及拡大するとともに、電線管理者のコスト

負担を軽減するため固定資産税の特例措置を実施 

・低コスト手法のモデル施工の実施を踏まえ、小型ボックス活用埋設等の低コ

スト手法の導入を推進 

 

○外国人を含む全ての大会来訪者がストレスなく楽しめる環境整備【経済産業省】 

［大会に向けた課題］ 

・訪日外国人旅行者の円滑な移動や快適な滞在に向け、不満として挙げられる

「母国語言語での情報収集」や「決済環境の整備」等に対応する必要 

 

［必要な対応］ 

・訪日外国人旅行者に対する、よりカスタマイズした情報発信を含む高品質な

サービス提供やキャッシュレスな決済環境の整備に向け、訪日外国人旅行者
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の属性情報・行動履歴等を事業者間で活用できる「おもてなしプラットフォー

ム」の構築を推進 

 

［これまでの主な取組］ 

・おもてなしプラットフォーム研究会を設置し課題を抽出 

・消費活動促進プラットフォーム研究会を設置し、課題解決に必要なフレーム

ワーク（枠組み）の検討を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・事業者や地域が連携できる仕組みである「おもてなしプラットフォーム」の

構築に取り掛かるとともに、３地域における実証を実施 

・案内用図記号の国内規格（ＪＩＳ）の変更・追加のための議論 

 

［今後の主な取組］ 

・案内用図記号のＪＩＳの変更・追加 

・事業者が情報を共有・共用するための標準的なデータ様式、システム間の接

続方法、情報を収集・利用するに当たっての利用規約やプライバシーポリシー

等のルール整備を行い、情報連携を活用した新サービス、キャッシュレス環境

の向上等に向けた実証を実施 

 

③暑さ対策・環境問題への配慮に向けた取組の状況 

○環境配慮の推進【環境省等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会の持続可能性を高めることに貢献すべく、環境負荷低減に向けた取組を

推進するとともに、我が国の環境技術の展開・情報発信を推進 

・暑さの厳しい時期に開催される大会であることから、日本特有の暑さを知ら

ない訪日外国人旅行者も含めた熱中症対策の推進が必要 

・大会期間中は外国人を含む多くの観光客が東京都市圏を訪れ、大量の廃棄物

の排出が予想されることから、実効性の高い分別方策について検討を行い認

知度向上と普及が必要 

 

［必要な対応］ 

・低炭素・資源循環・自然共生政策の統合的アプローチによる、東京都市圏の環

境対策の推進に向けた方策等の周知・広報 

・より環境性能の高い基準によるグリーン購入の推進 

・熱中症予防に必要な情報の充実に向け、競技会場等の 12 地区程度を対象に暑

熱環境を調査し暑さ指数の推計手法を確立 

・夏季に開催されるイベントの実態調査を実施し熱中症対策の効果や有効性等

を調査するとともに、外国人に対する普及啓発の手法を検討 

・国際イベント等におけるごみ分別ラベル作成ガイダンス（案）の策定及び認

知度向上に向けた取組、３Ｒ人材育成プログラムによる人材育成の推進 

 

 

［これまでの主な取組］ 
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・大会に向けた統合的アプローチによる環境対策推進事業において、東京都市

圏の環境対策の推進に向けた方策等を取りまとめた報告書を作成 

・国内外のイベントにおけるグリーン購入の対象品目、環境影響低減効果等に

関する調査を行い、イベントへのグリーン購入の適用に関する包括的な課題

を明確化 

・「夏季のイベントおける熱中症対策ガイドライン（暫定版）」を策定するとと

もに、外国人に対する普及啓発の手法について検討 

・国内外における大規模集客施設及び公共交通機関等における廃棄物の分別状

況等について調査し、国内外の観光客にとって分かりやすい分別区分や分別

ラベルの考え方に関する検討を実施 

・大会を契機とした３Ｒ分野のボランティア活動を行う人材の育成プログラム

の作成に向け、課題の整理、ロードマップの検討を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・東京都市圏の環境対策の推進に向けた方策等の周知・広報を推進 

・より環境性能の高い基準（プレミアム基準）によるグリーン購入の推進に向

け「イベントにおけるグリーン購入ガイドライン」を策定 

・「夏季のイベントおける熱中症対策ガイドライン（暫定版）」について 、引き

続き暑熱環境の調査やフィードバックの収集を実施し、改訂 

・外国人に対する普及啓発の手法についての検討を踏まえ、普及啓発資料を作

成 

・外国人にとっても分かりやすい試行用分別ラベルを作成及び集客施設等にお

いて効果検証を行い、有識者による検討会で分別ラベル作成に係る留意点に

ついて整理 

・大会組織委員会、各教育機関との調整を図りつつ、有識者検討会による３Ｒ

人材育成プログラム骨子を作成 

 

［今後の主な取組］ 

・「イベントにおけるグリーン購入ガイドライン」の周知を進めるほか、必要に

応じ改定を実施 

・競技会場等の 12 地区程度を対象に暑熱環境を調査し、暑さ指数の推計手法の

検討を開始 

・国際イベント等におけるごみ分別ラベル作成ガイダンス（案）としてまとめ、

省内イベント等で活用し、ガイダンスの改善に向けて効果検証を実施予定 

・３Ｒ人材育成プログラムの開発と、試行的実施を含む具体的な展開を推進 

 

○都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクトの推進【環境省】（後掲） 

 

○分散型エネルギー資源の活用によるエネルギー・環境課題の解決【経済産業省、国

土交通省、環境省等】 

［大会に向けた課題］ 

・環境負荷低減や日本の技術力の世界への発信に向け、再生可能エネルギー等

を活用した水素社会の実現に向けた取組を推進 
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［必要な対応］ 

・水素利用の拡大に向け、燃料電池自動車（ＦＣＶ）や水素ステーション等の普

及拡大を推進 

・再生可能エネルギーから水素を製造し、貯め、運ぶ技術の実証の推進 

 

［これまでの主な取組］ 

・平成 26 年 12 月にＦＣＶが発売され、政府支援の下、平成 27 年度までに、約

600 台のＦＣＶが普及 

・政府支援の下、平成 27 年度中には、57 か所の商用水素ステーションが新たに

開所 

・政府支援の下、平成 27 年度には、5か所の再エネ由来の水素ステーションの

整備が行われ、そのうち 2か所が開所 

・ＦＣＶ及び水素ステーションについて、低コスト化や規制見直し等に向けた

研究開発を進めるとともに、「規制改革実施計画」（平成 25 年６月・平成 26 年

６月）に基づき、規制見直しを推進 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・政府支援の下、平成 29 年３月末時点で、約 1,200 台のＦＣＶが新たに普及 

・政府支援の下、平成 29 年３月時点で、14 箇所の商用水素ステーションが新た

に開所した。また、２箇所の水素ステーションが整備中 

・政府支援の下、平成 28 年度には新たに 12 箇所の再エネ由来の水素ステーシ

ョンの整備が行われ、平成 29 年１月末時点で、新たに５か所（累計７か所）

が開所 

・ＦＣＶ及び水素ステーションについて、低コスト化や規制見直し等に向けた

研究開発を推進するとともに、「規制改革実施計画」（平成 25 年６月・平成 26

年６月・平成 27 年６月）に基づき、規制見直しを推進 

・政府支援の下、平成 28 年３月末時点で、２台の燃料電池バスが日本で初めて

営業用路線に導入 

・福島新エネ社会構想に基づき、再生可能エネルギー電気から水素を製造する

技術（Power-to-gas 技術）を系統安定化等に活用する実証事業を開始 

 

［今後の主な取組］ 

・引き続き、ＦＣＶや水素ステーションの普及、低コスト化・規制見直し等に向

けた研究開発、福島新エネ社会構想に基づく取組を推進 

 

○分散型エネルギー資源の活用によるエネルギー・環境課題の解決【経済産業省】 

［大会に向けた課題］ 

・革新的エネルギーマネジメントシステムの確立に向けた、電力需要家側のエ

ネルギーリソースを IoT 技術により統合して制御し、電力の需給調整に活用

する新たなビジネス（エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス）

の創出 

 

［必要な対応］ 
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・実証事業を通じて、太陽光発電や蓄電池など多数の電力需要家側のエネルギ

ーリソースを統合して制御する技術の確立や、制御のために用いる通信規格

の整備 

・ディマンドリスポンスの一つであるネガワットを取引する市場（ネガワット

取引市場）の創設に向けた事業者間の取引ルールの策定等の制度・環境の整備 

 

［これまでの主な取組］ 

・スマートコミュニティに関する技術実証等の成果を踏まえ、ネガワット取引

に関する実証を実施 

・平成 28 年１月に、産学官の実務者級からなる「エネルギー・リソース・アグ

リゲーション・ビジネス検討会（以下「ＥＲＡＢ検討会」という。）を設置し、

通信規格の整備等に向けた議論を開始 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・平成 28 年度において、ネガワット取引やバーチャルパワープラントの構築に

向けた実証を実施 

・ＥＲＡＢ検討会において、蓄電池やヒートポンプ等のエネルギーリソースに

係る通信規格の整備や、「エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネ

スに関するサイバーセキュリティガイドライン」の策定に向けた検討を実施 

・平成 29 年４月のネガワット取引市場の創設に向け、ネガワット取引に関する

事業者間の取引ルール等について議論し、当該ルールの反映等を行うべく「ネ

ガワット取引に関するガイドライン (平成 27 年３月策定)」の改定や、関係

省令等の整備を実施 

 

［今後の主な取組］ 

・「エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスに関するサイバーセキ

ュリティガイドライン」の策定 

・バーチャルパワープラント構築に向けた実証を平成 28 年度に引き続き実施す

るとともに、ＥＲＡＢ検討会において、未だ整備されていないエネルギーリソ

ースの通信規格等についても、平成 28 年度に引き続き議論 

・平成 29 年４月にネガワット取引市場を創設 

 

○アスリート・観客の暑さ対策の推進【内閣官房等】 

［大会に向けた課題］ 

・暑さの厳しい時期に開催される大会であることから、日本特有の暑さを知ら

ない訪日外国人旅行者も含めた暑さ対策の推進が必要 

 

［必要な対応］ 

・新設会場、仮設会場、マラソン沿道等での暑さ対策や大会運営における熱中

症対策の推進 

・外国人や障害者への熱中症等関連情報の発信 

・観客等の熱中症対応を含めた救急体制の整備、聴覚・言語機能障害者等を対

象とした救急搬送に係る緊急通報の多様化、病院における外国人受入れ体制

の整備、大会運営における応急体制の整備等の救急医療体制の整備 
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・暑さ対策に係る技術開発や熱中症対策等に係る予測技術開発の推進 

 

［これまでの主な取組］ 

・「東京 2020 に向けたアスリート・観客の暑さ対策に係る関係府省庁等連絡会

議」を設置し、「東京 2020 に向けたアスリート、観客等の暑さ対策に係る中間

とりまとめ」を策定 

・「外国人等に対する熱中症等関連情報の提供の在り方に係るワーキンググル

ープ」を設置、熱中症の説明や予防法など外国人等に対して発信すべき情報の

内容と提供手段の在り方について検討 

・環境省が「夏季のイベントにおける熱中症対策ガイドライン（暫定版）」を策

定 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・中間取りまとめに基づき各府省庁等が暑さ対策に係る取組を推進 

・「外国人等に対する熱中症等関連情報の提供の在り方に係るワーキンググル

ープ」において、平成 28 年度における外国人等に向けた熱中症等関連情報の

情報発信の計画を策定し、順次、情報を発信 

・国土交通省が設置した「アスリート・観客にやさしい道の検討会」において総

合的な道路空間の暑熱対策の今後の取組の方向性として「アスリート・観客に

やさしい道づくりに向けた提言」を取りまとめ 

・平成 29 年１月 平成 28 年７月から８月にかけて、競技会場等の３か所（有

明地区、江の島ヨットハーバー、霞ヶ関カンツリー倶楽部）の暑さ指数（ＷＢ

ＧＴ）を測定し、測定結果を公表 

 

［今後の主な取組］ 

・引き続き、関係府省庁、東京都、大会組織委員会が連携してオールジャパン体

制で東京大会に向けた暑さ対策を検討・実施 

 

○アスリート・観客の暑さ対策の推進【国土交通省等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会が暑さの厳しい時期に開催されることから、道路空間における暑熱対策

が必要 

 

［必要な対応］ 

・関係機関と連携し、路面温度上昇抑制機能を有する舗装や道路緑化等の総合

的な道路空間の温度上昇抑制に向けた取組の推進 

 

［これまでの主な取組］ 

・「アスリート・観客にやさしい道の検討会」を設置（平成 27 年４月）し、総

合的な道路空間の暑熱対策について検討を実施 

・路面温度上昇抑制機能を有する舗装の施工を実施 

・緑陰形成に資する道路緑化を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 
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・「アスリート・観客にやさしい道の検討会」において提言をとりまとめ（平成

28 年 10 月） 

・提言を踏まえ、ヒートアイランド対策に資する等、将来にわたる都市環境の

改善、魅力的で快適な道路空間の創造につながる取組を実施（関係機関と連携

し、路面温度上昇抑制機能を有する舗装の施工、緑陰形成に資する道路緑化

等） 

 

［今後の主な取組］ 

・引き続き、ヒートアイランド対策に資する等、将来にわたる都市環境の改善、

魅力的で快適な道路空間の創造につながる取組を実施（関係機関と連携し、路

面温度上昇抑制機能を有する舗装の施工、緑陰形成に資する道路緑化等） 

 

○外国人来訪者等への救急・防災対応【総務省】（再掲） 

 

④メダル獲得へ向けた競技力の強化に向けた取組の状況 

○競技力の向上【文部科学省】 

［大会に向けた課題］ 

・中長期の強化戦略に基づく競技力強化を支援するシステムの確立 

・次世代アスリートを発掘・育成する戦略的な体制等の構築 

・スポーツ医・科学、技術開発、情報等による多面的で高度な支援の充実 

 

［必要な対応］ 

・独立行政法人日本スポーツ振興センター（以下「ＪＳＣ」という。）、ＪＯＣ及

びＪＰＣが相互に連携し、中央競技団体の強化戦略におけるＰＤＣＡサイク

ルの各段階で多面的に支援する過程で得た知見をターゲットスポーツの指定

に活用 

・ナショナルコーチや強化活動を専門的な分野からサポートするスタッフの配

置等を通じて、中央競技団体の強化活動を支援 

・競技ルールの策定や国際的なコーチ講習会等で講師を担うことができる人材、

世界トップレベルのコーチの育成等について、必要な体制整備やプログラム

の開発・実施を通じ支援 

・地域ネットワークを活用したアスリートの発掘により、全国各地の将来有望

なアスリートの効果的な発掘・育成を支援するシステムを構築 

・将来メダルの獲得可能性のある競技や有望アスリートをターゲットとし、ス

ポーツ医・科学、情報の活用や海外派遣等を通じ、集中的な育成・強化に対す

る支援を実施 

・ハイパフォーマンスセンターの機能を強化することにより、中長期的観点か

ら国際競技力の強化を支える基盤を整備 

・強化合宿や競技大会におけるスポーツ医・科学、情報等を活用したトップア

スリートへの多方面からの専門的かつ高度な支援を実施 

・女性特有の課題に着目した調査研究や医・科学サポート等の支援プログラム

等を実施し、女性トップアスリートの競技力向上を支援 

 

［これまでの主な取組］ 
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（平成 26 年度） 

・日本オリンピック委員会補助、日本障がい者スポーツ協会補助等により、各

競技団体が行う国内外強化合宿や専任コーチの設置などの強化活動支援を実

施 

・次世代アスリート特別強化推進事業により、ナショナルコーチの配置等を実

施 

・2020 ターゲットエイジ育成・強化プロジェクトにより、全国各地の才能を有

するタレントの発掘・育成体制の整備等を実施 

・マルチサポート戦略事業において、スポーツ医・科学、情報面等からの専門的

かつ高度な支援を戦略的・包括的に実施 

・女性アスリートの育成・支援プロジェクトにおいて、女性特有の課題に着目

した調査研究や医・科学サポート等の支援プログラム、強化プログラムを実施 

（平成 27 年度） 

   ・競技力向上事業として、各競技団体が行う国内外強化合宿やナショナルコー

チ等の設置などの日常的・継続的な強化活動の支援及び大会等で活躍が期待

される次世代アスリートの発掘・育成などの戦略的な強化を実施 

・マルチサポート戦略事業において、スポーツ医・科学、情報面等からの専門的

かつ高度な支援を戦略的・包括的に実施 

・女性アスリートの育成・支援プロジェクトにおいて、女性特有の課題に着目

した調査研究や医・科学サポート等の支援プログラム、強化プログラムを実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・競技力向上事業において、各競技団体が行う日常的・継続的な強化活動の支

援を継続・拡充するとともに、新たにパラリンピック競技において、次世代ア

スリートの発掘・育成などの戦略的な強化を実施 

・「競技力強化のための今後の支援方針（鈴木プラン）－2020 年以降を見通した

強力で持続可能な支援体制の構築－」を策定し、中央競技団体に対するコンサ

ルテーションを開始 

・各種情報を一元的に管理し、トップアスリートが必要な情報を迅速に取得で

きるシステムの構築に着手しハイパフォーマンスセンターの機能強化に向け

た取組を推進 

・ハイパフォーマンスサポート事業において、我が国の国際競技力の向上を図

るため、スポーツ医・科学、情報面等から専門的かつ高度な支援を戦略的・包

括的に実施 

・女性アスリートの育成・支援プロジェクトにおいて、女性特有の課題に着目

した調査研究や医・科学サポート等の支援プログラム、ハイレベルな競技大会

を新たに開催する強化プログラムを実施するとともに、女性エリートコーチ

の育成プログラムを開始 

 

［今後の主な取組］ 

・競技力向上事業において、各競技団体が行う日常的・継続的な強化活動の支

援を継続・拡充するとともに、戦略的な強化として、地域ネットワークを活用

したアスリート発掘・種目転向の促進支援及びハイパフォーマンスに関する

取組全般を統括する人材や世界トップレベルのコーチの育成支援を実施 
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・協働チームによる中央競技団体におけるＰＤＣＡサイクルの各段階で多面的

にコンサルテーション等を実施 

・ハイパフォーマンスに関する情報収集や競技用具の機能を向上させる技術等

を開発するための体制を整備 

・ハイパフォーマンスサポート事業において、我が国の国際競技力の向上を図

るため、スポーツ医・科学、情報面等から専門的かつ高度な支援を戦略的・包

括的に実施 

・女性アスリートの育成・支援プロジェクトにおいて、女性特有の課題に着目

した調査研究や医・科学サポート等の支援プログラム、強化プログラム、女性

エリートコーチの育成プログラム、産婦人科医等に対するスポーツ医学普及

啓発プログラムを実施 

 

○強化・研究拠点の在り方【文部科学省】 

［大会に向けた課題］ 

・オリンピック競技とパラリンピック競技の一体的な拠点構築の推進 

・トップアスリート等のニーズに対応できる拠点の充実 

  

［必要な対応］ 

・ＮＴＣ中核拠点の拡充棟を整備することにより、オリンピック競技とパラリ

ンピック競技の共同利用化を実現し、競技力強化を支援 

・中央競技団体によるＮＴＣ競技別強化拠点の活用を推進することにより、競

技力強化を支援 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・「トップアスリートにおける強化・研究活動拠点の在り方について」最終報告

のとりまとめ 

・ＮＴＣ競技別強化拠点施設としてオリンピック競技３施設を追加指定すると

ともに、新たにパラリンピック競技１施設を指定 

（平成 27 年度） 

・オリンピック競技とパラリンピック競技の更なる共同利用化等を見据えたナ

ショナルトレーニング施設としての拡充を行うための基本計画のとりまとめ 

・ＮＴＣ拡充整備にかかる基本設計 

・ＮＴＣ競技別強化拠点施設としてオリンピック競技２施設、パラリンピック

競技６施設を追加指定 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・ＮＴＣ及び国立スポーツ科学センター（ＪＩＳＳ）のオリンピック競技とパ

ラリンピック競技との共同利用を推進 

・ＮＴＣ拡充整備にかかる実施設計 

・ＮＴＣ競技別強化拠点施設としてパラリンピック競技４施設を追加指定 

・指定期間の満了するＮＴＣ競技別強化拠点施設の夏季競技及び高地トレーニ

ングの再指定及びパラリンピック競技の追加指定 
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［今後の主な取組］ 

・ＮＴＣ拡充棟の建設、強化活動の実施 

・指定期間の満了するＮＴＣ競技別強化拠点施設の再指定及び追加指定 

 

○自衛官アスリートの育成及び競技力向上【防衛省】 

［大会に向けた課題］ 

・自衛隊体育学校における選手の育成 

・有望選手の獲得 

・育成基盤の整備 

 

［必要な対応］ 

・自衛隊体育学校における選手の育成の強化 

・有望選手の獲得施策の一層の推進 

・育成基盤の着実な整備 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・これまで選手を育成してきた９種目に加え、女子ラグビー及びカヌーの選手

育成・強化の実施 

・世界トップクラスの競技力を有する高校生の獲得等有望選手の獲得施策の推

進 

・自衛隊体育学校におけるトレーニング器材の取得及び各種施設の整備の実施 

（平成 27 年度） 

・女子ラグビー及びカヌーを含む 11 種目の選手育成・強化の実施 

・世界トップクラスの競技力を有する高校生の獲得等有望選手の獲得施策の推

進 

・自衛隊体育学校におけるトレーニング器材の取得及び各種施設の整備の実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・女子ラグビー及びカヌーを含む 11 種目の選手育成・強化の実施 

・世界トップクラスの競技力を有する高校生の獲得等有望選手の獲得施策の推

進 

・自衛隊体育学校におけるトレーニング器材の取得及び各種施設の整備の実施 

 

［今後の主な取組］ 

・女子ラグビー及びカヌーを含む 11 種目の選手育成・強化の実施 

・世界トップクラスの競技力を有する高校生の獲得等有望選手の獲得施策の推

進 

・自衛隊体育学校におけるトレーニング器材の取得及び各種施設の整備の実施 

 

○射撃競技における競技技術の向上【警察庁等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会等に向けた選手強化 

・ジュニア期からトップレベルに至る戦略的支援の強化 
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・射撃競技における競技力の許可 

 

［必要な対応］ 

・年少射撃資格者の下限年齢を 14 歳から 10 歳に引下げ 

・年少射撃資格の認定の失効年齢を 18 歳から 19 歳に引上げ 

・空気銃に係る練習射撃場の制度を新設 

・年少射撃資格者が練習射撃場において射撃練習を行う場合の措置を規定 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・銃砲刀剣類所持等取締法改正案の閣議決定及び国会提出 

・改正銃砲刀剣類所持等取締法（平成 26 年法律第 131 号）公布 

（平成 27 年度） 

・改正銃砲刀剣類所持等取締法施行 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・改正銃砲刀剣類所持等取締法の適正な運用 

 

［今後の主な取組］ 

・改正銃砲刀剣類所持等取締法の適正な運用 

 

⑤アンチ・ドーピング対策の体制整備に向けた取組の状況 

○国内アンチ・ドーピング活動体制の整備【文部科学省等】 

［大会に向けた課題］ 

・ドーピング検査員の確保と資質向上及び分析機関の体制強化の推進 

・ドーピングを未然に防ぐためのインテリジェンス体制の構築 

・教育・啓発活動の充実 

 

［必要な対応］ 

・ドーピング検査員の人材の育成・確保、インテリジェンス共有体制の構築、研

究開発の促進に係る体制整備 

・アスリートやサポートスタッフ、医師、薬剤師等への教育・啓発及び国民に対

する啓発活動の充実 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・「ドーピング防止活動推進事業」において人材育成、研究開発等を推進 

・「スポーツ・フォー・トゥモロープログラム」において、アンチ・ドーピング

体制の整備が遅れている国に対し、技術指導や教育プログラムの提供等を実

施 

・学校教育において、アンチ・ドーピングを通じた「スポーツの価値を基盤とし

た教育」の事業展開 

（平成 27 年度） 

    ・「アンチ・ドーピング体制の構築・強化に向けたタスクフォース」の設置 
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［平成 28 年度の主な取組］ 

・「アンチ・ドーピング体制の構築・強化に向けたタスクフォース」においてド

ーピング検査の実効性の向上、教育活動の充実・強化、研究活動の充実・強化、

組織的なドーピングに対する国際的な対応への関与等に関して論点の整理を

行い、報告書を公表 

 

［今後の主な取組］ 

・大会に向けたドーピング検査員増員のための育成事業の推進 

・アスリートやサポートスタッフ、医療従事者等に対する教育・啓発活動の充

実 

・学校教育において、アンチ・ドーピングを通じた「スポーツの価値を基盤とし

た教育」の実践 

・アンチ・ドーピング研究コンソーシアム等における研究開発事業の推進 

 

⑥新国立競技場の整備に向けた取組の状況 

○新国立競技場の整備等【内閣官房、文部科学省等】 

［大会に向けた課題］ 

・Ｆアスリート第一、世界最高のユニバーサルデザイン、周辺環境等との調和・

日本らしさを基本理念として、大会に確実に間に合うよう着実に整備を推進 

 

［必要な対応］ 

・「新国立競技場の整備計画」に基づく工期及びコストを厳守した着実な整備 

・新国立競技場整備事業に係る財源の確保 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 27 年度） 

・オリパラ担当大臣を議長とする関係閣僚会議を設置 

・関係閣僚会議において「新国立競技場の整備計画」を策定・公表 

・ＪＳＣにおいて、建築等の専門家からなる技術提案等審査委員会を設置し、

業務要求水準書を策定の上、新国立競技場整備事業の技術提案を公募 

・ＪＳＣが関係閣僚会議の点検を経て整備事業の優先交渉権者を大成建設等Ｊ

Ｖに選定 

・設計等業務を行う第Ⅰ期事業を開始 

・「新国立競技場の整備に関する国・東京都の財源検討ワーキングチーム」を発

足させ実務的な検討を開始 

・関係閣僚会議において「新国立競技場の整備に係る財源負担について」を決

定 

・独立行政法人日本スポーツ振興センター法及びスポーツ振興投票の実施等に

関する法律の一部を改正する法律案を第 190 回国会に提出 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・建設工事等を行う第Ⅱ期事業を開始 

・本体工事に着手 



52 
 

・独立行政法人日本スポーツ振興センター法及びスポーツ振興投票の実施等に

関する法律（平成 28 年法律第 35 号）が成立、公布、施行 

 

［今後の主な取組］ 

・ＪＳＣにおいて、第Ⅱ期事業と業務要求水準及び工期・コストを含む技術提

案の内容との整合性・妥当性についての検討を定期的に行うなど、適切かつ着

実な整備の推進 

 

⑦教育・国際貢献等によるオリンピック・パラリンピックムーブメントの普及、ボラ

ンティア等の機運醸成に向けた取組の状況 

○Sport for Tomorrow プログラムの実施【文部科学省、外務省】 

［大会に向けた課題］ 

・開発途上国を中心にスポーツの価値及びオリンピック・パラリンピックムー

ブメントを普及 

 

［必要な対応］ 

・学校体育カリキュラムの策定及びスポーツイベントの開催への支援 

・国際スポーツ人材育成拠点の構築 

・国際的なアンチ・ドーピング推進体制の強化支援 

・スポーツ関連施設の整備、器材供与 

・スポーツ指導者・選手等の派遣・招へい 

・スポーツ分野での技術協力 

・日本文化紹介・人材育成支援 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・カンボジアの中学校体育における新しい学習指導要領策定の支援及びマラウ

イにおける運動会の開催支援 

・筑波大学、鹿屋体育大学、日本体育大学の３大学において、各国から学生を受

入れ短期プログラムを実施 

・アンチ・ドーピングに係る啓発セミナーの開催及び教育キットの開発・配布 

・開発途上国に対するＯＤＡの一環として、スポーツ関連施設の整備、器材供

与、ＪＩＣＡによるボランティアの派遣及び技術協力の実施 

・在外公館による日本文化紹介事業の一環として日本の武道等への理解と関心

を高めるための事業、日本文化専門家の派遣並びに文化・スポーツ分野の人材

育成支援関連事業を実施 

（平成 27 年度） 

    ・カンボジアの中学校体育における新しい学習指導要領策定の支援 

・日本型の体育コンテンツである「運動会やラジオ体操の普及」及びスポーツ

イベントの開催支援 

・筑波大学において各国から学生を受入れ、修士課程プログラムを開始 

・鹿屋体育大学、日本体育大学において、各国から学生を受入れ短期プログラ

ムを実施 

・アンチ・ドーピングに係る啓発セミナーの開催及び教育キットの開発・配布 
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・開発途上国に対するＯＤＡの一環として、スポーツ関連施設の整備、器材供

与、ＪＩＣＡによるボランティアの派遣及び技術協力の実施 

・スポーツ外交推進の観点から、スポーツ選手や指導者等の派遣・招へい、スポ

ーツ器材輸送支援を実施 

・在外公館による日本文化紹介事業の一環として日本の武道等への理解と関心

を高めるための事業、日本文化専門家の派遣並びに文化・スポーツ分野の人材

育成支援関連事業を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・カンボジアの中学校体育における新しい学習指導要領策定の支援 

・日本型の体育コンテンツである「運動会やラジオ体操の普及」及びスポーツ

イベントの開催支援 

・筑波大学において、各国から学生を受入れ、修士プログラムを実施 

・鹿屋体育大学、日本体育大学において、各国から学生を受入れ、短期プログラ

ムを実施 

・アンチ・ドーピングに係る啓発セミナーの開催及び教育キットの開発・配布 

・開発途上国に対するＯＤＡの一環として、スポーツ関連施設の整備、器材供

与、ＪＩＣＡによるボランティアの派遣及び技術協力の実施 

・スポーツ外交推進の観点から、スポーツ選手や指導者等の派遣・招へい、スポ

ーツ器材輸送支援を実施 

・在外公館による日本文化紹介事業の一環として日本の武道等への理解と関心

を高めるための事業、日本文化専門家の派遣並びに文化・スポーツ分野の人材

育成支援関連事業を実施 

 

［今後の主な取組］ 

・学校体育カリキュラムの策定支援・スポーツイベントの開催支援 

・国際スポーツ人材育成拠点の構築 

・国際的なアンチ・ドーピング推進体制の強化支援 

・スポーツ関連施設の整備、器材供与 

・スポーツ指導者・選手等の派遣・招へい 

・スポーツ分野での技術協力 

・日本文化紹介・人材育成支援 

 

○国内のオリンピック・パラリンピック・ムーブメントの普及【文部科学省】 

［大会に向けた課題］ 

・オリンピック・パラリンピック教育等を中心とした、オリンピック・パラリン

ピックムーブメントの全国展開 

・スポーツの記録と記憶を後世に残すためのアーカイブの在り方についての検

討 

 

［必要な対応］ 

・オリンピック・パラリンピック教育推進のための効果的手法等に関する実践

的な調査研究の推進 



54 
 

・教員向けの研修、オリンピアン・パラリンピアンとの交流事業等のオリンピ

ック・パラリンピック教育の推進 

・平成 29 年度以降においては、東京都以外の 46 道府県において、オリンピッ

ク・パラリンピック教育が実施されるよう、関係団体と連携し取組を推進 

・オリンピック・パラリンピック教育の実施を通じた無形のレガシーの創出と

いう観点も踏まえた、取組推進のための基本的な考え方及び具体的な内容・手

法についての検討 

・過去のオリンピック・パラリンピック競技大会をはじめとする国際競技大会

等に係る資料のアーカイブ化、ネットワーク化に関する調査研究の推進 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・オリンピック・パラリンピック教育に関する有識者会議の設置 

（平成 27 年度） 

・オリンピック・パラリンピックムーブメントの調査研究事業を３府県におい

て実施 

・オリンピック・パラリンピック教育に関する有識者会議において、「オリンピ

ック・パラリンピック教育の推進に向けて 中間まとめ」を公表 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・オリンピック・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業を全国 12 府県に

おいて実施 

・オリンピック・パラリンピック教育に関する有識者会議において、「オリンピ

ック・パラリンピック教育の推進に向けて 最終報告」を公表 

・過去のオリンピック・パラリンピック競技大会をはじめとするスポーツに関

する多様な資料のアーカイブの在り方について検討を行う調査研究事業を実

施 

 

［今後の主な取組］ 

・オリンピック・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業による取組を推

進 

・引き続き、スポーツに関する多様な資料のアーカイブの在り方について検討

を行う調査研究事業を実施 

 

○スポーツ・文化・ワールド・フォーラムの開催【文部科学省等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会成功に向けて官民の関係者が連携して取り組んでいくための国内外の機

運醸成 

・海外の幅広い関係機関とのこれまで以上の密な連携の推進 

 

［必要な対応］ 

・観光とも連動させつつ、スポーツや文化による国際貢献や有形・無形のレガ

シー等について議論、情報発信し、国際的な機運を高めるためのキックオフイ

ベントとしての国際会議の開催 
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［これまでの主な取組］ 

（平成 27 年度） 

・文部科学省内に大臣官房スポーツ・文化・ワールド・フォーラム準備室の設置 

・フォーラムの準備に当たり地方自治体・民間企業等から出向者を受入れ 

・官民協働実行委員会及び関係府省連絡会議を開催し、官民協働の連携体制を

整備 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・官民協働でスポーツ・文化・ワールド・フォーラムの準備を進め、国内外から

総勢延べ約 7,500 人が参加した同フォーラムを実施 

・2020 年に向けて、文化振興の機運を高め、文化による国づくりに一丸となっ

ていく「2020 年を見据えた文化による国づくりを目指して（通称：京都宣言）」

を発表 

・文化プログラムにつながる各地の意欲的な取り組みと、文化プログラムの実

施を通じて創出すべき文化的レガシー等について議論 

・文化芸術の力を全国各地で開花させるために「自治体サミット宣言」を発表 

・各国のスポーツ大臣やＡＳＥＡＮを中心とした文化大臣等の参加のもと、我

が国の伝統芸能等と海外文化・現代アート等が調和したイベントを開催 

・大会のレガシーについて、小池東京都知事や遠藤大会組織委員会理事（当時）

の講演に加え、アスリート等を登壇者に加え、議論 

・我が国のスポーツを通じた国際貢献の取組である Sport for Tomorrow をテー

マにスポーツ大臣会合を開催し、35 か国の大臣を含む 69 か国の代表が出席 

・スポーツ・文化・ワールド・フォーラムの成果について、あらゆる機会をとら

えて周知 

 

［今後の主な取組］ 

・スポーツ・文化・ワールド・フォーラムの成果について、あらゆる機会をとら

えて周知 

・スポーツ・文化・ワールド・フォーラムの成果について、事後広報冊子を作成

し、日・英両言語にて電子書籍で配信予定 

 

○Special プロジェクト 2020 の実施【文部科学省等】 

［大会に向けた課題］ 

・パラリンピック開催を契機とした障害者のスポーツ実施率の向上 

 

［必要な対応］ 

・2020 年に全国の特別支援学校でスポーツ・文化・教育の全国的な祭典を開催 

・大会のレガシーとして特別支援学校を地域の共生社会の拠点として推進 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・「Special プロジェクト 2020」文部科学省推進本部会合の実施 

・ボッチャの普及啓発を推進するためのイベント開催 
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［今後の主な取組］ 

・実行委員会開催によるネットワーク構築 

・特別支援学校において、祭典の開催に向けた具体的な取組の先進事例を蓄積

するため、実践研究を実施 

・特別支援学校等を有効に活用するための実践事業を実施することにより地域

における障害者スポーツの拠点づくりを推進 

・ロゴマークの募集・選定 

・全国大会の開催支援 

 

⑧そのほか 

○記念貨幣の発行検討【財務省】 

［大会に向けた課題］ 

・大会開催までに複数種類の記念貨幣を発行 

 

［必要な対応］ 

・造幣局と連携し記念貨幣の図柄等を検討 

・大会組織委員会、ＩＯＣ等関係者との調整 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・過去の大会に際して発行された記念貨幣に関する調査 

（平成 27 年度） 

・過去の大会に際して発行された記念貨幣に関する調査 

・記念貨幣発行に向けた検討 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・記念貨幣発行に向けた検討 

・記念貨幣発行の閣議決定 

・開催引継記念貨幣の図柄等の決定 

・開催引継記念貨幣の発行 

 

［今後の主な取組］ 

・記念貨幣発行に向けた検討 

・記念貨幣の図柄等の決定 

・記念貨幣の発行 

 

○大会協賛宝くじ・記念切手の発行検討等【総務省、文部科学省】 

［大会に向けた課題］ 

・都道府県及び指定都市における大会協賛宝くじの発売 

・大会記念切手（寄附金付切手を含む）の発行 

 

［必要な対応］ 

・都道府県及び指定都市において大会協賛宝くじを引き続き発売 
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・日本郵便（株）において、文部科学省からの推薦に基づき、大会記念切手（寄

附金付切手を含む）の発行について調整 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 27 年度） 

・寄附金付切手の発行を可能とするための東京大会に係る特別措置法の成立・

施行 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・都道府県及び指定都市において「東京 2020 大会協賛くじ」の発売を実施 

・文部科学省から日本郵便（株）に対して寄附金付切手発行の推薦 

 

［今後の主な取組］ 

・都道府県及び指定都市において大会協賛宝くじを引き続き発売 

・日本郵便（株）において、記念切手の発行計画の発表 

 

○記念自動車ナンバープレートの発行【国土交通省】 

［大会に向けた課題］ 

・国民的機運の醸成、意識の高揚を図るため特別仕様の図柄入りナンバープレ

ートの普及促進 

・バス、タクシーのバリアフリー化の促進 

 

［必要な対応］ 

・地下鉄駅、バス車内等でのポスター掲示や、ディーラー等の販売店舗でのチ

ラシの配布 

・国や東京都の公用車への積極的な取付け 

・交通事業者への取付け依頼等の実施 

・特別仕様ナンバープレートの交付に合わせた寄附金の募集 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 27 年度） 

・図柄入りナンバープレートの実施に向けた道路運送車両法の改正 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・図柄入りナンバープレート制度検討会での検討結果を盛り込んだ「最終取り

まとめ」を公表 

・具体的な図柄について関係機関と調整の上、応募要項を公表し、国民からデ

ザインを公募 

・応募デザインについて、有識者で構成するデザイン選考委員会で審査 

 

［今後の主な取組］ 

・デザイン選考委員会の審査、視認性の確認、国民からの意見募集等を経て図

柄を決定 

・平成 32 年までの間、図柄入りの特別仕様ナンバープレートを交付 
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○知的財産保護の在り方検討【経済産業省等】 

［大会に向けた課題］ 

・不正競争防止法（平成５年法律第 47 号）の保護要件に合致するオリンピック

関連標章等の適切な保護 

・関連標章の商標登録出願対応 

 

［必要な対応］ 

・不正競争防止法の保護要件に合致するオリンピック関連標章等の適切な保護

に関する取組の実施 

・出願に際しての相談受付・助言 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・国と大会組織委員会との打合せを開催し、大会に関する知的財産の保護の在

り方について意見交換を実施 

（平成 27 年度） 

   ・商標登録出願に際し、大会組織委員会等から適宜相談受付・助言 

   ・新エンブレム選定に際し、選定方針や具体的な選定基準の策定について助言 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・不正競争防止法の保護要件に合致するオリンピック関連標章等の適切な保護

に関する取組を実施 

・商標登録出願に際し、大会組織委員会等から適宜相談受付・助言 

・大会組織委員会、オリパラ事務局、関係府省庁間において大会に関連する知

的財産保護の在り方について意見交換を実施 

 

［今後の主な取組］ 

・不正競争防止法の保護要件に合致するオリンピック関連標章等の適切な保護

に関する取組を実施 

・商標登録出願に際し、大会組織委員会等から適宜相談受付・助言 

 

○式典等大会運営への協力検討【防衛省】 

［大会に向けた課題］ 

・飛行展示（ブルーインパルス）や国歌演奏（音楽隊）など式典等大会運営への

協力 

 

［必要な対応］ 

・飛行展示におけるカラースモーク再開に向けた調査研究 

・国歌演奏時の陸自中央音楽隊の特別儀じょう演奏服の検討 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・飛行展示におけるカラースモーク再開に向けた調査研究 
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（平成 27 年度） 

   ・飛行展示におけるカラースモーク再開に向けた調査研究 

   ・国歌演奏時の陸自中央音楽隊の特別儀じょう演奏服の検討 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・カラースモーク再開に向けた調査研究 

・陸自中央音楽隊の特別儀じょう演奏服納入 

 

［今後の主な取組］ 

・飛行展示におけるカラースモーク再開に向けた調査研究 

・関係機関と連携した式典等における協力の具体な要領等の検討及びテストイ

ベントを通じた検証 

 

○建設分野における外国人材の活用に係る緊急措置【国土交通省等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会等の関連施設整備等による一時的な建設需要の増大への対応 

 

［必要な対応］ 

・国内での人材確保を基本としつつ即戦力となり得る外国人材の活用促進を図

る 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・特定監理団体等の認定事務の開始 

（平成 27 年度） 

・本措置の対象となる外国人材の受入れ開始 

・制度推進実施機関による、特定監理団体及び受入企業に対する巡回指導等の

実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・建設分野における外国人材の活用に係る緊急措置に関する説明会を開催 

・制度推進実施機関による、特定監理団体及び受入企業に対する巡回指導等の

実施 

 

［今後の主な取組］ 

・制度推進実施機関による、特定監理団体及び受入企業に対する巡回指導等の

実施 

 

○大会に向けた各種建設工事における安全確保【厚生労働省】 

［大会に向けた課題］ 

・大会施設の安全かつ着実な整備 

・大会に向けた各種建設工事の安全確保 

 

［必要な対応］ 
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・協議会を通じた関係府省庁、発注者、建設団体、労働組合の連携 

・工事従事者への安全衛生教育及び施工業者への技術指導等の対策強化 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 27 年度） 

・「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会 大会施設工事安全衛生

対策協議会」を組織 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の大会施設工事における

安全衛生対策の基本方針」の策定 

・工事従事者への安全衛生教育の支援、工事現場への技術指導等の対策強化 

 

［今後の主な取組］ 

・「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の大会施設工事における

安全衛生対策の基本方針」に基づく安全衛生対策の徹底及び実施状況のフォ

ローアップ 

・安全衛生対策を情報発信し、建設技術者との情報共有や知見の交流を促進 

・工事従事者への安全衛生教育の支援、工事現場への技術指導等の対策強化 

 

○大会期間中に使用される無線局の円滑な運用の実現【総務省】 

［大会に向けた課題］ 

・大会期間中に使用される無線局の円滑な運用の実現 

 

［必要な対応］ 

・大会運営等に使用する無線局や海外報道機関等が持ち込む無線局と我が国の

既設無線局との周波数共用条件等に関する調査検討等 

・大会期間中に使用される無線局の円滑な運用の実現に向けた無線局免許・検

査、電波監視に関する体制等の整備 

 

［これまでの主な取組］ 

・「2020 年東京オリンピック/パラリンピック関連の無線局許認可に関する連絡

会」を設置 

・大会組織委員会が設置した「東京 2020 大会周波数調整委員会」に参画 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・平成 29 年度からの調査検討等の実施に向けた検討及び調整 

・大会運営等に使用する無線局や海外報道機関等が持ち込む無線局と我が国の

既設無線局との周波数共用条件等に関する調査検討に向けて、国民に対する

意見募集を実施 

 

［今後の主な取組］ 

・大会運営等に使用する無線局や海外報道機関等が持ち込む無線局と我が国の

既設無線局との周波数共用条件等に関する調査検討 
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・調査検討結果を踏まえた、共用のための干渉評価手法の確立 

・成果を踏まえた、我が国の既設無線局と共存可能な形での円滑な運用 

・大会期間中に使用される無線局の円滑な運用の実現に向けた無線局免許・検

査、電波監視に関する体制等の整備に向けた検討 

 

 

２．大会を通じた新しい日本の創造に向けて 

（１）大会を通じた日本の再生 

①被災地の復興・地域活性化 

○被災地と連携した取組の検討【内閣官房、復興庁等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会が復興の後押しとなるよう被災３県と連携した取組を検討、実施。具体

的には、被災地での聖火リレー、大会イベントの開催、事前キャンプの実施、

被災地の子供たちの大会への招待等について取組を推進 

・被災地での競技の開催 

・復興を成し遂げつつある被災地の姿を世界に向けて発信 

 

［必要な対応］ 

・地元自治体や都、大会組織委員会等が実施主体となって 3 県を中心に実施さ

れる様々なイベント等について幅広く発信 

・大会組織委員会が中心になって検討を進める聖火リレー等の取組への積極的

な参加、協力 

・被災地での競技開催の実現及び円滑な開催に向けた働きかけ 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・「被災地復興支援連絡協議会」に参画 

（平成 27 年度） 

・オリパラ担当大臣が福島県を訪問し、県知事と意見交換を実施 

・被災地を含めた地方での追加種目の試合の開催を行うよう、大会組織委員会

に対し要望 

・ホストタウンとして、宮城県２市町（仙台市、蔵王町）、福島県２市町（猪苗

代町、郡山市）を登録 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・被災自治体からの要望等も踏まえ、都知事に対し、被災地での競技開催、聖火

リレー等を要請 

・ホストタウンとして、岩手県の１市（盛岡市）、福島県の３市（福島市、会津

若松市、いわき市）を登録 

・復興庁と内閣官房が連携し、被災３県で、復興五輪についての意見交換会を

実施 

・「復興ポータルサイト」を開設。復興の情報とともに、被災地における大会に

関連するイベントや事前キャンプ等の情報発信を開始 
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・大会組織委員会において、持続可能性に配慮した調達コードが策定され、調

達の際の被災地の復興への配慮について明記 

 

［今後の主な取組］ 

・大会組織委員会、東京都、岩手県、宮城県、福島県等と構成する「被災地復興

支援連絡協議会」で、大会が復興の後押しとなるよう３県と連携した取組を検

討、実施するほか、関係機関と適切に連携し、イベント等の円滑かつ効果的な

実施等に協力 

・被災地からのきめ細かな意見聴取及びこれへの対応 

 

○ホストタウンの推進【内閣官房、総務省、外務省、文部科学省等】 

［大会に向けた課題］ 

・地域活性化等を推進するため、大会参加国・地域と人的・経済的・文化的な相

互交流を図る地方公共団体を「ホストタウン」として登録し、関係府省庁と連

携して、登録された団体の取組を支援 

・2020 年以降を見据えた取組の推進 

・登録件数及び相手国・地域の拡大 

 

［必要な対応］ 

・大会開催後を見据え、ホストタウン登録自治体に対し、目指すレガシーは何

かを長期的な視点に立って検討、計画を作成するよう要請（登録団体の計画は

ほかの参考にも資するよう公開） 

・全国各地の自治体や民間団体、大学等が主催する説明会等や、外務省が参加

するイベントへの参画、在京大使館との個別協議、海外の競技団体への協議等

による周知等の実施 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・自治体の活動状況把握・アンケート調査の実施 

（平成 27 年度） 

・全国知事会議においてオリパラ担当大臣からホストタウン構想の概要を説明

の上、公表 

・全国の都道府県・政令指定都市向けの説明会実施 

・推進要綱・公募要項等の全国への発出 

・ホストタウンの第一次登録申請の受付開始 

・第一次登録団体の公表（44 件） 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・第二次登録団体の公表（47 件） 

・第三次登録団体の公表（47 件） 

・地方自治体の国際交流、財政、地域振興、企画担当部局等に対してホストタウ

ン制度の啓発を実施 

 

［今後の主な取組］ 
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・登録団体の申請受付及び結果の公表 

・大会参加国・地域への周知等の実施 

・地方自治体の国際交流、財政、地域振興、企画担当部局等に対するホストタウ

ン制度の啓発の継続 

 

○対日直接投資の拡大に向けた我が国ビジネス環境の発信【経済産業省、文部科学

省等】 

［大会に向けた課題］ 

・2020 年に向け、地方部も含めた我が国の魅力的なビジネス環境を世界に発信

し、国際経済交流、対日投資を促進 

 

［必要な対応］ 

・大会に向けた対外情報発信の強化による外国企業等と日本企業のネットワー

ク化、経済交流の強化 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・対日直接投資推進会議において、ビジネス環境の改善についての「外国企業

の日本への誘致に向けた５つの約束」の決定 

（平成 27 年度） 

・ロサンゼルス、ニューヨークでの対日投資セミナーにおいて、総理・自治体首

長によるトップセールスを実施し、地方部も含めた日本の魅力を情報発信 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・対日直接投資推進会議において、ビジネス環境の改善についての「グローバ

ル・ハブを目指した対日直接投資促進のための政策パッケージ」を決定 

・ブリュッセル、ニューヨークでの対日投資セミナーにおいて、総理・自治体首

長によるトップセールスを実施し、地方部も含めた日本の魅力を情報発信 

・東京で対日投資フォーラム「INVEST JAPAN Forum 2016」を開催し、日本の中

小企業の持つポテンシャルの紹介や地域の中堅・中小企業と外資系企業との

提携成功事例の紹介等を行い、地方部も含めた日本国内における対日投資へ

の機運を醸成 

・日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）において、地域における外国企業誘致能力の

向上を目的に、自治体職員等を対象とした研修を実施 

 

［今後の主な取組］ 

・ラグビーワールドカップを含む事前キャンプ・ホストタウン相手国・地域等

と自治体との交流等を活用し、地方部の企業等と外国企業とのネットワーク

化を推進 

・自治体の首長等によるトップセールス等による情報発信 

・外国企業誘致に積極的な自治体及び地方経済産業局との連携 

・外国企業トップを招へいし、日本の投資環境の発信や外国企業と日本企業と

のマッチングイベントを実施 
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○東京都と連携した大会開催を契機とした全国の中小企業のビジネス機会拡大【内

閣官房、経済産業省等】 

［大会に向けた課題］ 

・東京都と連携した大会開催を契機とした全国の中小企業のビジネス機会の拡

大 

 

［必要な対応］ 

・大会開催に伴う経済効果を産業の持続的な成長につなげていくための取組の

実施 

・東京都をはじめとする協議会や経済団体との連携による中小企業のビジネス

機会の拡大 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 27 年度） 

・東京都と中小企業支援機関で構成される「中小企業世界発信プロジェクト推

進協議会」に国が参画 

・「中小企業世界発信プロジェクト推進協議会」において、全国の中小企業に広

く発注情報を提供するポータルサイト「ビジネスチャンス・ナビ 2020」構築

に向けた開発 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・「中小企業世界発信プロジェクト推進協議会」において、「ビジネスチャンス・

ナビ 2020」を稼働開始 

 

［今後の主な取組］ 

・東京都をはじめとする協議会や経済団体との連携により、中小企業の受注機

会の拡大、販路の開拓、新製品・新サービスの開発促進に向けた取組の実施 

 

②日本の技術力の発信 

○社会全体のＩＣＴ化の推進【総務省等】 

［大会に向けた課題］ 

・多言語音声翻訳対応の拡充 

・デジタルサイネージの普及拡大 

・オープンデータの利活用推進 

・放送コンテンツの海外展開による日本の魅力の発信 

・無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備 

・第５世代移動通信システム（５Ｇ）の実現 

・４Ｋ・８Ｋの推進 

・サイバーセキュリティの強化 

・都市サービスの高度化の実現 

・高度な映像配信サービスの推進 

 

［必要な対応］ 
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・多言語音声翻訳技術についての対象言語の拡大、翻訳精度の向上、将来の事

業化に向けた社会実証の実施 

・災害情報の一斉配信サービスや個人情報に応じた情報提供等を可能とするデ

ジタルサイネージの国内・国際標準化の推進 

・関係機関と連携し、2020 年に街全体で公共交通情報等のオープンデータを活

用できる環境の実現に向けた社会実証の実施 

・「クールジャパン戦略」、「ビジットジャパン戦略」、「地方の創生」等に資する

放送コンテンツの制作、発信等への支援 

・訪日外国人が利用可能な無料公衆無線ＬＡＮエリアの拡大、シームレスに Wi-

Fi 接続できる認証連携の仕組みの構築 

・５Ｇ実現に向けた研究開発・総合実証試験の推進等 

・４Ｋ８Ｋの推進のための関係者の連携体制の構築、技術的課題への対応、送

受信環境整備等 

・サイバーセキュリティ人材の育成等 

・交通系ＩＣカード等を活用して個人の属性に応じたサービス提供を可能とす

る共通クラウド基盤の構築、連携するサービス分野の拡大 

・高度映像配信サービスの普及拡大に向けた環境整備 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 26 年度） 

・放送事業者、観光業者、地場産業者、自治体等の関係者が幅広く協力し、日本

の魅力を発信する放送コンテンツを制作、発信等する取組への支援 

・「無料公衆無線ＬＡＮ整備促進協議会」を設置 

・観光や防災の拠点における無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う自治体等へ

の支援 

・「４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップ」の策定・公表 

・「情報セキュリティ アドバイザリーボード」の開催 

 

（平成 27 年度） 

・多言語音声翻訳システム構築に向けた研究開発、性能評価、実証等を実施 

・災害情報の一斉配信サービス等のためのデジタルサイネージ標準仕様の策定、

国際標準化に向けた取組を実施 

・大会情報や公共交通情報等のオープンデータを活用したアプリケーションの

開発等を促す環境を整備する実証を札幌で実施 

・放送事業者、観光業者、地場産業者、自治体等の関係者が幅広く協力し、日本

の魅力を発信する放送コンテンツを制作、発信等する取組への支援 

・無料公衆無線ＬＡＮの認証連携に向けた利用開始手続の簡素化の実証実験を

実施 

・観光や防災の拠点における無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う自治体等へ

の支援 

・産学官連携による「第５世代移動通信システム実現に向けた研究開発」を開

始、各国との連携推進等を実施 

・「４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップ」を改定・公表 



66 
 

・大会に向けた取組を含む今後のサイバーセキュリティ政策推進の方向性につ

いての「サイバーセキュリティ政策推進に関する提言」を取りまとめ 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・多言語音声翻訳システム構築に向けた研究開発、性能評価、実証等を実施 

・デジタルサイネージ標準仕様に基づく機能検証と国際標準化に向けた取組を

実施 

・訪日を検討している外国人旅行者に対し、各自治体等のオープンデータを活

用した観光情報の提供等を行うための実証を実施 

・放送事業者、観光業者、地場産業者、自治体等の関係者が幅広く協力し、日本

の魅力を発信する放送コンテンツを制作、発信等する取組への支援 

・観光や防災の拠点における無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う自治体等へ

の支援 

・５Ｇについての研究開発の拡充、国際連携の推進とともに、周波数確保に向

けた基本戦略を策定するため、情報通信審議会へ諮問 

・平成 30 年からの衛星による４Ｋ・８Ｋ実用放送の開始に向けた放送事業者認

定等のための制度整備、放送事業者の認定、番組中継装置にかかる技術的条件

について情報通信審議会へ諮問 

・大会の適切な運営に向けた人材育成などのサイバーセキュリティの強化に係

る取組を実施 

・属性情報と各種サービスを連携させる共通クラウド基盤の構築及び同基盤に

連携する多様なサービス実証 

・４Ｋ・８Ｋ等映像技術を活用した多様なコンテンツによる高度映像配信サー

ビスの有効活用、効果検証の実施 

 

［今後の主な取組］ 

・多言語音声翻訳システム構築に向けた実証等を実施 

・災害情報の一斉配信サービス等ためのデジタルサイネージ等の普及促進、国

際標準化に向けた取組を実施 

・公共交通情報提供のワンストップサービスの実現、オープンデータを活用し

たサービスの確立に向けた実証等を実施 

・日本の魅力を発信する放送コンテンツの海外展開の推進 

・無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う自治体等への支援、利用手続の簡素化

の推進 

・５Ｇについての研究開発・総合実証試験の推進、国際連携の強化、５Ｇ用周波

数の具体化といった取組を実施 

・４Ｋ・８Ｋを実現するための制度整備、放送事業者等の連携協力を図るため

の体制整備、技術的課題への対応等を実施 

・大会の適切な運営に向けた人材育成などのサイバーセキュリティの強化に係

る取組を実施 

・共通クラウド基盤の機能の高度化及びサービス提供事業者が同基盤を簡易に

利用するための仕組みの策定、社会実装に向けた取組の推進 

・高度映像配信サービスを一般市民が体験できる環境、ビジネスとして開始で

きる環境の整備、全国各地域への展開 
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○大会における最新の科学技術活用の具体化【内閣府等】 

［大会に向けた課題］ 

・2020 年に日本から世界に科学技術イノベーションの成果を発信する９つのプ

ロジェクトについての社会実装 

 

［必要な対応］ 

・着実な工程管理の実施 

・各プロジェクトの推進支援 

・実用化を想定し各プロジェクトの研究開発の取組状況・成果を発信 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 26 年度） 

・大会に向けた科学技術イノベーションの取組に関するタスクフォース、推進

会議の設置・開催 

・大会に向けた科学技術イノベーションの取組について、９つのプロジェクト

を設定し、各プロジェクトに関する「実施計画書」（各プロジェクトの取組内

容や工程表）を策定 

  （平成 27 年度） 

・推進会議において各プロジェクトからの進捗状況の報告と実施計画書の改訂 

・実施計画書をもとに民間企業にも声かけを行い、大会での活用イメージを踏

まえて具体的取組を整理した「事業計画」を策定 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・推進会議において各プロジェクトからの進捗状況の報告と事業計画書の改訂 

・各プロジェクトの推進工程管理と支援 

・計画を踏まえた各プロジェクトに関する研究開発や規制改革等の推進の支援 

・プロジェクトへの民間企業等の参入の支援 

・科学技術の適用に向けた各技術の実証実験の支援 

・実用化を想定し各プロジェクトの研究開発の取組状況・成果を発信 

 

［今後の主な取組］ 

・推進会議において各プロジェクトからの進捗状況の報告と事業計画書の改訂、

プロジェクト結果の報告 

・各プロジェクトの推進工程管理と支援 

・計画を踏まえた各プロジェクトに関する研究開発や規制改革等の推進の支援 

・プロジェクトへの民間企業等の参入の支援 

・科学技術の適用に向けた各技術の実証実験の支援 

・実用化を想定し各プロジェクトの研究開発の取組状況・成果を発信 

・各プロジェクトの社会実装を実現する施策の支援 

・大会開催中において会場や東京都、日本各地で最新の科学技術イノベーショ

ンを用いたサービス等を提供し、選手のパフォーマンス向上や来訪者の利便

性向上、安全・安心な滞在等に資するほか、最新の科学技術が課題を解決した

社会を世界に発信 



68 
 

 

○自動走行技術を活用した次世代都市交通システム【内閣府等】 

［大会に向けた課題］ 

・自動走行技術を活用した次世代都市交通システム（ＡＲＴ：Advanced Rapid 

Transit)の実用化 

・高齢者や車いすの方々を含め、誰もが快適に利用できるユニバーサルな交通

インフラを実現するための技術開発 

・周辺の交通への影響等も考慮しながら公共車両を優先する信号制御システム

などの各技術を統合することで安定した定時運行を実現するための技術開発 

 

［必要な対応］ 

・自動運転技術を活用し、最適な加減速制御をしながらバス停に隙間なくバス

を停車させる技術の開発 

・正着制御技術や公共車両優先システム(ＰＴＰＳ: Public Transportation 

Priority Systems)を用いた運用技術等を実証実験で検証し、社会実装を実現 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 26 年度） 

・次世代都市交通システムに必要となる技術要件の整理 

  （平成 27 年度） 

・正着制御技術、最適加減速技術、公共車両優先システムを用いた運用技術等

の基礎研究を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・正着制御技術、最適加減速技術、公共車両優先システムを用いた運用技術等

の基礎研究を継続しつつ、ＡＲＴ情報センターの研究開発など社会実装に向

けた取組を実施 

・内閣府、東京都と関係者で今後の協力に関する覚書を締結（東京都では、平成

28 年４月、「都心と臨海副都心とを結ぶＢＲＴに関する事業計画」を策定） 

 

［今後の主な取組］ 

・正着制御技術等の社会実装に向けた大規模実証実験 

・「都心と臨海副都心とを結ぶ ＢＲＴに関する事業計画」に基づくＢＲＴ運行

会社による運行 

 

○先端ロボット技術によるユニバーサル未来社会の実現【文部科学省等】 

［大会に向けた課題］ 

・会場に近接地域等を中核とし、パーソナルモビリティ、超臨場感映像技術、デ

ジタルサイネージ、多言語翻訳、案内ロボット等の先端ロボット技術の体験フ

ィールドを構築 

・上記の実施主体・実施場所の具体化 

 

［必要な対応］ 
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・地方自治体の主体性を重視しつつ、2020 年に向けて体験フィールド構築を推

進 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 27 年度） 

・ユニバーサル未来社会推進協議会の設置 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・ユニバーサル未来社会推進協議会に「千葉市幕張新都心ワーキンググループ」、

「渋谷超福祉ワーキンググループ」を設置 

 

［今後の主な取組］ 

・ユニバーサル未来社会推進協議会を定期的に開催 

・平成 29 年に開催される「ロボカップ 2017 名古屋世界大会」において、関係

自治体と連携しつつ、2020 年の先端ロボット技術のショーケース化に向けた

課題の抽出等を実施 

・あらゆる生活空間でロボットが活躍するユニバーサル未来社会の実体験の機

会を台場及び青海地域等において提供 

    

 

○高精度衛星測位技術を活用した新サービス【内閣府、経済産業省等】 

［大会に向けた課題］ 

・宇宙利用がもたらす未来社会のショーケースとして大会の機会を活用した最

新の宇宙技術の社会実装 

 

［必要な対応］ 

・最新の宇宙技術の社会実装に向け、ＩＴ等の関連政策と連携した先導的な社

会実装実験を平成 31 年度に行うための取組の推進 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 27 年度） 

・高精度衛星測位技術を実現する準天頂衛星システムの開発・整備の推進 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・高精度衛星測位技術を実現する準天頂衛星システムの開発・整備の推進 

 

［今後の主な取組］ 

・高精度衛星測位技術を活用した新サービスとして、観光分野や健康・スポー

ツ分野等での実証実験の検討 

・実証実験の実施 

・大会開催に期間に向け、成果を社会実装 

 

○義肢装具等の先端技術の発信【厚生労働省等】 

［大会に向けた課題］ 
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・パラリンピック開催前年の平成 31 年に神戸市で開催される「国際義肢装具協

会世界大会」を活用した、我が国の義肢装具・リハビリ工学に係る技術力の発

信等 

 

［必要な対応］ 

・「国際義肢装具協会世界大会」に向けた準備への必要な協力・支援の実施 

・併設イベントに向けた準備への必要な協力・支援の実施 

 

［これまでの主な取組］ 

・「国際義肢装具協会世界大会」誘致に際し、総理及び関係大臣等名の招請状を

発出するなどの支援の実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・「国際義肢装具協会世界大会」に向けた準備への必要な協力・支援の実施 

・併設イベントに向けた準備への必要な協力・支援の実施 

 

［今後の主な取組］ 

・「国際義肢装具協会世界大会」に向けた準備への必要な協力・支援の実施 

・併設イベントに向けた準備への必要な協力・支援の実施 

 

○分散型エネルギー資源の活用によるエネルギー・環境課題の解決【経済産業省、国

土交通省、環境省等】（再掲） 

 

○都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクトの推進【環境省】 

［大会に向けた課題］ 

・小型家電から抽出されたリサイクル金属から大会の入賞メダルを作製するプロ

ジェクトに積極的に協力し、オリンピック・パラリンピック競技大会史上初の

リサイクルメダルを実現する 

 

［必要な対応］ 

・小型家電の回収量拡大に向けた取組の支援 

・自治体・国民に対するプロジェクトへの参加呼びかけ 

 

［これまでの主な取組］ 

・市町村の回収ボックスの設置や、優良事例の共有等の支援を実施 

・動画展開や教育ツールを活用した小型家電リサイクル制度の広報普及 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・市町村に対し、小型家電の適切な回収方法を提案する支援事業を実施 

・小売店と協力した広報、学校教育と連携した普及啓発を実施 

 

［今後の主な取組］ 

・リサイクルメダルの作製に資する効率的な回収方法、取組事例等を全国で共

有し、小型家電リサイクル制度の定着につなげる 
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・市町村の小型家電の回収体制の構築支援を実施するとともに、普及啓発活動

の実施 

 

③外国人旅行者の訪日促進 

○「2020 年オリンピック・パラリンピック」後も見据えた観光振興【内閣官房、観

光庁等】 

［大会に向けた課題］ 

・開催国としての国際的注目度をいかした日本の観光ブランドイメージの確立

や、在外公館等も活用した我が国の各地域の多様な魅力の世界への発信 

・広域観光周遊ルートの世界水準への改善等を通じた開催効果の地方への波及 

 

［必要な対応］ 

・海外著名人による地域の多様な文化体験等の映像を海外主要局で配信する等

による、質の高い訪日観光ブランドイメージの確立と戦略的な展開 

・訪日外国人旅行者の地方誘客に資するテーマ・ストーリーを持った広域観光

周遊ルートの形成を促進 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 27 年度） 

・ラグビーワールドカップ 2015 イングランド大会を好機と捉え、ジャパンパビ

リオンにおいて、官民一体となって日本の魅力を世界に発信する「PRESENTING 

JAPAN」を開催 

・全国７つの広域観光周遊ルートを認定し、具体的なモデルコースの策定を進

め海外へ発信する等の地域の取組を支援 

・一般の旅行者が必要とする情報（宿泊やアクティビティ、散策コースなど）を

充実させた「国立公園へ出かけよう！」ホームページを開設 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・リオデジャネイロ大会で開催された日本ＰＲイベント「TOKYO 2020 JAPAN 

HOUSE」において、日本各地の観光魅力を発信 

・海外のメダリストが日本の観光地を体験する映像を作成し、海外の主要テレ

ビネットワークで放映 

・外国メディアが無料で映像、画像を入手できる映像・画像プラットフォーム

を構築 

・全国４つの広域観光周遊ルートを新たに認定し、具体的なモデルコースの策

定を進め海外へ発信する等の地域の取組を支援 

・国立公園公式ＳＮＳ（インスタグラムと Facebook）を開設 

・海外に向けたアイヌ文化等の情報発信方策を検討するとともに、民族共生象

徴空間ＰＲポスターの作成、空港等におけるアイヌ工芸品等の展示拡充等、普

及啓発を実施 

 

［今後の主な取組］ 



72 
 

・質の高い訪日観光のブランドイメージを確立し、滞在期間の長い欧米豪市場

を中心に新たな需要を掘り起こすとともに、欧米豪を中心とした富裕層市場

の開拓により消費拡大を目指す 

・ラグビーワールドカップ 2019 開催の機会を活用した情報発信を実施 

・広域観光周遊ルートの形成を促進するため、策定したモデルコースを中心に、

地域の観光資源をいかした滞在コンテンツの充実、ターゲット市場へのプロ

モーション等の地域における外国人旅行者の周遊促進の取組を支援 

・国立公園について、より効果的・戦略的な情報発信を実施 

・アイヌ文化の復興等を促進するため、100 万人の来場者実現に向けた民族共生

象徴空間を 2020 年までに整備するなど、アイヌ文化の魅力を発信 

 

○水辺環境の改善【国土交通省】 

［大会に向けた課題］ 

・大会開催に向け、外国人を迎え入れる東京の顔としての水辺環境の改善を推

進する必要 

 

［必要な対応］ 

・河川敷地占用許可準則の緩和等を活用しつつ、テラス整備等の水辺の動線確

保によるまちづくりと一体となった水辺環境の改善等を支援 

・東京都と連携した会場周辺等の快適でにぎわいのある水辺空間の創出や舟運

の活性化に関する取組を一体的に推進し、大会開催に向けて短期的かつ集中

的に水辺環境を改善 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 27 年度） 

・東京都と連携した会場周辺等の快適でにぎわいのある水辺空間の創出や舟運

の活性化に関する取組の一体的な推進について検討を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・東京都と連携した会場周辺等の快適でにぎわいのある水辺空間の創出や舟運

の活性化に関する取組を一体的に推進 

・河川敷地占用許可準則の緩和等を活用しつつ、テラス整備等の水辺の動線確

保によるまちづくりと一体となった水辺環境の改善等を支援 

 

［今後の主な取組］ 

・東京都と連携した会場周辺等の快適でにぎわいのある水辺空間の創出や舟運

の活性化に関する取組を一体的に推進する中で、民間事業者等様々な関係者

による主体的な取組を促す 

 

○空港アクセス等の改善【国土交通省】（再掲） 

○道路輸送インフラの整備【国土交通省等】（再掲） 

○多言語対応の強化【内閣官房、観光庁等】（再掲） 

○無料公衆無線ＬＡＮ【総務省、観光庁等】（再掲） 

○宿泊施設の供給確保に向けた対策【観光庁、厚生労働省、内閣府】（再掲） 
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○医療機関における外国人患者受入れ環境整備【厚生労働省、観光庁】（再掲） 

○外国人来訪者等への救急・防災対応【総務省】（再掲） 

○国際都市にふさわしい景観創出等のための無電柱化の推進【国土交通省等】（再掲） 

○外国人を含む全ての大会来訪者がストレスなく楽しめる環境整備【経済産業省】

（再掲） 

○スポーツ・文化・ワールド・フォーラムの開催【文部科学省等】 

○社会全体のＩＣＴ化の推進【総務省等】 

○文化を通じた機運醸成【内閣官房、文部科学省等】（後掲） 

○文化プログラムの推進【内閣官房、文部科学省、外務省、厚生労働省等】（後掲） 

○クールジャパンの効果的なＰＲの実施【内閣府、経済産業省等】（後掲） 

○和食・和の文化の発信強化【内閣官房、農林水産省等】（後掲） 

 

 

（２）日本文化の魅力の発信 

○文化を通じた機運醸成【内閣官房、文部科学省等】 

［大会に向けた課題］ 

・我が国の地域色豊かで多様性に富む文化を通じて、日本全国での大会機運を

醸成するとともに、大会の効果を全国津々浦々まで波及させるため、2020 年

に向けて日本の魅力を発信 

 

［必要な対応］ 

・2020 年以降を見据えたレガシー創出に資する文化プログラムを「beyond2020

プログラム」として認証することで、関係機関が一体となって推進 

・認証の要件を多言語、バリアフリー等に配慮した日本文化の魅力発信事業と

することで、共生社会の実現や外国への魅力発信に繋がる事業を認証 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 27 年度） 

・関係府省庁、東京都、大会組織委員会を構成員とする「2020 年東京オリンピ

ック・パラリンピック競技大会に向けた文化を通じた機運醸成策に関する関

係府省庁等連絡・連携会議」を設置 

・次世代に誇れるレガシー創出に資する文化プログラムを「beyond2020 プログ

ラム」として認証し、日本全国へ展開することを決定 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・「beyond2020 プログラム」の認証に係るガイドラインを決定、ロゴマークを発

表し、認証を開始 

・関係府省庁等連絡・連携会議の下に、2020 年に向けた文化プログラムを構成

する事業の実施についての関係機関相互の調整を目的として、事業実施推進

委員会を設置 

・オリパラ基本方針推進の重点分野として、大会の機運醸成に向けて特別に実

施される要素（多言語対応・バリアフリー対応等）を含む文化イベントについ

て試行プロジェクトを実施 
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［今後の主な取組］ 

・試行プロジェクトを実施 

・「beyond2020 プログラム」の認証を行うことができる組織を関係府省庁、都道

府県等に随時拡大 

・全国各地で「beyond2020 プログラム」に認証された文化プログラムを展開 

 

○文化プログラムの推進【内閣官房、文部科学省、外務省、厚生労働省等】 

［大会に向けた課題］ 

・文化芸術立国の実現に向け、大会開催の機会をいかし、地域の文化芸術活動

への支援等を通じて多様な文化芸術の発展や文化財の活用、文化プログラム

の推進を図る 

 

［必要な対応］ 

・関係府省庁、大会組織委員会、地方自治体が一体となって文化振興の機運を

醸成 

・全国各地の文化プログラムや文化施設等に関する情報を集約し、国内外に発

信する文化情報のデータベースの構築に向けた調査研究の実施 

・各認定プログラムにおいて海外事業の認定及びロゴの使用を可能にするため

の対応 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 27 年度） 

・「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第４次）」（平成 27 年５月閣議決定）

において、リオデジャネイロ大会後の終了後から、オリンピック・パラリンピ

ック・ムーブメントを国際的に高めるための取組を行い、文化プログラムの実

施に向けた機運の醸成を図ることを明記 

・文化プログラム推進に向けた機運を醸成するためのシンポジウムを、松本市、

京都市、東京都・上野において開催 

・関係府省庁、東京都、大会組織委員会を構成員とする「2020 年東京オリンピ

ック・パラリンピック競技大会に向けた文化を通じた機運醸成策に関する関

係府省庁等連絡・連携会議」を設置（再掲） 

・次世代に誇れるレガシー創出に資する文化プログラムを「beyond2020 プログ

ラム」として認証し、日本全国へ展開することを決定（再掲） 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・リオデジャネイロ大会終了後にスポーツ・文化・ワールド・フォーラムを開催

し、機運醸成に向けた多彩な文化プログラムを実施、関係府省庁（内閣官房、

内閣府、文化庁）、大会組織委員会、地方自治体（京都府・京都市）の連名に

より、2020 年に向け、文化振興の機運を高め、文化による国づくりに一丸と

なっていくことを宣言（「2020 年を見据えた文化による国づくりを目指して

（京都宣言）」 

・文化プログラム推進に向けた機運を醸成するためのシンポジウムを、新潟市、

宇都宮市、大阪市において開催 

・「beyond2020 プログラム」の認証を開始（再掲） 
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・全国都道府県・指定都市文化担当課長会議を開催し、文化プログラムの推進

に向けて周知 

 

［今後の主な取組］ 

・海外事業の認定及びロゴの使用が可能になるよう対応した上で、海外での文

化プログラムを推進 

・関係府省庁や地方自治体等の連携関係を強化し、全国各地での文化プログラ

ムを推進 

・文化プログラムの推進に資する戦略的な事業を実施するとともに、文化情報

のデータベース化を図り文化プログラムの発信を強化 

・明治 150 年関連施策とも連動した文化プログラムの推進 

・大会組織委員会の実施する東京 2020 フェスティバルとも連動した文化プログ

ラムを推進 

・文化プログラム推進に向けた機運を醸成するためのシンポジウムを、全国３

か所程度で開催予定 

 

○クールジャパンの効果的なＰＲの実施【内閣府、経済産業省等】 

［大会に向けた課題］ 

・クールジャパン推進に係る取組をより効果的なものとするため、単発ではな

く、官民連携や異業種連携により実施 

・日本の多様な魅力を海外に向け在外公館等を活用して発信しつつ、外国語で

情報発信している政府関係機関や民間事業者同士の連携強化のためのネット

ワークの構築 

・大会開催にあわせたクールジャパンの効果的な発信の在り方の検討 

 

［必要な対応］ 

・「クールジャパン官民連携プラットフォーム」の取組を活性化し、官民連携や

異業種連携の強化 

・クールジャパンの情報発信や人材育成、産業創出に取り組む拠点（クールジ

ャパン拠点）の構築や拠点間連携、クールジャパン産業を担う人材の育成・集

積等、基盤構築・強化についての関係府省庁一体となった取組 

・大会開催前や開催中における国内外の注目が集まるイベントや展示会等の活

用による日本の魅力の海外への発信 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 26 年度） 

・「クールジャパン発信力強化のためのアクションプラン」（平成 25 年５月）に

基づき、関係府省庁が一体となってクールジャパン推進に係る取組を実施 

・クールジャパン戦略の深化を目的に官民有識者を構成員とする「クールジャ

パン戦略推進会議」を設置、我が国の経済成長に資するクールジャパン戦略の

策定に向けて議論 

・Web サイトやイベントを通じて外国語で日本の魅力を情報発信 

  （平成 27 年度） 
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・「クールジャパン戦略推進会議」の検討結果を「クールジャパン戦略官民協働

イニシアティブ」として取りまとめ、同イニシアティブの進捗状況をフォロー

アップ 

・大会開催期間中に該当する７～８月に開催されるファッションやデザインを

はじめとする既存のイベントや展示会に海外有力メディア等を呼び、日本の

魅力を発信するよう働きかけ 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・「クールジャパン戦略官民協働イニシアティブ」を含めた関係府省の取組をフ

ォローアップ 

・クールジャパン拠点の構築や連携・ネットワーク化を後押しすることを目的

として、「クールジャパン拠点構築検討会」を設置、「中間とりまとめ」を策定 

・経済対策として、クールジャパン拠点の連携方策に関する調査を行う「クー

ルジャパン拠点連携実証事業」を実施 

・クールジャパン産業を担う人材の育成・集積の在り方及び方策について検討

するため、「クールジャパン人材育成検討会」を設置 

・大会開催期間中に該当する７～８月に開催されるファッションやデザインを

はじめとする既存のイベントや展示会に海外有力メディア等を呼び、日本の

魅力を発信するよう働きかけ 

・「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本の食文化の

発信に係る関係省庁等連絡会議」において、選手村やホテル等で、クールジャ

パン商材の納入を目指した取組を紹介 

・日本各地の歴史・文化的な背景に基づく感性に訴えかける価値を検討すると

ともに、こうした価値観を世界に広めるため、「世界が驚く日本」研究会を設

置 

 

［今後の主な取組］ 

・クールジャパン拠点の連携・ネットワーク化に係る方策やノウハウ等を取り

まとめ、全国に発信・展開 

・クールジャパン分野における必要な人材像を明確化した上で、そうした人材

を育成・集積するために必要な取組等を検討 

・各種会議の取りまとめ結果を踏まえた施策等を着実に実施 

・大会開催期間中に該当する７～８月及び大会期間中に開催されるファッショ

ンやデザインをはじめとする既存のイベントや展示会に海外有力メディア等

を呼び、日本の魅力を発信するよう働きかけ 

・プレ大会・プレイベントと連動したイベントの集中開催を検討 

 

○和食・和の文化の発信強化【内閣官房、農林水産省等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会関係施設等で提供される食事における日本食・国産食材の活用を通じた

日本の食文化の発信 

・競技施設等での国産の花、木材、畳等の活用 

・大会を契機とした農山漁村への宿泊、日本ならではの伝統的な生活体験、人々

との交流の促進 
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・大会関係施設等の食堂等における食品ロスの削減、食器等の環境配慮製品の

活用 

 

［必要な対応］ 

・大会関係施設等における日本食の提供や国産食材の活用に向けた取組、大会

時における日本食・食文化の発信等を推進 

・競技施設等での国産の花、木材、畳等の活用に向けた取組の推進 

・インバウンド需要を農山漁村に呼び込む農泊をビジネスとして実施するため

の取組の推進、関係府省庁と連携したプロモーションの強化 

・大会に向けた食品ロス削減の普及・啓発を推進 

・大会関係施設等の食堂等における食品ロスの削減、食器等の環境配慮製品の

活用に向けた情報収集及び発信 

 

［これまでの主な取組］ 

  （平成 26 年度） 

・施設等への木材利用の促進に向けて、国、東京都、大会組織委員会で構成する

連絡調整会議を開催 

・食品ロス削減国民運動による食品ロス削減を普及・啓発 

  （平成 27 年度） 

・施設等への木材利用の促進に向けた連絡調整会議を開催 

・関係府省庁、東京都、大会組織委員会が密接に連携するため、「2020 東京オリ

ンピック・パラリンピック競技大会における木材利用等に関するワーキング

チーム」を設置（畳の活用についても紹介） 

・大会組織委員会が整備する競技会場等において木材利用を推進するよう要請。 

・大会組織委員会の要請を受け、「持続可能性に配慮した調達コード（第一版）」

の策定のための検討に協力 

・森林認証材の安定的・効率的な供給の協力を呼びかけ 

・「オリンピック・パラリンピック花き供給安定マニュアル」及び「ビクトリー

ブーケの輸送条件等の実証マニュアル」を作成、必要な量の花きを安定的に供

給する方策を公表 

・食品ロス削減国民運動による食品ロス削減を普及・啓発 

・食品リサイクル法の基本方針で、外食産業における食品廃棄物の発生抑制を

はじめとする再生利用等実施率の目標値を 50％に上方修正 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本の食文化の

発信に係る関係省庁等連絡会議」を設置し、政府と関係機関の連携体制を整

備。選手村等での日本食の提供や国産食材の活用、大会時の日本食・食文化の

発信のための課題や方策等を検討 

・大会組織委員会の要請を受け、「持続可能性に配慮した調達コード（第一版）」

の策定のための検討会に参加。大会組織委員会において、持続可能性に配慮し

た農産物の調達基準等を策定 

・大会組織委員会の要請を受け、「飲食提供に係る基本戦略」の策定のための検

討会に参加 
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・木材利用等に関するワーキングチームを開催 

・森林認証材の安定的・効率的な供給の協力を呼びかけ 

・「和の空間」、絹製品や国産花きの活用イメージ等を大会組織委員会に説明し、

意見交換を実施 

・シンポジウム等を通じ、食品関連事業者・地方自治体・消費者への食品ロス削

減を普及・啓発 

・外食における食品廃棄物の発生抑制やリサイクルを促進するためのマニュア

ルを作成 

 

［今後の主な取組］ 

・日本の食文化の発信に係る関係省庁等連絡会議で検討した内容を踏まえ、大

会関連施設等において、日本食・食文化のＰＲを実施 

・木材利用等に関するワーキングチームで引き続き検討し、必要な対応を実施 

・大会組織委員会の要請に応じて「飲食提供に係る基本戦略」の策定等への検

討に参加するとともに、発注者への情報提供を実施 

・森林認証材の安定的・効率的な供給の協力を呼びかけ 

・インバウンド需要を農山漁村に呼び込む農泊をビジネスとして実施するため

の取組の推進、関係省庁と連携したプロモーションの強化 

・「和の空間」、畳、絹製品、国産花きの魅力を発信するとともに、供給体制の整

備、具体的な活用方法等を検討し、大会組織委員会に提案 

・シンポジウム等を通じ、食品関連事業者・地方自治体・消費者への食品ロス削

減を普及・啓発 

・大会関係施設等の食堂等における食品ロスの削減、食器等の環境配慮製品の

活用に向けた情報収集、発信と対応の検討 

 

○スポーツ・文化・ワールド・フォーラムの開催【文部科学省等】（再掲） 

 

 

（３）スポーツ基本法が目指すスポーツ立国の実現 

○スポーツを「する」「みる」「ささえる」スポーツ参画人口の拡大と、そのための人

材育成・場の充実【文部科学省】 

○スポーツを通じた活力があり絆の強い社会の実現【文部科学省】 

［大会に向けた課題］ 

・ライフステージに応じたスポーツ活動への参画推進によるスポーツ実施率の

向上 

・地域における多様なスポーツ資源を活用したスポーツを通じた健康増進や地

域活性化、スポーツの成長産業化の推進 

 

［必要な対応］ 

・ライフステージに応じたスポーツ活動の推進及びそのための環境整備 

・スポーツを通じた共生社会等の実現、経済・地域の活性化 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 
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・学校と地域における子供のスポーツ機会の充実や住民が主体的に参画する地

域のスポーツ環境の整備等を通じた地域・学校等におけるスポーツ活動の推

進 

（平成 27 年度） 

・学校と地域における子供のスポーツ機会の充実や住民が主体的に参画する地

域のスポーツ環境の整備等による、地域・学校等におけるスポーツ活動の推

進 

・スポーツを通じた健康な都市づくりや地域スポーツコミッションへの活動支

援等による、スポーツによる地域活性化の推進 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・学校と地域における子供のスポーツ機会の充実や住民が主体的に参画する地

域のスポーツ環境の整備等による、地域・学校等におけるスポーツ活動の推

進 

・スポーツを通じた健康な都市づくりや地域スポーツコミッションへの活動支

援等による、スポーツによる地域活性化、スポーツの成長産業化の推進 

・文化庁・観光庁と連携した、スポーツと文化芸術を掛け合わせた観光資源創

出の推進 

 

［今後の主な取組］ 

・スポーツ参画人口の拡大 

・スポーツ環境の基盤となる「人材」と「場」の充実 

・スポーツを通じた共生社会等の実現 

・スポーツを通じた経済・地域の活性化 

 

○障害者スポーツの普及促進【文部科学省】 

［大会に向けた課題］ 

・障害者のスポーツ実施率の向上 

 

［必要な対応］ 

・地域におけるスポーツ担当部局・団体と障害者福祉部局・団体との連携・協働

体制構築の促進及び障害者スポーツを総合的に振興する体制整備の推進 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・スポーツ振興の観点から行われる障害者スポーツに関する事業の厚生労働省

から文部科学省への移管 

・障害の種類や程度に応じ、健常者と障害者が一体となってスポーツ・レクリ

エーション活動を主体的に行うための実践研究の実施 

（平成 27 年度） 

・地域における障害者の継続的なスポーツ参加に向けた環境整備の実施及びス

ポーツ参加における障壁に関する調査分析の実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 
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・地域における障害者の継続的なスポーツ参加に向けた環境整備の実施及びス

ポーツ参加における障壁に関する調査分析の実施 

・地域における障害者スポーツの拠点となることが期待される特別支援学校等

を有効に活用するための実践事業の実施 

 

［今後の主な取組］ 

・地方公共団体と関係団体における連携強化、普及ノウハウの確立に向けた取

組の文部科学省による一体的な実施 

・地域における障害者の継続的なスポーツ参加に向けた環境整備の実施及びス

ポーツ参加における障壁に関する調査分析の実施 

 

○競技力の向上【文部科学省】（再掲） 

○強化・研究拠点の在り方【文部科学省】（再掲） 

○国内アンチ・ドーピング活動体制の整備【文部科学省等】（再掲） 

○新国立競技場の整備等【内閣官房、文部科学省等】（再掲） 

○Sport for Tomorrow プログラムの実施【文部科学省、外務省】（再掲） 

○国内のオリンピック・パラリンピック・ムーブメントの普及【文部科学省】（再掲） 

 

    

（４）健康長寿・ユニバーサルデザインによる共生社会の実現 

①大会を弾みとした健康増進・受動喫煙防止 

○受動喫煙防止対策の推進【厚生労働省、内閣官房等】 

［大会に向けた課題］ 

・健康増進の観点に加え、近年のオリンピック・パラリンピック競技大会開催

地における受動喫煙防止対策の状況を踏まえた、公共の場における受動喫煙

防止対策の強化 

 

［必要な対応］ 

・受動喫煙対策を徹底するための健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）の改正 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・大使館を通じたオリンピック・パラリンピック競技大会開催地及び開催予定

地の受動喫煙防止対策の状況に関する調査の実施 

（平成 27 年度） 

・大使館を通じたオリンピック・パラリンピック競技開催地及び開催予定地の

受動喫煙防止対策の状況に関する再調査の実施 

・政府における受動喫煙防止対策強化検討チームを立ち上げ 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・平成 28 年 10 月、「受動喫煙防止対策の強化について（たたき台）」を公表し、

関係団体からのヒアリングの実施 

・平成 29 年３月、受動喫煙対策の強化についての「基本的な考え方の案」を公

表 



81 
 

 

［今後の主な取組］ 

・法案提出に向けた準備 

 

○ スポーツを「する」「みる」「ささえる」スポーツ参画人口の拡大と、そのための

人材育成・場の充実【文部科学省】（再掲） 

○スポーツを通じた活力があり絆の強い社会の実現【文部科学省】（再掲） 

 

②ユニバーサルデザイン・心のバリアフリー 

○大会に向けたアクセシビリティの実現【内閣官房等】 

［大会に向けた課題］ 

・Tokyo2020 アクセシビリティ・ガイドラインで規定された水準のバリアフリー

化の実現 

 

［必要な対応］ 

・新国立競技場をはじめとする国の所管する競技会場におけるバリアフリー化

の推進 

・大会で使用するそのほかの競技会場やアクセス経路等について、大会組織委

員会等と連携したバリアフリー化の実現 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・アクセシビリティ協議会の設置 

（平成 27 年度） 

・構造物の設計段階で必要な項目等の基準をハードにおける暫定基準としてと

りまとめ、ＩＰＣによる承認 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・Tokyo2020 アクセシビリティ・ガイドラインのＩＰＣによる承認 

 

［今後の主な取組］ 

・個別の競技会場及びアクセシブルルート選定及び整備の実施 

・競技会場等の設備設計や情報発信・観客誘導等の大会運営への反映に向けた

ガイドラインの周知 

・公共交通を含めたアクセス経路におけるバリアフリー化や関係者による心の

バリアフリーの実現に向けた働きかけの実施 

 

○大会を契機としたユニバーサルデザイン・心のバリアフリーの推進【内閣官房、内

閣府、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土

交通省、環境省等】 

［大会に向けた課題］ 

・大会を契機とした全国におけるユニバーサルデザインの街づくりや心のバリ

アフリーの実現 

・国民公園における施設のユニバーサルデザイン化、恒久化 
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［必要な対応］ 

・障害者に関する施策の検討及び評価に当たり、障害者が委員等として参画 

・2020 年度以降順次実施される次期学習指導要領に基づく指導や教科書等の充

実、交通・観光・流通・外食業界等における全国共通の接遇マニュアル等の策

定・普及等を通じた全国における心のバリアフリーの展開 

・交通バリアフリー基準・ガイドラインの改正、「高齢者、障害者等の円滑な移

動等に配慮した建築設計標準」改正等を通じたユニバーサルデザインの街づ

くり 

・2020 年に向けたこれら取組の実効性担保のための継続的な仕組みとして障害

者等を過半とする評価会議による実施状況の確認・評価 

・外国人、障害者等あらゆる国民公園来園者の利用を想定した施設のユニバー

サルデザイン化等の実施 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・国民公園における園路再整備、誘導標識・パンフレットの多言語化 

（平成 27 年度） 

・ユニバーサルデザイン 2020 関係府省等連絡会議及び有識者や障害当事者団体

等からなる分科会の設置並びに分科会におけるテーマごとの専門検討の実施

（平成 28 年 12 月まで計 12 回） 

・国民公園におけるバリアフリールートの改修、段差解消、案内等へのピクト

グラムの設置、バリアフリーマップの作成及びホームページへの掲載 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・ユニバーサルデザイン 2020 関係閣僚会議の設置（ユニバーサルデザイン 2020

関係府省等連絡会議を格上げ）及び同会議におけるユニバーサルデザイン

2020 行動計画の決定 

・公共交通施設や車両に関わる移動等円滑化基準及びバリアフリーガイドライ

ンの改正に向けた検討 

・「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」の改正 

・心のバリアフリーの啓発に向けた、児童・生徒を対象とする車椅子体験教室

の開催及び障害者やスポーツチームやパラリンピック選手を講師とする人権

教室の実施 

・国民公園におけるトイレやバリアフリールートの改修、段差解消、案内等標

識の多言語化設計及び一部改修等の実施 

 

［今後の主な取組］ 

・障害当事者等を過半とする評価会議による、関連施策の実施状況の確認・評

価及びその結果を踏まえた改善の実施 

・接遇を行う業界における全国共通の接遇マニュアルの策定及び同マニュアル

の普及、研修の実施 

・公共交通施設や車両に関わる移動等円滑化基準及びバリアフリーガイドライ

ンの改正 
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・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91

号。以下「バリアフリー法」という。）を含む関係施策についてそのスパイラ

ルアップを図るための検討 

・全国における障害者等を支援する意思を持つ者が統一のマークを着用し、そ

のマインドを見えるかする仕組みの創設・運用 

・次期学習指導要領を踏まえた指導や教科書等の充実 

・法務省の人権擁護機関と民間事業者等との連携による心のバリアフリーに向

けた啓発活動の実施 

・国民公園のユニバーサルデザイン化・恒久化に向けた各施設等の継続的な整

備の実施 

 

○バリアフリー対策の強化【国土交通省等】 

［大会に向けた課題］ 

・ユニバーサルデザインの街づくりの実現 

・心のバリアフリーの実現 

 

［必要な対応］ 

・ユニバーサルデザイン 2020 行動計画に基づく、交通バリアフリー基準・ガイ

ドラインの改正や「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標

準」の改正、交通・観光分野における全国共通の接遇マニュアルの策定・普及

等の取組の着実な実施 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・１日の乗降客数が 3,000 人以上の旅客施設における 2020 年度までの原則

100％バリアフリー化など、バリアフリー法の基本方針に定める整備目標達成

に向けた取組の推進 

（平成 27 年度） 

・１日の乗降客数が 3,000 人以上の旅客施設における 2020 年度までの原則

100％バリアフリー化など、バリアフリー法の基本方針に定める整備目標達成

に向けた取組の推進 

・国土交通省内に設置した「バリアフリーワーキンググループ」においてバリ

アフリー・ユニバーサルデザイン施策についての検討及び取りまとめの実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・１日の乗降客数が 3,000 人以上の旅客施設における 2020 年度までの原則

100％バリアフリー化など、バリアフリー法の基本方針に定める整備目標達成

に向けた取組の推進 

・障害者団体の参画による共生社会の実現に向けた施策の総合的な検討を行う

とともに、その結果をユニバーサルデザイン 2020 行動計画としてとりまとめ 

 

［今後の主な取組］ 
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・１日の乗降客数が 3,000 人以上の旅客施設における 2020 年度までの原則

100％バリアフリー化など、バリアフリー法の基本方針に定める整備目標達成

に向けた取組の推進 

・行動計画に基づくＰＤＣＡサイクル及び各施策の実行 

 

○ＩＣＴ化を活用した行動支援の普及・活用【国土交通省、総務省】 

［大会に向けた課題］ 

・大会期間中に集中する外国人や障害者等の円滑な移動の実現 

・多言語音声翻訳対応の拡充 

・デジタルサイネージの普及拡大 

・都市サービスの高度化の実現 

 

［必要な対応］ 

・屋内の空間情報インフラの整備・活用による屋内外シームレスナビゲーショ

ンの実現 

・施設や経路のバリアフリー情報等の移動に必要なデータのオープンデータ化

の推進 

・多言語音声翻訳技術についての対象言語の拡大、翻訳精度の向上、将来の事

業化に向けた社会実証の実施 

・災害情報の一斉配信サービスや個人情報に応じた情報提供等を可能とするデ

ジタルサイネージの国内・国際標準化の推進 

・交通系ＩＣカード等を活用して個人の属性に応じたサービス提供を可能とす

る共通クラウド基盤の構築、連携するサービス分野の拡大 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 26 年度） 

・ＩＣＴを活用した歩行者移動支援の普及促進検討委員会の設置 

（平成 27 年度） 

・モデルケースとして東京駅周辺の屋内電子地図及び屋内測位環境の整備を行

うとともに、移動支援サービスの実証実験の実施 

・オープンデータを活用した歩行者移動支援サービスの提供に向けた市町村向

けガイドラインの作成・公表 

・多言語音声翻訳システム構築に向けた研究開発、性能評価、実証等を実施 

・災害情報の一斉配信サービス等のためのデジタルサイネージ標準仕様の策定、

国際標準化に向けた取組を実施 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・屋内電子地図及び屋内測位環境の整備対象地域の拡大（新たに新宿駅周辺、

成田空港、横浜国際総合競技場）を図るとともに、車いす使用者等に対応した

移動支援サービスの実証実験の実施 

・横浜国際総合競技場及び代々木競技場周辺における施設や経路のバリアフリ

ー情報の収集及び当該情報のオープンデータ化の実施 

・多言語音声翻訳システム構築に向けた研究開発、性能評価、実証等を実施 
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・デジタルサイネージ標準仕様に基づく機能検証と国際標準化に向けた取組を

実施 

・属性情報と各種サービスを連携させる共通クラウド基盤の構築及び同基盤に

連携する多様なサービス実証 

 

［今後の主な取組］ 

・関係機関との連携によるオリパラ関連施設等における実証の実施 

・競技会場周辺エリア等におけるバリアフリー情報の収集・オープンデータ化 

・民間事業者等との連携強化による移動支援サービスの普及促進 

・多言語音声翻訳システム構築に向けた実証等を実施 

・災害情報の一斉配信サービス等ためのデジタルサイネージ等の普及促進、国

際標準化に向けた取組を実施 

・共通クラウド基盤の機能の高度化及びサービス提供事業者が同基盤を簡易に

利用するための仕組みの策定、社会実装に向けた取組の推進 

 

○大会を弾みとした働き方改革等ワーク・ライフ・バランスの推進【内閣府等】 

［大会に向けた課題］ 

・働き方改革等のワーク・ライフ・バランスの推進及び女性活躍の加速を通じ

た共生社会、オリンピック憲章の根本原則の実現 

 

［必要な対応］ 

・国・独立行政法人等の調達手続きにおける女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「女性活躍推進法」という。）

に基づくワーク・ライフ・バランス等推進企業を加点評価する取組の実施及び

地方公共団体・民間企業での取組の促進 

 

［これまでの主な取組］ 

（平成 27 年度） 

・社会全体におけるワーク・ライフ・バランス等の実現に向けた取組の推進に

向けた「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指

針」の策定 

 

［平成 28 年度の主な取組］ 

・独立行政法人等の調達における国と同様の加点評価の取組の平成 29 年度から

の原則実施等を定めた「女性活躍加速のための重点方針 2016」を決定 

・大会関係者の調達における、女性活躍推進法に基づく国と同様の取組が進む

よう働きかけを実施 

 

［今後の主な取組］ 

・国・独立行政法人等の調達手続きにおける女性活躍推進法に基づくワーク・

ライフ・バランス等推進企業を加点評価する取組についてフォローアップを

行いながら着実に実施するとともに、地方公共団体における調達における国

に準じた取組の推進に向けた働きかけ 
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・大会関係者の調達における、女性活躍推進法に基づく国と同様の取組の推進

に向けた働きかけ 

 

○新国立競技場の整備等【内閣官房、文部科学省等】（再掲） 

○Special プロジェクト 2020 の実施【文部科学省等】（再掲） 
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参考資料 

 

 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関係予算について 

 

 

  2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関係予算とは、予算を所管する

各省庁が、下記①及び②に該当すると整理した予算を取りまとめたものである。 

 

①東京大会の大会運営又は同大会の開催機運の醸成や成功に直接資すること。 

②大会招致を前提に、新たに、又は、追加的に講じる施策であること（実質的な 

 施策の変更・追加を伴うものであり、単なる看板の掛け替えは認めない）。 

 

 

     （予算額） 

平成 28 年度当初予算 約 167 億円  

平成 28 年度補正予算 約 163 億円 

平成 29 年度当初予算 約 201 億円 

累計   約 531 億円 
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所管 事業名
28年度
予算

概要

内閣
東京オリンピック・パラリンピック競
技大会推進本部経費

576百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部の運営及び大会成
功に向けた取組の推進・総合調整や日本全国でオリンピック・パラリンピック
成功に向けた機運を高めるためのホストタウン、心のバリアフリー、文化・ス
ポーツ・街づくり・経済・復興等のレガシーに関すること、基本方針の推進に関
する調査等の取組を行う。

警察庁 海外における情報収集要員の配置 9百万円
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を標的とした国際テロ関連
情報を含む各種情報収集体制の強化、海外治安情報機関との連携を図るた
め、事案対処を中心とするテロ関連情報等の収集を行う要員の配置を行う。

警察庁
海外治安情報機関関係者の招へ
い

2百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に際して予定している各国
治安情報機関を対象とした情報センターの設置に向けて、英国等のオリン
ピック開催経験国の治安情報機関関係者の招へいを行い、セキュリティに関
する情報交換等を実施。

警察庁
オリンピック開催時における交通対
策の視察

2百万円
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会で実施する交通対策の検討
に当たり、2016年開催のリオ・デジャネイロオリンピックにおける交通状況の
把握及びオリンピック・レーン等各種交通対策を視察。

文部科学省
スポーツ・フォー・トゥモロー等推進
プログラム

1,214百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催国として、世界の
国々との交流・協力関係を築きながら、スポーツの価値をさらに高めようとす
る国際的な取組に貢献するため、スポーツを通じた国際協力及び交流、国際
スポーツ人材育成拠点の構築、国際的なアンチ・ドーピング推進の強化支援
を柱とする「スポーツ・フォー・トゥモロー」プログラムを推進するとともに、新た
に、オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを日本全国へ波及させるための
取り組みを行う。

文部科学省 競技力向上事業 8,700百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選手のメ
ダル獲得に向けて、各競技団体が行う日常的・継続的な選手強化活動を支援
するとともに、2020年大会で活躍が期待される次世代アスリートの発掘・育成
などの戦略的な選手強化を行う。

文部科学省 ハイパフォーマンスサポート事業 3,528百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選手のメ
ダル獲得に向けて、メダル獲得が期待される競技をターゲットとして、アスリー
ト支援や研究開発について、多方面から専門的かつ高度な支援を戦略的・包
括的に実施する。

文部科学省
ナショナルトレーニングセンター競
技別強化拠点施設活用事業

900百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選手のメ
ダル獲得に向けて、東京都北区西が丘のナショナルトレーニングセンター（中
核拠点）のみでは対応が困難なオリンピック競技、高地トレーニング及びパラ
リンピック競技について、既存の施設を活用した事業を実施する。

文部科学省
ナショナルトレーニングセンターの
拡充整備

200百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選手のメ
ダル獲得に向けて、我が国のトップレベル競技者が、同一の活動拠点で集中
的・継続的にトレーニング・強化活動を行うための拠点施設であるナショナル
トレーニングセンター（ＮＴＣ）のオリンピック競技とパラリンピック競技の共同
利用化等による機能強化を図るため、ＮＴＣを拡充整備する計画を進める。

文部科学省
女性アスリートの育成・支援プロ
ジェクト

380百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選手のメ
ダル獲得に向けて、女性特有の課題に着目した女性アスリートの戦略的強化
に資する調査研究や、女性競技における戦略的かつ実践的な強化のための
モデルプログラムの実施、女性特有の課題に対応した医・科学サポート等に
よる支援、女性エリートコーチの育成により、女性アスリートの国際競技力の
向上を図る。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関係予算（平成28年度当初予算）
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所管 事業名
28年度
予算

概要

文部科学省
国際情報戦略強化事業（IF役員倍
増戦略）

71百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の機運を最大限活用するた
め、スポーツ国際戦略を検討する上で必要となる国際機関、各国の政策情報
等を収集・分析する機能を強化し、スポーツ団体と連携して国際スポーツ団
体の動向や競技の普及・強化に関する情報を収集・分析する。また官民合同
の「スポーツ国際戦略会議」を設置し、ＩＦ役員等の選挙や新たな国際競技大
会の招致をオールジャパンで支援する。さらに、ＩＦ役員ポスト獲得や国際競
技大会招致に必要な選挙活動や国際的な人材の養成を支援する。

文部科学省 日本オリンピック委員会補助 113百万円
2020年東京オリンピック競技大会における日本代表選手のメダル獲得にむけ
て国際審判員等養成プログラムなどに取り組む。

文部科学省
日本障がい者スポーツ協会補助
（競技力向上推進事業等）

51百万円
2020年東京パラリンピック競技大会における日本代表選手のメダル獲得に向
けて、国際競技力の向上に資する情報収集・提供やドーピング防止活動の推
進などに取り組む。

文部科学省
スポーツ研究イノベーション拠点形
成プロジェクト

90百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会での我が国アスリートのメダ
ル獲得を目指し、スポーツに関する独創的で革新的な研究や、地域・組織の
特性を最大限に生かした斬新な研究について、次世代の中核を担う優秀な若
手研究者の育成への取組を含めて行う機関を「スポーツ研究イノベーション拠
点」として指定する。

文部科学省
スポーツ・文化・ワールド・フォーラ
ムの開催

501百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて国内外の機
運の醸成を図るため、観光とも連動させつつ、スポーツや文化による国際貢
献や有形・無形のレガシー等について議論、情報発信する国際会議を、2016
年リオ大会直後の秋に、京都と東京で開催する。

厚生労働省
2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会に係る建設需要に
対応した労働災害防止対策

61百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功のためには、大会施
設の整備や大会に向けた各種建設工事が、安全かつ着実に実施される必要
があるが、こうした建設投資の増大に対し、作業に習熟した労働者や現場管
理者の不足も懸念され、更なる安全管理の徹底が求められる。
このため、これらの各種建設工事において、新規入職者等の経験が浅い工事
従事者への安全衛生教育や工事の施工業者への技術指導等を行う。

厚生労働省 障害者芸術・文化祭開催事業 14百万円
障害者の芸術文化活動の全国的な発表の場である「全国障害者芸術・文化
祭」の開催を契機に、2020年大会で予定されている文化プログラムにつなげ
るための取組を実施。

農林水産省
2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会馬術競技場におけ
る衛生管理事業委託費

17百万円
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における馬術競技に際し、
馬ピロプラズマ病の我が国への侵入及び競技出場馬へのまん延を防止する
ため、馬術競技場及びその周辺の疾病を媒介するダニの生息調査。

国土交通省 大会警備体制の整備 162百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会におけるテロの未然防止、
デモ活動に対応するため、東京港等の詳細な海洋調査を実施し、海上警備
体制構築に必要な最新の情報を含んだ警備用参考図等の整備を行うための
小型測量船の代替整備等を進める。

環境省
2020年東京オリンピックに向けた都
市圏における環境対策評価検証等
事業

26百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて推進すべき環境対
策について、平成27年度の評価検証報告書に基づき、ロンドン大会での導入
実績やリオ・デジャネイロ大会での導入予定対策等も踏まえ、更なる検討を行
い、導入可能な環境対策について、関係各主体への普及啓発に努める。

環境省
東京オリンピックに向けた熱中症に
関する普及啓発事業

36百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、平成27年度に作
成予定の夏期の大規模イベント等における熱中症対策に関する指針を検証
するとともに、日本の夏になれていない海外からの旅行客等に向けた熱中症
対策の普及啓発手法の検討を行う。
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所管 事業名
28年度
予算

概要

環境省
東京オリンピックを契機とした一般
廃棄物の統一分別ラベル導入検討
事業

18百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会において、国内外から多くの
観光客が東京都心圏を訪問し、大量の廃棄物が分別されずに排出されサス
テイナビリティーを損ねるおそれがあることから、廃棄物を排出する者にとって
わかりやすい仕組みを検討する。具体的には東京都、23区、オリンピック組織
委員会等と連携して分かりやすいラベル等を作成し対象モデル地域での実証
事業などを行う。

環境省
東京オリンピック・パラリンピックに
おけるグリーン購入促進検討

7百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会におけるグリーン購入の実
施に関し技術的支援を行うため、これまでの国内外のイベントにおけるグリー
ン購入の対象品目、基準等の調査を行い課題を明確化するとともに、環境規
制や環境ラベルおよび環境関連技術等の動向を把握する。さらに、有識者委
員会や東京都等との連携を通じて、2020年東京オリンピック・パラリンピック競
技大会におけるプレミアム基準の活用案を策定する。

16,678百万円計
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内閣

文部科学省

文部科学省

文部科学省

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関係予算（平成28年度第２次補正予算）

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選手のメダル
獲得に向けて、トップアスリートが、同一の活動拠点で集中的・継続的にトレーニン
グ・強化活動を行うため、パラリンピック競技の使用を想定したナショナルトレーニン
グセンター（ＮＴＣ）を整備し、オリンピック競技とパラリンピック競技の共同利用化を
図る。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選
手のメダル獲得に向けて、「ハイパフォーマンスセンター」の機能強化を
図り、我が国の国際競技力が成長していくための基盤として必要となる
情報システム基盤を整備する。

平成27年12月の関係閣僚会議において決定された新国立競技場の整
備に係る財源スキームに基づき、国が負担すべき財源のうち125億円を
出資し、大会に確実に間に合うよう整備を進める。なお、資金の有効活
用を図る旨の会計検査院の指摘を踏まえて、スポーツ振興基金の一部
を国庫納付し、それを財源として充てる。

概要

オリパラ基本方針の推進に向け特に重要な分野を選定し、その重要分
野において試行プロジェクトを実施することを通じ、オリパラ機運醸成の
効果、課題を抽出する委託調査事業を実施する。

所管 事業名
28年度第

２次補正予算

計 16,259百万円

オリンピック・パラリンピック基本
方針推進調査
（東京オリンピック・パラリンピック
競技大会推進本部経費）

299百万円

独立行政法人日本スポーツ振興
センター出資金

12,500百万円

ナショナルトレーニングセンター
の拡充整備

ハイパフォーマンスセンター情報
システムの基盤整備

2,406百万円

1,054百万円
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内閣

総務省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省
ナショナルトレーニングセンター
の拡充整備

ハイパフォーマンス・サポート事
業

ハイパフォーマンスセンターの基
盤整備

ナショナルトレーニングセンター
競技別強化拠点施設活用事業

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関係予算（平成29年度当初予算）

2020年東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会に伴って開設さ
れる無線局と既存無線局の周波
数共用に関する調査検討

240百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会においては、多種多様
な無線局の運用並びに通信需要の激増が予想される。
東京近郊の電波利用密集地域での周波数緩和及び無線局の混信等を
避けるため、異なる無線システム間のより柔軟かつ稠密な周波数共同
利用の効率的な実現に向けた技術的検討を実施する。

1,167百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催国として、世界
の国々との交流・協力関係を築きながら、スポーツの価値をさらに高め
ようとする国際的な取組に貢献するため、スポーツを通じた国際協力及
び交流、国際スポーツ人材育成拠点の構築、国際的なアンチ・ドーピン
グ推進の強化支援を柱とする「スポーツ・フォー・トゥモロー」プログラムを
推進するとともに、新たに、オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを日
本全国へ波及させるための取り組みを実施する。

所管 事業名
29年度
予算

2020年東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会推進本部経費

576百万円

東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部の運
営及び大会成功に向けた取組の推進・総合調整を行う。また、日本全国
でオリンピック・パラリンピック成功に向けた機運を高めるためにホストタ
ウンによる地域活性化や国際交流の推進、オリパラアンバサダー（仮
称）の導入等ボランティア人材の育成普及、「beyond 2020 プログラム」
の全国展開を行うとともに、基本方針の推進に関する調査等の取組を行
う。

スポーツ・フォー・トゥモロー等推
進プログラム

事業の概要

競技力向上事業

3,640百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選
手のメダル獲得に向けて、トップアスリートが、同一の活動拠点で集中
的・継続的にトレーニング・強化活動を行うため、パラリンピック競技の使
用を想定したナショナルトレーニングセンター（NTC）を整備し、オリンピッ
ク競技とパラリンピック競技の共同利用化を図る。

9,150百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選
手のメダル獲得に向けて、東京都北区西が丘地区にある国立スポーツ
科学センター（JISS）及びNTC等から構成される「ハイパフォーマンスセ
ンター」について、ハイパフォーマンスに関する情報収集や競技用具の
機能を向上させる技術等を開発するための体制を整備するとともに、同
センターにおける各種情報を一元的に管理するシステムを構築し、我が
国の国際競技力を強化していくための基盤を整備する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選
手のメダル獲得に向けて、ＮＴＣ（中核拠点）のみでは対応が困難な冬
季、海洋・水辺系、屋外系のオリンピック競技、高地トレーニング及びパ
ラリンピック競技について、既存の施設を活用した事業を実施する。

1,591百万円

945百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選
手のメダル獲得に向けて、2020年東京大会における追加競技を含む各
競技団体が行う日常的・継続的な強化活動及び2020年東京大会で活
躍が期待される次世代アスリートの発掘・育成などの戦略的な強化につ
いて、オリンピック競技とパラリンピック競技の一体的な支援を実施す
る。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選
手のメダル獲得に向けて、メダル獲得が期待されるスポーツを対象に、
多方面から専門的かつ高度な支援を戦略的・包括的に実施する。

900百万円
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文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

厚生労働省

厚生労働省

農林水産省

11百万円

74百万円

15百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた救急医療提
供体制の整備を図るため、爆発物や、銃器、刃物などの外的要因による
創傷（切創、銃創、爆創等）により生じた外傷治療を担う外科医を育成
し、負傷者への医療提供体制の整備を図る。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功のためには、大
会施設の整備や大会に向けた各種建設工事が、安全かつ着実に実施
される必要があるが、こうした建設投資の増大に対し、作業に習熟した
労働者や現場管理者の不足も懸念され、更なる安全管理の徹底が求め
られる。
このため、これらの各種建設工事において、建設業の経験が浅い方や
管理監督者等に対する安全衛生教育、工事の施工業者への技術指導
等を行う。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における馬術競技に際
し、馬ピロプラズマ病の我が国への侵入及び競技出場馬へのまん延を
防止して競技の円滑な実施に資するため、馬術競技場及びその周辺の
疾病を媒介するダニの駆除を実施するとともに、駆除効果を測定する。

スポーツ研究イノベーション拠点
形成プロジェクト

日本障害者スポーツ協会補助
（競技力向上推進事業）

スポーツ国際展開基盤形成事業

所管 事業名
29年度
予算

外傷外科医養成研修事業

2020年東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会に係る建設需
要に対応した労働災害防止対策

2020年東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会馬術競技場に
おける衛生管理事業委託費

事業の概要

2020年東京オリンピック競技大会における日本代表選手のメダル獲得
に向けて、国際審判員等養成プログラムなどに取り組む。

ドーピング防止活動推進事業 201百万円

ユネスコ「スポーツにおけるドーピングの防止に関する国際規約」におけ
る「国の役割」であるドーピングの防止に関する教育・研修及び研究に
係る取組を実施する。特に2020年東京オリンピック・パラリンピック競技
大会をドーピングのないクリーンな大会として成功させるために、国際競
技大会に対応できるドーピング検査員等の育成、アスリートやサポート
スタッフに対する教育及び学校教育課程における教育の推進、最新の
検査手法の研究・開発を行う。

女性アスリートの育成・支援プロ
ジェクト

388百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選
手のメダル獲得に向けて、女性アスリートの国際競技力の向上を図るた
め、女性特有の課題に着目した調査研究や医・科学サポート等の支援
プログラム、女性競技種目における強化プログラム、女性エリートコーチ
の育成プログラム、産婦人科医等への講習会を実施する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表選
手のメダル獲得に向けて、スポーツに関する独創的で革新的な研究
や、地域・組織の特性を最大限に生かした斬新な研究について、次世代
の中核を担う優秀な若手研究者の育成への取組を含めて行う機関を
「スポーツ研究イノベーション拠点」として指定する。

日本オリンピック委員会補助 113百万円

86百万円

51百万円
2020年東京パラリンピック競技大会における日本代表選手のメダル獲
得に向けて、国際競技力の向上に資する情報収集・提供やドーピング
防止活動の推進などに取り組む。

101百万円

国際的地位の向上、国際競技大会等の招致・開催、スポーツを通じた
国際交流・協力等の我が国のスポーツ国際政策を統合的に展開し、そ
の効果を最大限に高めるため、官民合同の「スポーツ国際戦略会議」を
設置するとともに、国内外の政策・情報を収集・分析し、共有・活用する
国際情報収集・分析拠点を形成する。これらの基盤を活用し、国際競技
連盟役員等の選挙及び国際的な人材の育成を支援する。



94 
 

 

国土交通省

環境省

環境省

環境省

環境省

20,128百万円

2020年オリパラ東京大会におけるグリーン購入の実施に関する技術的
支援を視野に、これまでの国内外のイベントにおけるグリーン購入の対
象品目、基準等の調査を行い課題を明確化するとともに、環境ラベルお
よび環境関連技術等の動向を把握する。さらに、国内外イベントにおけ
る環境配慮の取組等を参考に、プレミアム基準の考え方を活用した各種
イベントにおけるグリーン購入ガイドラインを策定し、2020年オリパラ東
京大会での活用を検討していく。

①外国人旅行者等に対し、熱中症の意識調査や水分補給の重要性を
伝えるための活動を行うことで、外国人に対する熱中症の普及啓発手
法を検討し実施する。
②夏季に開催されるイベントにおける熱中症対策ガイドライン(平成27年
度作成)の有効性の確認や検証を行う。さらに、ガイドラインの見直しとも
に、「熱中症環境保健マニュアル2014」との統合を図る。

2020年の東京オリンピック・パラリンピック大会では、国内のみならず、
海外からも多くの観光客が東京都市圏を訪れることから、大量の廃棄物
の排出が予想される。そこで、廃棄物を排出する者にとってわかりやす
い仕組みについて、東京都が目標としている2019年度までの導入を目
指し、実効性の高い分別のあり方の検討を行うことで、東京オリンピック
来場者に対して、日本の優れた3R政策をアピールするとともに、環境省
全体の目標である、大会を通じての廃棄物の発生抑制及び再資源化を
促進する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の主要大会会場周辺
地区を対象に気温、湿度等を実測調査し、会場周辺地区の暑さ指数の
推計手法を確立する。熱中症対策として特にリスクの高い場所での暑さ
指数を大会開催期間に日本の夏に不慣れな外国人を含む観客等に熱
中症予防情報の発信等に活用。

熱中症対策推進事業（2020年東
京オリンピックに向けた熱中症に
関する普及啓発事業）

東京オリンピックを契機とした一
般廃棄物の統一分別ラベル導入
検討事業

オリンピック・パラリンピック暑熱
環境測定事業

809百万円

世界的なテロの脅威が増大する中、2020年開催の東京オリンピック・パ
ラリンピック競技大会を見据え、テロ等の未然防止を図るとともに、テロ
事案発生時における対処等、法執行能力を強化するため、東京港等の
詳細な海洋調査を実施し、海上警備体制の構築に必要な最新の情報を
含んだ警備用参考図の整備を行うための小型測量船の代替整備を着
実に進める。

海上警備体制等の強化

東京オリンピック・パラリンピック
におけるグリーン購入促進検討

所管

計

事業名
29年度
予算

3百万円

21百万円

17百万円

29百万円

事業の概要


